
令和 5年 1月 5日 

 

建設業法第 27条の 37に基づく届出団体 ご担当者様 

 

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の改正について 

 

 国土交通省 不動産・建設経済局 建設業課 

 

 

平素よりお世話になっております。国土交通省不動産・建設経済局建設業課です。 

令和４年 12月 23日付で厚労省より、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（以下、「改善

基準告示」という。）」の改正が公布されました。 

 働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律では、労働基準法が改正され、新たに時間

外労働の上限規制が設けられたところであり、自動車運転の業務にも、令和６年４月１日から、時間外

労働の上限を原則として月 45 時間・年 360時間とし、臨時的な特別の事情がある場合でも時間外労働

の上限を年 960時間とする等の規制が適用されることとなります。 

こうした状況の下、改善基準告示の改正が行われたものであり、上限規制を踏まえた時間外労働の削

減や過労死等の防止といった観点から、労使関係者にあっては、新告示を遵守することが強く要請され

ることとなります。 

 

※「自動車の運転の業務に主として従事する」か否かは、個別の事案の実態に応じて判断することとな

りますが、実態として、物品又は人を運搬するために自動車を運転する時間が現に労働時間の半分を

超えており、かつ、当該業務に従事する時間が年間総労働時間の半分を超えることが見込まれる場合

に該当します。 

このため、自動車の運転の業務が主たる業務ではない労働者、例えばクレーン車のオペレーターが移

動のため路上を走行するような場合には、原則として「自動車の運転の業務に主として従事する」に

該当しません。 

 

貴団体におかれましては、今般ご連絡した内容について、貴団体傘下の建設業者に対してご周知、ご

指導方お願い致します。 

 

（ご参考）厚労省ＨＰ 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/gyosyu/roudoujou

ken05/index.html 

 

 

問合せ先：国土交通省不動産・建設経済局建設業課 03-5253-8111 

 

 

以 上 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/gyosyu/roudoujouken05/index.html
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/roudoukijun/gyosyu/roudoujouken05/index.html
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基 発 1 2 2 3 第 ３ 号                                

令和４年 12 月 23 日 

 

都道府県労働局長  殿 

                             

厚生労働省労働基準局長                              

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の一部改正等について 

 

自動車運転者の労働時間等の労働条件については、「自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準」(平成元年労働省告示第７号。以下「改善基準告示」

という。)、平成元年３月１日付け基発第 92 号「一般乗用旅客自動車運送事業

以外の事業に従事する自動車運転者の拘束時間及び休息期間の特例について」

(以下「特例通達」という。)、同日付け基発第 93 号「自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準について」(以下「93 号通達」という。)、平成９年３

月 11 日付け基発第 143 号「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準に

ついて」（以下「143 号通達」という。）及び同月 26 日付け基発第 201 号「自

動車運転者の労働時間等の改善のための基準に係る適用除外業務について」

（以下「適用除外業務通達」という。）により、その改善を図ってきたところ

であるが、改善基準告示は、今般、令和４年９月 27 日の労働政策審議会労働

条件分科会自動車運転者労働時間等専門委員会の報告 (別紙１。以下「令和４

年報告」という。)を踏まえ、告示された「自動車運転者の労働時間等の改善

のための基準の一部を改正する件」(令和４年厚生労働省告示第 367 号。別紙

２。以下「改正告示」という。)により、別紙３のとおり改正されたところで

ある。 

ついては、令和６年４月１日以後は、改正告示による改正後の改善基準告示

（以下「新告示」という。）によって自動車運転者の労働時間等の労働条件の

改善を図ることとしたので、下記の事項に留意の上、その適切な運用を期され

たい。 

 なお、本通達は、特例通達、93 号通達、143 号通達及び適用除外業務通達（以

下これらを「旧通達」という。）の内容を整理し、一本化したものであるとこ

ろ、下記第２及び第３については、令和６年４月１日から適用することとし、

旧通達は同日をもって廃止する。 

 

記 

目次 

第１ 改正の趣旨及び概要 ......................................... 4 

第２ 内容 ........................................................ 4 

 

1 0 年 保 存  

 
機 密 性 １ 

令 和 ５ 年 ４ 月 １ 日 か ら 
令和 15 年３月 31 日まで  
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第１ 改正の趣旨及び概要 

自動車運転者の労働時間等の規制については、改善基準告示により、拘

束時間、休息期間等の基準が設けられ、その遵守を図ってきたところであ

る。 

しかしながら、運輸・郵便業においては、過労死等のうち脳・心臓疾患

の労災支給決定件数が全業種で最も多い業種である（令和３年度：59 件

（うち死亡の件数は 22 件））等、依然として長時間・過重労働が課題になっ

ている。 

一方、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成

30 年法律第 71 号。以下「働き方改革関連法」という。）では、労働基準法

（昭和 22 年法律第 49 号。以下「法」という。）が改正され、新たに時間

外労働の上限規制が設けられたところであり、自動車運転の業務にも、令

和６年４月１日から、時間外労働の上限を原則として月 45 時間・年 360

時間とし、臨時的な特別の事情がある場合でも時間外労働の上限を年 960

時間とする等の規制が適用されることとなる。また、働き方改革関連法の

国会附帯決議（衆議院厚生労働委員会（平成 30 年５月 25 日）及び参議院

厚生労働委員会（同年６月 28 日））において、過労死等の防止の観点から

改善基準告示の総拘束時間等の改善を求められていた。 

こうした状況の下、今般、関係労使の代表の合意である令和４年報告に

基づき、改善基準告示の改正を行ったものであり、上限規制を踏まえた時

間外労働の削減や過労死等の防止といった観点から、労使関係者にあって

は、新告示を遵守することが強く要請されるものである。 

なお、改善基準告示のそれぞれの内容に係る改正の趣旨及び概要は、第

２のとおりであること。 

 

 

第２ 内容  

１ 目的等（第１条関係）  

（１）目的（第１項）  

長時間労働の実態がみられる自動車運転者について、労働時間等に関

する改善のための基準を定めることにより、自動車運転者の労働条件の

向上を図ることを目的とすることを明らかにするものであること。 

改善基準告示の対象者は、法第９条にいう労働者（同居の親族のみを

使用する事業又は事務所に使用される者及び家事使用人を除く。以下同

じ。）であって、四輪以上の自動車の運転の業務（厚生労働省労働基準

局長（以下「局長」という。）が定めるものを除く。以下同じ。）に主と

して従事するものであること。このため、改善基準告示は、運送を業と

するか否かを問わず、自動車運転者を労働者として使用する全事業に適
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用されるものであり、例えば工場等の製造業における配達部門の自動車

運転者等、自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。）の自動

車運転者にも適用されるものであること。 

「自動車の運転の業務に主として従事する」か否かは、個別の事案の

実態に応じて判断することとなるが、実態として、物品又は人を運搬す

るために自動車を運転する時間が現に労働時間の半分を超えており、か

つ、当該業務に従事する時間が年間総労働時間の半分を超えることが見

込まれる場合には、「自動車の運転の業務に主として従事する」に該当

するものであること。 

このため、自動車の運転の業務が主たる業務ではない労働者、例えば

クレーン車のオペレーターが移動のため路上を走行するような場合に

は、原則として「自動車の運転の業務に主として従事する」に該当しな

いものであること。 

「四輪以上の自動車の運転の業務（局長が定めるものを除く。）」の「局

長が定める」業務とは、６に定める緊急輸送等の業務であり、当該業務

を改善基準告示の適用除外とするものであること。  

なお、第１項の考え方については、改正告示による改正前の改善基準

告示（以下「旧告示」という。）からの変更はないこと。 

 

（２）労使関係者の責務（第２項）  

労働関係の当事者は、改善基準告示で定める基準を理由として、自動

車運転者の労働条件を低下させてはならないことを求めるとともに、そ

の向上に努めなければならないことを規定するものであること。 

なお、第２項の考え方については、旧告示からの変更はないこと。 

 

（３）時間外・休日労働協定をする場合の留意事項（第３項）  

令和６年４月１日から、自動車運転の業務に対しても、時間外労働の

上限規制が適用されるとともに、労働基準法第 36 条第１項の協定で定

める労働時間の延長及び休日の労働について留意すべき事項等に関す

る指針（平成 30 年厚生労働省告示第 323 号。以下「指針」という。）が

全面適用されることを踏まえ、使用者及び労働者の過半数で組織する労

働組合又は労働者の過半数を代表する者（以下「労使当事者」という。）

は、法第 36 条第１項の協定（以下「時間外・休日労働協定」という。）

を締結するに当たっては、次の事項に十分留意しなければならないこと

を、新たに規定したものであること。 

 

ア 労働時間を延長して労働させることができる時間（以下「時間外労

働時間」という。）は、１箇月について 45 時間及び１年について 360
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時間（１年単位の変形労働時間制を採用している場合であって、その

対象期間として３箇月を超える期間を定めているときは、１箇月につ

いて 42 時間及び１年について 320 時間。以下「限度時間」という。）

を超えない時間に限ることとされていること。 

 

イ アに定める１年の限度時間を超えて労働させることができる時間

（以下「臨時的な特別の事情がある場合の時間外労働時間」という。）

を定めるに当たっては、事業場における通常予見することのできない

業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に当該限度時間を超えて労働さ

せる必要がある場合であっても、960 時間を超えない範囲内とされて

いること。 

 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、労働時間の延長及び休日の労働は必

要最小限にとどめられるべきであることその他の労働時間の延長及

び休日の労働を適正なものとするために必要な事項については、指針

において定められていること。 

 

（４）拘束時間及び休息期間の定義  

ア 拘束時間 

拘束時間とは、労働時間と休憩時間（仮眠時間を含む。以下同じ。）

の合計時間、すなわち、始業時刻から終業時刻までの使用者に拘束さ

れる全ての時間をいうものであること。また、拘束時間の範囲内で

あっても、法定労働時間を超えて又は休日に労働させる場合には、時

間外・休日労働協定の締結・届出が必要であることはいうまでもない

こと。 

拘束時間とは、基本的には労働時間と休憩時間の合計時間をいうも

のであるが、改善基準告示においては拘束時間規制の観点から、あら

ゆる場合における始業時刻から終業時刻までの使用者に拘束されて

いる全ての時間を確実に含ましめるため、念のため「その他の使用者

に拘束されている時間」を加えたものである。したがって、通常の場

合「その他の使用者に拘束されている時間」が発生する余地はなく、

労働時間と休憩時間の合計時間が拘束時間となるものである。 

なお、今回の改正においては、臨時的な特別の事情がある場合でも

時間外労働の上限が年 960 時間とされていること等を踏まえ、１年及

び１箇月の拘束時間について、次の時間数を念頭に見直しの検討が行

われたものである。 

 

・１年の拘束時間（3,300 時間）＝１年の法定労働時間（週 40 時間×
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52 週＝2,080 時間）＋１年の休憩時間（１時間×週５日×52 週＝260

時間）＋時間外労働 960 時間 

・１箇月の拘束時間（275 時間）＝１年の拘束時間（3,300 時間）÷12

か月 

 

ただし、この時間数は、事業場ごとの所定労働時間、休憩時間及び

月の日数等の違いを考慮したものではないため、あくまで「目安」と

して参考にしたものである。 

 

イ 休息期間 

休息期間とは、使用者の拘束を受けない期間であること。勤務と次

の勤務との間にあって、休息期間の直前の拘束時間における疲労の回

復を図るとともに、睡眠時間を含む労働者の生活時間として、その処

分が労働者の全く自由な判断に委ねられる時間であり、休憩時間や仮

眠時間等とは本質的に異なる性格を有するものであること。 

 

（５）個人事業主等の取扱い  

    法第９条にいう労働者に該当しない個人事業主等は、改善基準告示の

直接の対象とはならない。他方、道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）

及び貨物自動車運送事業法（平成元年法律第 83 号）等の関連法令に基

づき、旅客自動車運送事業者及び貨物自動車運送事業者は、運転者の過

労防止等の観点から、国土交通大臣が告示で定める基準に従って、運転

者の勤務時間及び乗務時間を定め、当該運転者にこれらを遵守させなけ

ればならない旨の規定が設けられており、その基準として、改善基準告

示が引用されている。当該規定は、個人事業主等である運転者にも適用

され、実質的に改善基準告示の遵守が求められるものであることから、

これらの事業者等の関係者は、このことに留意する必要があること。 

 

 

２ タクシー運転者の拘束時間等 (第２条第１項から第４項まで関係) 

   第２条第１項から第４項までは、一般乗用旅客自動車運送事業に従事す

る自動車運転者（ハイヤーに乗務する自動車運転者（以下「ハイヤー運転

者」という。）を除く。以下「タクシー運転者」という。）の拘束時間、休

息期間等の基準を定めたものであること。 

   なお、第２条第５項は、ハイヤー運転者について、タクシー運転者に係

る基準は適用しないことを定めたものであること（３参照）。 
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（１）日勤勤務者の拘束時間及び休息期間（第１項）  

タクシー運転者のうち、隔日勤務（始業及び終業の日が同一の日に属

さない業務をいう。以下同じ。）以外の勤務に就く者（以下「日勤勤務

者」という。）の拘束時間及び休息期間については次のとおりであるこ

と。 

 

ア １箇月の拘束時間（第１号） 

日勤勤務者の１箇月の拘束時間は、「288 時間」を超えないものとし

たこと。 

旧告示において、日勤勤務者の１箇月の拘束時間の限度は「299 時

間」とされていたが、「血管病変等を著しく増悪させる業務による脳

血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基準」（令和３年９月 14 日付け基

発 0914 第１号別添。以下「脳・心臓疾患に係る労災認定基準」とい

う。）において発症前１か月間におおむね 100 時間又は発症前２か月

間ないし６か月間にわたって１か月あたりおおむね 80 時間を超える

時間外労働（休日労働）がある場合に業務と脳・心臓疾患の発症との

関連性が強いと評価できるとされていること等を踏まえ、過労死等の

防止の観点から、月 80 時間の時間外労働を前提とした「275 時間」

の拘束時間に、月１回の休日労働として１日「13 時間」の拘束時間を

加えた、「288 時間」としたこと。 

なお、第１号の「１箇月」とは、原則として暦月をいうものである

が、就業規則、勤務割表等で特定日を起算日と定めている場合には、

当該特定日から起算した１箇月でも差し支えないものであること。

（（２）アの隔日勤務者の１箇月の拘束時間についても同じ。） 

第１号ただし書は、車庫待ち等の自動車運転者の１箇月の拘束時間

を定めたものであること（（３）参照）。 

 

イ １日の拘束時間（第２号、第３号） 

日勤勤務者の１日（始業時刻から起算して 24 時間をいう。以下同

じ。）の拘束時間は、「13 時間」を超えないものとし、当該拘束時間を

延長する場合であっても、１日の拘束時間の限度（以下「最大拘束時

間」という。）は「15 時間」としたこと。この場合において、「１日の

拘束時間が 14 時間を超える回数をできるだけ少なくするよう努め

る」ものとしたこと。 

旧告示において、日勤勤務者の最大拘束時間は「16 時間」とされて

いたが、自動車運転者の睡眠時間の確保による疲労回復の観点から、

これを１時間短縮し、「15 時間」としたこと。 

また、１日の拘束時間について「13 時間」を超えて延長する場合
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は、自動車運転者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、新たに、使用者は、

１日の拘束時間が「14 時間」を超える回数をできるだけ少なくする

よう努めるものとした。当該回数については、１週間に３回以内を目

安とすること。この場合において、１日の拘束時間が「14 時間」を超

える日が連続することは望ましくないこと。 

第２号ただし書は、車庫待ち等の自動車運転者について定めたもの

であること（（３）参照）。 

 

ウ 休息期間（第４号） 

日勤勤務者の休息期間は、勤務終了後、「継続 11 時間以上与えるよ

う努めることを基本とし、継続９時間を下回らない」ものとしたこと。 

旧告示において、日勤勤務者の休息期間は、勤務終了後「継続８時

間以上」とされていたが、十分な休息期間の確保が重要であり、脳・

心臓疾患に係る労災認定基準において、長期間の過重業務の判断に当

たって「勤務間インターバル」がおおむね 11 時間未満の勤務の有無

等について検討し評価することとされていること等を踏まえ、自動車

運転者の睡眠時間の確保による疲労回復の観点から、休息期間につい

て「継続 11 時間以上」与えるよう努めることが原則であることを示

すとともに、下限を１時間延長し、「９時間」としたこと。 

労使当事者にあっては、このことを踏まえ、単に休息期間の下限「９

時間」を遵守するにとどまらず、「継続 11 時間以上」の休息期間が確

保されるよう自主的な改善の取組を行うことが特に要請されるもの

であること。 

 

（２）隔日勤務者の拘束時間及び休息期間（第２項）  

タクシー運転者のうち隔日勤務に就く者（以下「隔日勤務者」という。）

の拘束時間及び休息期間については、次のとおりであること。 

なお、隔日勤務とは、始業及び終業の時刻が同一の日に属さない業務

をいう。２労働日の勤務を一勤務にまとめて行うものであり、深夜時間

帯における公共交通機関としての役割を果たすタクシー業において、都

市部を中心に広く採用されている勤務形態であること。 

 

ア １箇月の拘束時間（第１号） 

隔日勤務者の１箇月の拘束時間は、「262 時間」を超えないものとす

ること。 

ただし、地域的事情その他の特別な事情がある場合において、労使

協定があるときは、１年のうち６箇月までは、１箇月の拘束時間を

「270 時間」まで延長することができること。 
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なお、１箇月の拘束時間を延長する場合の「地域的事情その他の特

別な事情」とは、例えば地方都市における顧客需要の状況、大都市部

における顧客需要の一時的増加等をいうものであること。 

なお、隔日勤務者の１箇月の拘束時間については、旧告示からの変

更はないこと。 

１箇月の拘束時間を延長する場合の労使協定については、別紙５－

１の協定例を参考とすること。労使協定では、１年の始期及び終期を

定め、当該１年のうち６箇月までの範囲で１箇月の拘束時間を「270

時間」を超えない範囲で延長する旨を協定することとなるが、その場

合の各月の拘束時間は、例えば次のようになり、全ての協定対象者の

各月の拘束時間は、この範囲内とする必要があること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ２暦日の拘束時間（第２号） 

隔日勤務者の２暦日の拘束時間は、「22 時間」を超えないものとし、

かつ、「２回の隔日勤務を平均し隔日勤務１回当たり 21 時間を超えな

い」ものとしたこと。 

旧告示において、２暦日の拘束時間の限度は「21 時間」と定めてい

たが、当該拘束時間について旧告示と同程度の水準に抑えつつ、突発

的な顧客需要や交通事情等に一層柔軟に対応する観点から、見直しを

行ったものであること。 

また、２回の隔日勤務を平均した１回当たりの拘束時間の計算に当

たっては、特定の隔日勤務を起算点として、２回の隔日勤務に区切り、

その２回の隔日勤務の平均とすることが望ましいが、特定の隔日勤務
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の拘束時間が改善基準告示に違反するか否かは、次により判断するも

のであること。 

 

 

 

 

※次の①②のいずれもが「21 時間」を超えた場合に、初めて違反と判断される。①特定の

隔日勤務の拘束時間（Ａ時間）と、特定の隔日勤務の前の隔日勤務の拘束時間（Ｂ時間）

との平均、②Ａ時間と特定の隔日勤務の次の隔日勤務の拘束時間（Ｃ時間）との平均 

 

なお、日勤勤務と隔日勤務を併用して頻繁に勤務態様を変えること

は、労働者の生理的機能への影響に鑑み認められないこと。したがっ

て、日勤勤務と隔日勤務を併用する場合には、制度的に一定期間ごと

に交替させるよう勤務割を編成しなければならないこと。 

 

ウ 休息期間（第４号） 

隔日勤務者の休息期間は、勤務終了後、「継続 24 時間以上与えるよ

う努めることを基本とし、継続 22 時間を下回らない」ものとしたこ

と。 

旧告示において、隔日勤務者の休息期間は、勤務終了後「継続 20 時

間以上」とされていたが、上記（１）ウで述べた休息期間の重要性に

加え、隔日勤務については２労働日の勤務を一勤務にまとめて行うた

め自動車運転者の身体的負担を伴うものであること等を踏まえ、休息

期間について「継続 24 時間以上」与えるよう努めることが原則であ

ることを示すとともに、下限を２時間延長し、「継続 22 時間」とした

ものであること。 

労使当事者にあっては、このことを踏まえ、単に休息期間の下限「22

時間」を遵守するにとどまらず、「継続 24 時間以上」の休息期間が確

保されるよう自主的な改善の取組を行うことが特に要請されるもの

であること。 

 

（３）車庫待ち等の自動車運転者について（第１項、第２項）  

ア 定義 

顧客の需要に応ずるため常態として車庫等において待機する就労

形態（以下「車庫待ち等」という。）の自動車運転者とは、常態とし

て車庫待ち、駅待ち等の形態によって就労する自動車運転者であり、

比較的作業密度が薄いこと等により、帰庫させ仮眠時間を与えること

が可能な実態を有するため、一定の要件の下に最大拘束時間の延長を

認めるものである。就労形態について次の要件を満たす場合には、車

特定の隔日勤務の前の隔日勤務  特定の隔日勤務 特定の隔日勤務の次の隔日勤務  

Ｂ時間 Ａ時間 Ｃ時間 



12 

 

庫待ち等の自動車運転者に該当するものとして取り扱って差し支え

ないものであること。 

（ア）事業場が人口 30 万人以上の都市に所在していないこと。 

（イ）勤務時間のほとんどについて「流し営業」を行っている実態でな

いこと。 

（ウ）夜間に４時間以上の仮眠時間が確保される実態であること。 

（エ）原則として、事業場内における休憩が確保される実態であること。 

なお、新告示の適用の際、現に車庫待ち等の自動車運転者として取

り扱われている者の属する事業場については、（ア）にかかわらず、

当該事業場が人口 30 万人以上の都市に所在している場合であって

も、当分の間、当該事業場の自動車運転者を車庫待ち等の自動車運転

者に該当するものとして取り扱うこと。 

 

イ 日勤勤務の車庫待ち等の自動車運転者（第１項第１号、第２号） 

日勤勤務の車庫待ち等の自動車運転者の拘束時間は、上記（１）ア

の日勤勤務者の１箇月の拘束時間と同様、１箇月について「288 時間」

を超えないものとし、労使協定により、１箇月の拘束時間を「300 時

間」まで延長することができること。また、次に掲げる要件を満たす

場合、１日の拘束時間を「24 時間」まで延長することができること。 

（ア）勤務終了後、「継続 20 時間以上」の休息期間を与えること。 

（イ）１日の拘束時間が「16 時間」を超える回数が１箇月について７回

以内であること。 

（ウ）１日の拘束時間が「18 時間」を超える場合には、夜間に「４時間

以上」の仮眠時間を与えること。 

旧告示において、日勤勤務の車庫待ち等の自動車運転者の１箇月の

拘束時間は、「322 時間」まで延長することができるとされていたが、

脳・心臓疾患に係る労災認定基準等を踏まえ、過労死等の防止の観点

から、22 時間短縮し、「300 時間」としたこと。 

また、１箇月の拘束時間を延長する場合の労使協定については、別

紙５－１の協定例を参考とすること。なお、上記（ウ）の運用に当たっ

ては、仮眠設備において夜間「４時間以上」の仮眠時間を確実に与え

ることが要請されていることについて、引き続き、留意すること。 

 

ウ 隔日勤務の車庫待ち等の自動車運転者（第２項第３号） 

隔日勤務の車庫待ち等の自動車運転者の拘束時間は、上記（２）ア

の隔日勤務者の１箇月の拘束時間の原則と同様、１箇月について「262

時間」を超えないものとし、労使協定により、「270 時間」まで延長す

ることができること。また、次に掲げる要件を満たす場合、１箇月の
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拘束時間については上記の時間（262 時間又は 270 時間）に「10 時

間」を加えた時間まで、２暦日の拘束時間については「24 時間」ま

で、それぞれ延長することができること。 

（ア）夜間に「４時間以上」の仮眠時間を与えること。 

（イ）２暦日の拘束時間が 22 時間を超える回数及び２回の隔日勤務を

平均し隔日勤務１回当たり 21 時間を超える回数の合計は、労使協

定により、１箇月について７回以内の範囲で定めること。 

旧告示において、隔日勤務の車庫待ち等の自動車運転者の拘束時間

は、１箇月「270 時間」まで延長することができ、上記（ア）及び（イ）

の要件を満たす場合には、「20 時間」を加えた時間まで延長できると

されていたが、脳・心臓疾患に係る労災認定基準等を踏まえ、過労死

等の防止の観点から、当該要件を満たした場合に延長できる時間を

「20 時間」から 10 時間短縮し、「10 時間」としたものであること。 

また、拘束時間を延長する場合の労使協定については、別紙５－１

の協定例を参考とすること。 

 

（４）予期し得ない事象への対応時間の取扱い（第３項）  

ア 趣旨 

タクシー運転者が、災害や事故等の通常予期し得ない事象に遭遇

し、運行が遅延した場合において、その対応に要した時間についての

拘束時間の例外的な取扱いを新たに定めたものであること。 

 

イ 「予期し得ない事象への対応時間」の取扱い 

１日の拘束時間及び２暦日の拘束時間の規定の適用に当たっては、

予期し得ない事象への対応時間を、これらの拘束時間から除くことが

できること。この場合において、予期し得ない事象への対応時間によ

り、１日の拘束時間が最大拘束時間を超えた場合、勤務終了後、１日

の勤務の場合には「継続 11 時間以上」、２暦日の勤務の場合には「継

続 24 時間以上」の休息期間を与えること。 

当該例外的な取扱いは、タクシー運転者については、１日又は２暦

日の拘束時間の規定の適用に限ったものであり、１箇月の拘束時間等

の改善基準告示の他の規定の適用に当たっては、予期し得ない事象へ

の対応時間を除くことはできないこと。また、予期し得ない事象への

対応時間は、休憩に該当しない限り、労働時間として取り扱う必要が

あることはいうまでもないこと。 

 

ウ 「予期し得ない事象への対応時間」の定義 

「予期し得ない事象への対応時間」とは、次の（ア）（イ）の両方の
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要件を満たす時間をいうこと。 

（ア）通常予期し得ない事象として局長が定めるものにより生じた運行

の遅延に対応するための時間であること。（第１号） 

「局長が定める」事象とは、次のいずれかの事象をいうこと。 

ａ 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと。 

ｂ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと。 

ｃ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又は

道路が渋滞したこと。 

ｄ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難

となったこと。 

当該事象は、「通常予期し得ない」ものである必要があり、例えば、

平常時の交通状況等から事前に発生を予測することが可能な道路渋

滞等は、これに該当しないこと。 

（イ）客観的な記録により確認できる時間であること。（第２号） 

次のａの記録に加え、ｂの記録により、当該事象が発生した日時

等を客観的に確認できる必要があり、ａの記録のみでは「客観的な

記録により確認できる時間」とは認められないこと。 

a 運転日報上の記録 

・ 対応を行った場所 

・ 予期し得ない事象に係る具体的事由 

・ 当該事象への対応を開始し、及び終了した時刻や所要時間数 

ｂ 予期し得ない事象の発生を特定できる客観的な資料 

  遭遇した事象に応じ、例えば次のような資料が考えられること。 

（a）修理会社等が発行する故障車両の修理明細書等 

（b）フェリー運航会社等のホームページに掲載されたフェリー欠

航情報の写し 

（c）公益財団法人日本道路交通情報センター等のホームページに

掲載された道路交通情報の写し（渋滞の日時・原因を特定でき

るもの） 

（d）気象庁のホームページ等に掲載された異常気象等に関する気

象情報等の写し 

 

（５）休日労働（第４項）  

休日労働の回数は２週間について１回を超えないものとし、当該休日

労働によって、上記（１）から（３）までに定める拘束時間の限度を超

えないものとすること。また、休日労働の場合であっても、当該休日に

おける勤務と前後の勤務の間には、それぞれ所定の休息期間が必要であ

ること。 
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隔日勤務の場合の休日労働は２日をまとめて行うものであるが、この

場合、次のような形の休日労働も「２週間を通じ１回を限度とする」と

の休日労働に該当するものであること。 

 

 

 

 

 

 

なお、これらについては、旧告示からの変更はないこと。 

 

 

３ ハイヤー運転者の時間外労働の上限規制等（第２条第５項、第３条関係） 

（１）拘束時間、休息期間等の適用除外（第２条第５項）  

第２条第５項で規定するハイヤーの定義（「一般乗用旅客自動車運送

事業の用に供せられる自動車であって、当該自動車による運送の引受け

が営業所のみにおいて行われるものをいう。」）は、タクシー業務適正化

特別措置法（昭和 45 年法律第 75 号）第２条第２項の規定を参考として

いるものであるが、具体的には各地方運輸局長（沖縄総合事務局長を含

む。）からハイヤー運賃の認可を受けた自動車をいうものであること。ハ

イヤー運転者については、その勤務の実態を踏まえ、従前から、第２条

第１項から第４項までの拘束時間、休息期間等の規定を適用しないこと

としており、これらの考え方等については、旧告示から変更はないこと。 

 

（２）時間外労働の上限規制等（第３条）  

労使当事者は、ハイヤー運転者に係る時間外・休日労働協定を締結す

るに当たっては、次の事項を遵守しなければならないものとしたこと。

（第１項） 

ア 時間外労働時間については、限度時間を超えない時間に限ること。 

イ 臨時的な特別の事情がある場合の時間外労働時間を定めるに当

たっては、960 時間を超えない範囲内とされていること。 

また、使用者は、時間外・休日労働協定において、時間外労働時間を

定めるに当たっては当該時間数を、休日の労働を定めるに当たっては当

該休日に労働させる時間数を、それぞれできる限り短くするよう努めな

ければならないものとしたこと。（第２項） 

さらに、使用者は、ハイヤー運転者が疲労回復を図るために、必要な

睡眠時間を確保できるよう、勤務終了後に一定の休息期間を与えなけれ

ばならないものとしたこと。（第３項） 
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旧告示において、ハイヤー運転者については、時間外労働時間を１箇

月「50 時間」等の目安時間以内とするよう努めること等とされていたが、

令和６年４月１日から、ハイヤー運転者についても他の自動車運転者と

同様、法に基づく時間外労働の上限規制や指針の適用対象となることを

踏まえ、時間外・休日労働協定を締結するに当たっての労使当事者又は

使用者の責務を定めたものであること。 

また、第３項は、自動車運転者の睡眠時間の確保による疲労回復の観

点から、勤務終了後に一定の休息期間を与えなければならないことを新

たに規定したこと。ハイヤー運転者は、タクシー運転者に比べて、一層

柔軟に顧客の需要に対応する必要がある場合があり、休息期間の下限時

間を定めることが困難であることから、「一定の休息期間」としたもの

であるが、当該規定に基づき、使用者は、ハイヤー運転者の各々の勤務

の実態に即した適切な時間の休息期間を勤務終了後に与える必要があ

ること。 

ハイヤー運転者については、拘束時間の基準等の規定は設けられてい

ないが、時間外労働の削減や過労死等の防止といった観点から、適正に

労働時間管理を行うべきことは当然のことであり、使用者は特にこのこ

とに留意する必要があること。 

なお、第３項の規定が設けられたことに伴い、従前において 143 号通

達で示していた「当該運転者の疲労回復を図る観点から、継続４時間以

上の睡眠時間を確保するため少なくとも６時間程度は次の勤務に就か

せないようにする」との取扱いは廃止すること。 

 

 

４ トラック運転者の拘束時間等（第４条関係）  

第４条第１項から第５項までは、貨物自動車運送事業に従事する自動車

運転者（以下「トラック運転者」という。）の拘束時間、休息期間等につい

て定めたものであること。 

なお、同条第６項の「旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送事業以外

の事業に従事する自動車運転者(主として人を運送することを目的とする

自動車の運転の業務に従事する者を除く。)」とは、主として物を運送する

ことを目的とする自動車の運転の業務に従事する者がこれに該当するも

のであり、例えば、工場等の製造業における配達部門の運転者については、

本条によるものであること。 

 

（１）１箇月及び１年の拘束時間（第１項第１号、第２号）  

トラック運転者の拘束時間は、１箇月の拘束時間が「284 時間」を超

えず、かつ、１年の総拘束時間が「3,300 時間」を超えないものとした
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こと。ただし、労使協定により、１年のうち６箇月までは、１年の総拘

束時間が「3,400 時間」を超えない範囲内において、１箇月の拘束時間

を「310 時間」まで延長することができること。この場合において、１

箇月の拘束時間が「284 時間」を超える月が３箇月を超えて連続しない

ものとし、かつ、１箇月の時間外労働及び休日労働の合計時間数が「100

時間未満」となるよう努めるものとしたこと。 

旧告示において、１箇月の拘束時間の限度は「293 時間」とされてい

たが、脳・心臓疾患に係る労災認定基準等を踏まえ、過労死等の防止の

観点から、月 80 時間の時間外労働時間を前提とした「275 時間」の拘

束時間に、月１回の休日労働に相当する 1 日「９時間」の拘束時間を加

えた、「284 時間」としたこと。１年の総拘束時間が「3,300 時間」とあ

るのは、「275 時間」の拘束時間に 12 箇月を乗じたものであり、旧告示

における１年の総拘束時間の上限である 293 時間×12 箇月＝3,516 時

間から 216 時間短縮していること。また、旧告示において、労使協定が

あるときは、１年のうち６箇月までは、１年の総拘束時間が「3,516 時

間」を超えない範囲内において１箇月の拘束時間を「320 時間」まで延

長できると定めていたが、過労死等の防止の観点を踏まえつつ、業務の

繁閑等にも対応できるよう、１年の総拘束時間を 116 時間、１箇月の拘

束時間を 10 時間短縮し、１年の拘束時間が「3,400 時間」を超えない

範囲内において１箇月の拘束時間を「310 時間」まで延長できることと

したこと。 

労使協定により拘束時間を延長する場合であっても、１箇月の拘束時

間を全て上限値（284 時間×６箇月かつ 310 時間×６箇月）とすると１

年の総拘束時間は 3,564 時間となることから、そのようなことはでき

ず、１年で「3,400 時間」以内となるよう１箇月当たりの拘束時間を抑

制する必要があること。 

また、労使協定により拘束時間を延長する場合、拘束時間の長い勤務

が長期間連続して行われることによる疲労の蓄積を防ぐ観点から、拘束

時間が「284 時間」を超える月は３箇月を超えて連続しないこととし、

１箇月の時間外・休日労働時間数が「100 時間未満」となるよう努める

こととしたこと。 

労使協定により拘束時間を延長する場合、使用者には、過労死等や過

労運転を防止する観点から、トラック運転者の睡眠時間が十分確保され

るよう運行計画を作成すること等が要請されるものであること。なお、

この場合の「１箇月」とは、原則として暦月をいうものであるが、就業

規則、勤務割表等において特定日を起算日と定めている場合には、当該

特定日から起算した１箇月でも差し支えないものであること。また、拘

束時間を延長する場合の労使協定については、別紙５－２の協定例を参
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考とすること。また、労使協定により定めた１年の各月の拘束時間の限

度は、例えば次のようになり、全ての協定対象者の各月の拘束時間は、

この範囲内とする必要があること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）１日の拘束時間（第１項第３号、第４号）  

１日の拘束時間は、「13 時間」を超えないものとし、当該拘束時間を

延長する場合であっても、最大拘束時間は「15 時間」としたこと。ただ

し、自動車運転者の１週間における運行が全て長距離貨物運送（一の運

行（自動車運転者が所属する事業場を出発してから当該事業場に帰着す

るまでをいう。以下同じ。）の走行距離が 450 ㎞以上の貨物運送をいう。

以下同じ。）であり、かつ、一の運行における休息期間が住所地以外の

場所におけるものである場合（以下「宿泊を伴う長距離貨物運送の場合」

という。）、当該１週間について２回に限り最大拘束時間を「16 時間」

とすることができること。 

また、１日の拘束時間を延長する場合（宿泊を伴う長距離貨物運送の

場合を含む。）において、「１日の拘束時間が 14 時間を超える回数をで

きるだけ少なくするよう努める」ものとしたこと。 

旧告示において、最大拘束時間は「16 時間」とされていたが、自動車

運転者の睡眠時間の確保による疲労回復の観点から、これを１時間短縮

し、「15 時間」としたこと。また、宿泊を伴う長距離貨物運送の場合、

車中泊など住所地以外の場所における休息期間を確保するよりも、運行

終了後に住所地での休息期間を十分に確保し、トラック運転者の疲労回

復を図る等の観点から、１週間について２回に限り拘束時間を「16 時
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間」とすることを可能としたものであること。 

１日の拘束時間について「13 時間」を超えて延長する場合は、自動車

運転者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、新たに、使用者は、１日の拘束時

間が「14 時間」を超える回数をできるだけ少なくするよう努めるもの

とした。当該回数については、１週間について２回以内を目安とするこ

と。この場合において、１日の拘束時間が「14 時間」を超える日が連続

することは望ましくないこと。 

 

（３）休息期間（第１項第５号）  

   休息期間は、勤務終了後、「継続 11 時間以上与えるよう努めることを

基本とし、継続９時間を下回らない」ものとしたこと。ただし、宿泊を

伴う長距離貨物運送の場合、当該１週間について２回に限り、「継続８

時間以上」とすることができることとし、この場合において、一の運行

終了後、「継続 12 時間以上」の休息期間を与えるものとしたこと。 

旧告示において、休息期間は、勤務終了後「継続８時間以上」とされ

ていたが、十分な休息期間の確保が重要であり、脳・心臓疾患に係る労

災認定基準において、長期間の過重業務の判断に当たって「勤務間イン

ターバル」がおおむね 11 時間未満の勤務の有無等について検討し評価

することとされていること等を踏まえ、自動車運転者の睡眠時間の確保

による疲労回復の観点から、休息期間について「継続 11 時間以上」与え

るよう努めることが原則であることを示すとともに、下限を１時間延長

し、「９時間」としたこと。労使当事者にあっては、このことを踏まえ、

単に休息期間の下限「９時間」を遵守するにとどまらず、「継続 11 時間

以上」の休息期間が確保されるよう自主的な改善の取組を行うことが特

に要請されるものであること。 

また、上記（２）のとおり、宿泊を伴う長距離貨物運送の場合、車中

泊など住所地以外の場所における休息期間を確保するよりも、運行終了

後に住所地での休息期間を十分に確保し、トラック運転者の疲労回復を

図る等の観点から、当該運行終了後に、通常の「継続 11 時間」を上回る

「継続 12 時間以上」の休息期間を与えるものとしたこと。 

 

（４）運転時間（第１項第６号）  

   運転時間は、２日を平均し１日当たり「９時間」、２週間を平均し１

週間当たり「44 時間」を超えないものとすること。 

   ２日を平均し１日当たりの運転時間の算定に当たっては、特定の日を

起算日として２日ごとに区切り、その２日間の平均とすることが望まし

いが、特定日の最大運転時間が改善基準告示に違反するか否かは、次に

より判断するものであること。 
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※次の①②のいずれもが「９時間」を超えた場合に、初めて違反と判断される。①特定日の運

転時間（Ａ時間）と特定日の前日の運転時間（Ｂ時間）との平均、②Ａ時間と特定日の翌日

の運転時間（Ｃ時間）との平均  

 

また、２週間における総運転時間を計算する場合は、特定の日を起算

日として２週間ごとに区切り、その２週間ごとに計算しなければならな

いものであること。 

   なお、運転時間については、旧告示からの変更はないこと。 

 

（５）連続運転時間（第１項第７号）  

連続運転時間（１回が「おおむね連続 10 分以上」で、かつ、合計が

「30 分以上」の運転の中断をすることなく連続して運転する時間をい

う。）は、「４時間以内」とし、当該運転の中断については原則として休

憩を与えるものとしたこと。ただし、高速道路等のサービスエリア又は

パーキングエリア等に駐車又は停車できないことにより、やむを得ず連

続運転時間が「４時間」を超える場合には、「４時間 30 分」まで延長す

ることができること。 

旧告示における運転の「中断」については、その解釈を特段示してい

なかったものであるが、トラック運転者については、運転の中断時に荷

積み・荷卸し等の作業に従事することにより、十分な休憩が確保されな

い実態があるといったことを踏まえ、運転の中断については、原則とし

て休憩を与えるものとしたこと。例えば、運転の中断時に特段の事情な

く休憩が全く確保されないような運行計画を作成することは、「原則と

して休憩を与える」ものとは当然認められないものであり、中断時に適

切に休憩が確保されるような運行計画を作成することが使用者におい

ては要請されるものであること。 

また、旧告示においては、運転の中断の下限時間を「連続 10 分以上」

としていたが、これを「おおむね連続 10 分以上」とした。デジタル式

運行記録計により細かな時間管理が可能になる中で、運転の中断の時間

が「10 分」にわずかに満たないことをもって直ちに改善基準告示違反と

するのはトラック運転者の勤務実態を踏まえたものではないという観

点から見直したものである。「おおむね連続 10 分以上」とは、運転の中

断は原則 10 分以上とする趣旨であり、例えば 10 分未満の運転の中断が

３回以上連続する等の場合は、「おおむね連続 10 分以上」に該当しない

ものであること。 

特定日の前日（Ｎ－１日） 特定日（Ｎ日） 特定日の翌日（Ｎ＋１日） 

Ｂ時間 Ａ時間 Ｃ時間 
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ただし書は、サービスエリア又はパーキングエリア等で運転を中断し

ようとしたものの、当該サービスエリア等が満車である等により駐車又

は停車できず、やむを得ず連続運転時間が４時間を超える場合の例外的

取扱いを新たに定めたものであること。「サービスエリア又はパーキン

グエリア等」には、コンビニエンスストア、ガスステーション及び道の

駅も含まれること。 

なお、連続運転時間は４時間を超えないことが原則であり、当該ただ

し書が設けられたことをもって、連続運転時間が４時間 30 分に延長さ

れたと解してはならない。使用者においてはこのことを踏まえ余裕を

もった運行計画を作成する必要があり、例えば、当該例外的取扱いを前

提として、連続運転時間が４時間となるような運行計画を作成すること

は、当然に認められないものであること。 

 

（６）住所地での休息期間（第２項）  

    自動車運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所における

休息期間より長くなるように努めるものとすること。 

特に長距離貨物運送の場合、運行の中継地や目的地において休息期間

を過ごすことがあるが、休息期間の配分においてはトラック運転者の疲

労の蓄積を防ぐ観点から、当該運転者の住所地における休息期間が、そ

れ以外の場所における休息期間よりもより長く確保されるよう、使用者

は努めるべきものであること。 

なお、第２項については、旧告示からの変更はないこと。 

 

（７）予期し得ない事象への対応時間の取扱い（第３項）  

ア 趣旨 

トラック運転者が、災害や事故等の通常予期し得ない事象に遭遇し、

運行が遅延した場合において、その対応に要した時間についての拘束

時間等の例外的な取扱いを新たに定めたものであること。 

 

イ 「予期し得ない事象への対応時間」の取扱い 

１日の拘束時間、運転時間（２日平均）及び連続運転時間の規定の

適用に当たっては、予期し得ない事象への対応時間を、これらの時間

から除くことができること。この場合、勤務終了後、通常どおりの休

息期間（継続 11 時間以上与えるよう努めることを基本とし、継続９

時間を下回らない）を与えること。 

当該例外的な取扱いは、トラック運転者については、１日の拘束時

間、運転時間（２日平均）及び連続運転時間の規定の適用に限ったも

のであり、１箇月の拘束時間等の改善基準告示の他の規定の適用に当
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たっては、予期し得ない事象への対応時間を除くことはできないこと。

また、予期し得ない事象への対応時間は、休憩に該当しない限り、労

働時間として取り扱う必要があることはいうまでもないこと。 

 

ウ 「予期し得ない事象への対応時間」の定義 

「予期し得ない事象への対応時間」とは、次の（ア）（イ）の両方の

要件を満たす時間をいうこと。 

（ア）通常予期し得ない事象として局長が定めるものにより生じた運

行の遅延に対応するための時間であること。（第１号） 

「局長が定める」事象とは、次のいずれかの事象をいうこと。 

ａ 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと。 

ｂ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと。 

ｃ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又

は道路が渋滞したこと。 

ｄ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難

となったこと。 

当該事象は、「通常予期し得ない」ものである必要があり、例え

ば、平常時の交通状況等から事前に発生を予測することが可能な

道路渋滞等は、これに該当しないこと。 

（イ）客観的な記録により確認できる時間であること。（第２号） 

   次のａの記録に加え、ｂの記録により、当該事象が発生した日時

等を客観的に確認できる必要があり、ａの記録のみでは「客観的な

記録により確認できる時間」とは認められないこと。    

a 運転日報上の記録 

・ 対応を行った場所 

・ 予期し得ない事象に係る具体的事由 

・ 当該事象への対応を開始し、及び終了した時刻や所要時間数 

ｂ 予期し得ない事象の発生を特定できる客観的な資料 

  遭遇した事象に応じ、例えば次のような資料が考えられること。 

（a）修理会社等が発行する故障車両の修理明細書等 

（b）フェリー運航会社等のホームページに掲載されたフェリー欠

航情報の写し 

（c）公益財団法人日本道路交通情報センター等のホームページに

掲載された道路交通情報の写し（渋滞の日時・原因を特定でき

るもの） 

（d）気象庁のホームページ等に掲載された異常気象等に関する気

象情報等の写し 

 



23 

 

（８）拘束時間及び休息期間の特例（第４項）  

第４項の拘束時間及び休息期間の特例の要件等の詳細については、従

前は、特例通達において示していたが、今回、当該特例の要件等につい

て一部見直しが行われたことを契機に、当該要件等の主な部分を新告示

で規定することとしたこと。 

 

ア 休息期間の分割の特例（第１号） 

   休息期間は、「継続 11 時間以上与えることを基本とし、継続９時間

を下回らない」ものとする必要があるが、業務の必要上、勤務終了後、

「継続９時間以上」（宿泊を伴う長距離貨物運送の場合は継続８時間

以上）の休息期間を与えることが困難な場合、次に掲げる要件を満た

すものに限り、当分の間、一定期間（１箇月程度を限度とする。）に

おける全勤務回数の２分の１を限度に、休息期間を拘束時間の途中及

び拘束時間の経過直後に分割して与えることができること。 

（ア）分割された休息期間は、１回当たり「継続３時間以上」とし、２

分割又は３分割とすること。 

（イ）１日において、２分割の場合は「合計 10 時間以上」、３分割の場

合は「合計 12 時間以上」の休息期間を与えなければならないこと。 

（ウ）休息期間を３分割する日が連続しないよう努めること。 

   トラック運転者の睡眠時間の確保による疲労回復の観点から、継続

した休息期間を確保することが重要であり、休息期間を分割すること

は本来好ましいものではなく、できる限り避けるべきものである。休

息期間の分割（分割休息）の特例は、我が国の貨物自動車運送事業の

実態を踏まえて、当分の間、業務の必要上やむを得ない場合の特例と

して設けられたものであるため、「業務の必要上」については、厳格

に運用する必要がある。このため、使用者において、分割休息を前提

とした運行計画を作成することはできる限り避けるべきであること。 

特例通達において、分割された休息期間の下限時間は「継続４時間

以上」としていたが、長距離のトラック運転者の勤務実態等を踏まえ、

新告示においてこれを「継続３時間以上」とした一方、３分割の場合

は、１日に「合計 12 時間以上」の休息期間（例えば、３時間＋３時

間＋６時間や３時間＋４時間＋５時間）を与えなければならないもの

としたこと。また、この場合において、分割休息が連続することによ

るトラック運転者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、「休息期間を３分割

とする日が連続しないよう努める」ものとするとともに、「一定期間」

については、特例通達においては最大「２箇月程度を限度」としてい

たところ、新告示においてこれを「１箇月程度を限度」と短縮したこ

と。 
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イ ２人乗務の特例（第２号） 

自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する場合で

あって、車両内に身体を伸ばして休息することができる設備があると

きは、最大拘束時間を「20 時間」まで延長するとともに、休息期間を

「４時間」まで短縮することができること。ただし、当該設備が自動

車運転者の休息のためのベッド又はこれに準ずるものとして局長が

定める設備に該当する場合で、かつ、勤務終了後、継続 11 時間以上

の休息期間を与える場合は、最大拘束時間を「24 時間」まで延長する

ことができること。また、この場合において「８時間以上」の仮眠時

間を与える場合には、当該拘束時間を「28 時間」まで延長することが

できること。 

「局長が定める設備」とは、次のいずれにも該当する車両内ベッド

をいう。 

（ア）長さ 198cm 以上、かつ、幅 80cm 以上の連続した平面であること 

（イ）クッション材等により走行中の路面等からの衝撃が緩和されるも

のであること。 

「これに準ずるもの」については、車両の技術開発の動向等を踏ま

え検討されるものであり、現時点では上記（ア）（イ）に該当する車

両内ベッドのみが、ただし書の特例の対象となる。 

特例通達においては、２人乗務の場合には、拘束時間を「20 時間」

まで延長し、休息期間を「４時間」まで短縮できるとされていたが、

馬匹輸送（競走馬輸送）におけるトラックの運行実態等を踏まえ、ト

ラック運転者の疲労の蓄積を防ぐ等の観点から車両内ベッド等が一

定の基準を満たす場合には、拘束時間を延長できることとしたこと。

また、「20 時間」を超えて拘束時間を延長する場合には、一の運行終

了後、「継続 11 時間以上」の休息期間を確保する必要があるとしたこ

と。 

なお、車両内ベッドについては、関係法令の趣旨を踏まえ、安全な

乗車を確保できるようにする必要があるところ、例えば、運転席の上

部に車両内ベッドが設けられている場合、当該車両内ベッドにおいて

は、安全な乗車が確保できないことから、２人乗務において使用する

ことは当然に認められない。 

 

ウ 隔日勤務の特例（第３号） 

業務の必要上やむを得ない場合には、当分の間、２暦日の拘束時間

が「21 時間」を超えず、かつ、勤務終了後、「継続 20 時間以上」の休

息期間を与える場合に限り、自動車運転者を隔日勤務に就かせること

ができること。ただし、局長が定める施設において、夜間に「４時間
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以上」の仮眠を与える場合には、２週間について３回を限度に、この

２暦日における拘束時間を「24 時間」まで延長することができるこ

と。この場合においても、２週間における総拘束時間は「126 時間」

（21 時間×６勤務）を超えることができないものとする。 

「局長が定める施設」とは、事業場内仮眠施設又は使用者が確保し

た同種の施設をいうこと。 

なお、隔日勤務の特例の要件等については、特例通達から変更はな

いこと。 

 

エ フェリーに乗船する場合の特例（第４号） 

自動車運転者が勤務の中途においてフェリーに乗船する場合、フェ

リーに乗船している時間は、原則として、休息期間として取り扱うも

のであること。その場合、休息期間とされた時間を与えるべき休息期

間の時間から減ずること。ただし、減算後の休息期間は、２人乗務の

場合を除き、フェリー下船時刻から勤務終了時刻までの間の時間の２

分の１を下回ってはならないものとする。なお、フェリーの乗船時間

が「８時間（※）」を超える場合には、原則としてフェリー下船時刻か

ら次の勤務が開始されるものであること。 

なお、フェリーに乗船する場合の特例の要件等については、特例通

達から変更はないこと。 

（※）２人乗務の場合には「４時間」、隔日勤務の場合には「20 時間」 

 

（９）休日労働（第５項）  

   休日労働の回数は２週間について１回を超えないものとし、当該休日

労働によって、上記（１）及び（２）に定める拘束時間の限度を超えな

いものとすること。また、休日労働の場合であっても、当該休日におけ

る勤務と前後の勤務の間には、それぞれ所定の休息期間が必要であるこ

と。 

   なお、第５項については、旧告示からの変更はないこと。 

 

 

５ バス運転者の拘束時間等（第５条関係）  

第５条は、一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に従

事する自動車運転者（以下「バス運転者」という。）の拘束時間、休息期間

等について定めたものであること。なお、旅客自動車運送事業及び貨物自

動車運送事業以外の事業に従事する自動車運転者であって、主として人を

運送することを目的とする自動車の運転の業務に従事するもの、例えば、

旅館の送迎用バスの運転者や、スクールバスの運転者等についても、本条
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によるものであること。 

 

（１）１箇月及び１年又は４週平均１週及び 52 週の拘束時間（第１項第１

号、第２号）  

拘束時間について、次のア（１箇月及び１年の基準）又はイ（４週間

を平均し１週間当たり及び 52 週の基準）のいずれかの基準によること

としたこと。 

 

      ア １箇月及び１年の拘束時間 

１箇月及び１年の基準による場合は、１箇月の拘束時間が「281 時

間」を超えず、かつ、１年の拘束時間が「3,300 時間」を超えないも

のとしたこと。ただし、貸切バスを運行する営業所において運転の業

務に従事する者、乗合バスに乗務する者（一時的な需要に応じて追加

的に自動車の運行を行う営業所において運転の業務に従事する者に

限る。）、高速バスに乗務する者及び貸切バスに乗務する者（以下「貸

切バス等乗務者」という。）については、労使協定により、１年のう

ち６箇月までは、１年の総拘束時間が「3,400 時間」を超えない範囲

内において、１箇月の拘束時間を「294 時間」まで延長することがで

きること。この場合において、１箇月の拘束時間が「281 時間」を超

える月が４箇月を超えて連続しないこと。 

旧告示においては、４週間を平均し１週間当たり（以下「４週平均

１週」という。）の拘束時間の基準のみを定めてきたものであるが、

賃金等の労務管理を１箇月単位で実施する企業も多いことから、事業

場ごとの労務管理等の実態に応じて、１箇月及び１年の基準又は４週

平均１週及び 52 週の基準のいずれかを選択することができるよう見

直しを行ったものであること。 

１箇月の拘束時間の限度である「281 時間」は、現行の４週平均１

週の拘束時間の限度である「65 時間」と同水準（65 時間×52 週÷12

箇月＝281.66≒281 時間）であり、１年の総拘束時間が「3,300 時間」

とあるのは、過労死等の防止の観点から、月 80 時間の時間外労働時

間を前提とした「275 時間」の拘束時間に 12 箇月を乗じたものであ

ること。 

また、１箇月の拘束時間を延長することができる対象は、旧告示に

おいては「貸切バスを運行する営業所において運転の業務に従事する

者、貸切バスに乗務する者及び特定運転者（高速バスの運転者）」と

されていたが、これに加え、「乗合バスに乗務する者（一時的な需要

に応じて追加的に自動車の運行を行う営業所において運転業務に従

事する者に限る。）」についても、季節的な業務の繁忙に対応する必要
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があることから、拘束時間を延長することができる対象として新たに

追加したものであること。なお、このことは、４週平均１週の拘束時

間を延長することができる対象についても同様であること。 

延長した拘束時間の限度は、脳・心臓疾患に係る労災認定基準等を

踏まえ、過労死等の防止の観点から、現行の４週平均１週の拘束時間

の限度（71.5 時間）を１箇月当たりに換算した「309 時間」（71.5 時

間×52 週÷12 箇月＝309.83≒309 時間）から 15 時間短縮し、「294 時

間」としつつ、延長する場合であっても年間を通じた拘束時間の抑制

を図る観点から、延長する場合の１年の上限時間（3,400 時間）を設

けたものであること。 

労使協定により拘束時間を延長する場合、拘束時間の長い勤務が長

期間連続して行われることによる疲労の蓄積を防ぐ観点から、拘束時

間が「281 時間」を超える月は４箇月を超えて連続しないこととした

こと。 

労使協定により拘束時間を延長する場合、使用者には、過労死等や

過労運転を防止する観点から、バス運転者の睡眠時間が十分確保され

るよう運行計画を作成すること等が要請されるものであること。なお、

この場合の「１箇月」とは、原則として暦月をいうものであるが、就

業規則、勤務割表等において特定日を起算日と定めている場合には、

当該特定日から起算した１箇月でも差し支えないものであること。 

 

イ ４週平均１週及び 52 週の拘束時間 

４週平均１週及び 52 週の拘束時間の基準による場合は、４週平均

１週の拘束時間が「65 時間」を超えず、かつ、52 週の拘束時間が「3,300

時間」を超えないものとすること。ただし、貸切バス等乗務者につい

ては、労使協定により、52 週間のうち 24 週間までは、52 週間の総拘

束時間が「3,400 時間」を超えない範囲内において、４週平均１週「68

時間」（294 時間×12 箇月÷52 週＝67.84≒68 時間）まで延長するこ

とができること。この場合において、４週平均１週の拘束時間が「65

時間」を超える週が 16 週間を超えて連続しないこと。 

４週平均１週の拘束時間の見直しの趣旨・水準については上記アの

１箇月の拘束時間と同様であること。なお、「４週平均１週の拘束時

間が 65 時間を超えない」とは、拘束時間について４週間の範囲内で

各労働日又は各週の拘束時間に長短をつけることができるが、その場

合、できる限り各労働日又は各週の拘束時間を平準化し、１週間当た

り「65 時間」（13 時間×20 日÷４週）となるようにすることが望まし

いとの意である。当該基本的な考え方については、旧告示と同様であ

ること。 
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なお、この場合の４週間における総拘束時間の計算に当たっては、

特定の日を起算日とし、４週間ごとに区切って計算すること。 

 

ウ 拘束時間を延長する場合の労使協定 

拘束時間を延長する場合の労使協定については、別紙５－３の協定

例を参考とすること。また、労使協定により定めた１年の各月の拘束

時間の限度は、例えば次のようになり、全ての協定対象者の各月の拘

束時間は、この範囲内とする必要があること。 
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４週平均１週の拘束時間を延長する場合は、労使協定により、協定

の対象となる期間の始期から４週間ごとに区切り(そのそれぞれの期

間を以下「スパン」という。52 週間のスパンの数は計 13（52 週間÷

４週間＝13）となる。)、当該 13 に区切られたスパンのうち６つのス

パンについて、４週平均１週 68 時間まで延長できることとなること

（４つのスパンは基本的には協定の対象となる始期から４週間ごと

に区切った各スパンと一致するものであること）。当該延長されたス

パンの総拘束時間の限度は 272 時間となるが、この場合においても、

１週間当たり「68 時間」となるよう、なるべく週ごとの拘束時間を平

準化することが望ましいものであること。 

また、この場合、労使協定の協定期間は、52 週間となることが基本

であるため、年間総暦日数との関係で最初に締結した労使協定の始期

と次の労使協定の始期とがずれてくることとなるが（例えば、令和６

年４月１日を始期として労使協定を締結した場合、次の労使協定の始

期は令和７年３月 31 日、その次の労使協定の初日は令和８年３月 30

日となる。）、労使協定の始期を同一日に合わせることにより生ずる１

スパン未満の期間（以下「端数期間」という。）の総拘束時間は、按分

比例によって清算し、（端数期間）÷28×260 時間より大きくならない

ようにする必要があること。 

 

（２）１日の拘束時間（第１項第３号）  

１日の拘束時間は、「13 時間」を超えないものとし、当該拘束時間を

延長する場合であっても、最大拘束時間は「15 時間」としたこと。この

場合において、「１日の拘束時間が 14 時間を超える回数をできるだけ少

なくするよう努める」ものとしたこと。 

旧告示において、最大拘束時間は「16 時間」とされていたが、自動車

運転者の睡眠時間の確保による疲労回復の観点から、これを１時間短縮

し、「15 時間」としたこと。 

また、１日の拘束時間について「13 時間」を超えて延長する場合は、

自動車運転者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、新たに、使用者は、１日の

拘束時間が「14 時間」を超える回数をできるだけ少なくするよう努める

ものとした。当該回数については、１週間について３回以内を目安とす

ること。この場合において、１日の拘束時間が「14 時間」を超える日が

連続することは望ましくないこと。 

 

（３）休息期間（第１項第４号）  

   休息期間は、勤務終了後、「継続 11 時間以上与えるよう努めることを

基本とし、継続９時間を下回らない」ものとしたこと。 
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旧告示において、休息期間は、勤務終了後「継続８時間以上」とされ

ていたが、十分な休息期間の確保が重要であり、脳・心臓疾患に係る労

災認定基準において、長期間の過重業務の判断に当たって「勤務間イン

ターバル」がおおむね 11 時間未満の勤務の有無等について検討し評価

することとされていること等を踏まえ、自動車運転者の睡眠時間の確保

による疲労回復の観点から、休息期間について「継続 11 時間以上」与え

るよう努めることが原則であることを示すとともに、下限を１時間延長

し、「９時間」としたこと。 

労使当事者にあっては、このことを踏まえ、単に休息期間の下限「９

時間」を遵守するにとどまらず、「継続 11 時間以上」の休息期間が確保

されるよう自主的な改善の取組を行うことが特に要請されるものであ

ること 

 

（４）運転時間（第１項第５号）  

運転時間は、２日を平均し１日当たり「９時間」、４週平均１週「40

時間」を超えないものとすること。ただし、貸切バス等乗務者について

は、労使協定により、52 週間における総運転時間が「2,080 時間」を超

えない範囲内において、52 週間のうち 16 週間まで、４週平均１週「44

時間」まで延長することができること。 

新告示において、（１）アと同様、運転時間を延長することができる

対象に、「乗合バスに乗務する者（一時的な需要に応じて追加的に自動車

の運行を行う営業所において運転業務に従事する者に限る。）」を追加し

たものであること。なお、運転時間を延長する場合の労使協定について

は、別紙５－３の協定例を参考とすること。 

２日を平均し１日当たりの運転時間の算定に当たっては、特定の日を

起算日として２日ごとに区切り、その２日間の平均とすることが望まし

いが、特定日の最大運転時間が改善基準告示に違反するか否かは、次に

より判断するものであること。 

 

 

 

 

※次の①②のいずれもが「９時間」を超えた場合に、初めて違反と判断される。①特

定日の運転時間（Ａ時間）と特定日の前日の運転時間（Ｂ時間）との平均、②Ａ時

間と特定日の翌日の運転時間（Ｃ時間）との平均  

 

なお、４週間における総運転時間を計算する場合は、特定の日を起算

日として４週間ごとに区切り、その４週間ごとに計算しなければならな

いものであること。この場合、労使協定では 52 週間の始期及び終期を

特定日の前日（Ｎ－１日） 特定日（Ｎ日） 特定日の翌日（Ｎ＋１日） 

Ｂ時間 Ａ時間 Ｃ時間 
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定め、当該 52 週間のうち 16 週間までは、４週平均１週「44 時間」まで

延長する旨協定することとなるが、その場合の各スパンの拘束時間の限

度は、例えば、下図のようになり、全ての協定対象者の各スパンの運転

時間はこの範囲内とする必要があること。 

また、最初に締結した労使協定の始期と次の労使協定の始期を同一日

に合わせることにより生ずる端数期間の処理については、上記（１）ウ

と同様であること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）連続運転時間（第１項第６号、第７号）  

  ア 連続運転時間（第６号） 

   連続運転時間（１回が「連続 10 分以上」で、かつ、合計が「30 分

以上」の運転の中断をすることなく連続して運転する時間をいう。）

は、「４時間」を超えないものとすること。ただし、特定運転者（高速

バスの運転者）及び貸切バスに乗務する者が高速道路等を運行する場

合は、一の連続運転時間についての高速道路等における連続運転時間

（夜間において長距離の運行を行う貸切バスについては、高速道路等

以外の区間における運転時間を含む。）は「おおむね２時間」までと

するよう努めるものとしたこと。 

連続運転時間については、「高速乗合バス及び貸切バスの交替運転

者の配置基準」（平成 14 年 1 月 30 日付け国自総第 446 号・国自旅第

161 号・国自整第 149 号）の内容を踏まえ、新たに新告示においても、

高速バスの運転者及び貸切バスに乗務する者が高速道路等を運行す

る場合における連続運転時間は「おおむね２時間」までとするよう努

めることとしたこと。また、貸切バスが、夜間に長距離の運行を行う



32 

 

場合は、高速道路以外の区間における運転時間も含めて「おおむね２

時間まで」とするよう努めることとなるので留意すること。なお、第

６号において「運行」とあるのは、実車運行区間（旅客の乗車の有無

にかかわらず、旅客の乗車が可能として設定した区間）における運行

をいうものであり、回送運行は含まれないこと。 

 

イ 軽微な移動を行う必要が生じた場合の取扱い（第７号） 

交通の円滑を図るため、駐車又は停車した自動車を予定された場所

から移動させる必要が生じたことにより運転した時間を、当該必要が

生じたことに関する記録がある場合に限り、一の連続運転時間当たり

「30 分」を上限として、連続運転時間から除くことができること。 

第７号については、バスの運行に当たっては、消防車、救急車等の

緊急通行車両の通行に伴い、又は他の車両の通行の妨げを回避するた

め、駐車又は停車した自動車をその位置から移動させる必要が生じる

等、軽微な移動を行う必要が生じる場合があるところ、そのような場

合の例外的取扱いを新たに定めたものであること。当該取扱いは、当

該軽微な移動のために運転した時間(以下「移動時間」という。)を、

30 分を上限に連続運転時間から除くことができることとしたもので

あり、拘束時間や運転時間からは当該移動時間を除くことはできない

こと。また、当該移動時間について、労働時間として取り扱う必要が

あることはいうまでもないこと。 

上記のほか、運用に当たっては、特に次の点にも留意すること。 

（ア）当該取扱いは、第６号の一の連続運転時間を単位として適用され

ることから、「合計 30 分以上」の運転中断後に、新たな連続運転時

間が開始される場合は、上記の移動時間も、当該開始時点から新た

に算定が開始されることとなること。 

また、一の連続運転時間中、上記の移動時間が複数回発生した場

合であって、これらの時間の合計が「30 分」を超えないときは、当

該合計した時間を連続運転時間から除くことができる一方、移動時

間の合計が「30 分」を超えるときは、当該「30 分」を超える時間

について連続運転時間に含めて取り扱う必要があること。 

 

 

 

 

 

 

 

旧告示 連続運転４時間 中断 20 分 連続運転 10 分（違反） 中断 10 分 

改正後 連続運転４時間 中断 20 分 軽微な移動 10 分 中断 10 分 
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（イ）第７号の「当該必要が生じたことに関する記録がある場合」とは、

①移動前後の場所、②移動が必要となった理由、③移動に要したお

おむねの時間数等の当該移動の事実を、運転日報上の記録等により

確認できる場合が該当するものであること。 

 

（６）住所地での休息期間（第２項）  

    自動車運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所における

休息期間より長くなるように努めるものとすること。 

特に貸切バスに乗務する者の場合、運行の中継地や目的地において休

息期間を過ごすことがあるが、休息期間の配分においては貸切バスに乗

務する者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、当該者の住所地における休息期

間が、それ以外の場所における休息期間よりもより長く確保されるよう、

使用者は努めるべきものであること。 

なお、第２項については、旧告示からの変更はないこと。 

 

（７）予期し得ない事象への対応時間の取扱い（第３項）  

  ア 趣旨 

  バス運転者が、災害や事故等の通常予期し得ない事象に遭遇し、運

行が遅延した場合において、その対応に要した時間についての拘束時

間等の例外的な取扱いを新たに定めたものであること。 

 

イ 「予期し得ない事象への対応時間」の取扱い 

  １日の拘束時間、運転時間（２日平均）及び連続運転時間の規定の

適用に当たっては、予期し得ない事象への対応時間を、これらの時間

から除くことができること。この場合、勤務終了後、通常どおりの休

息期間（継続 11 時間以上与えるよう努めることを基本とし、継続９

時間を下回らない）を与えること。 

  当該例外的な取扱いは、バス運転者については、１日の拘束時間、

運転時間（２日平均）及び連続運転時間の規定の適用に限ったもので

あり、１箇月の拘束時間等の改善基準告示の他の規定の適用に当たっ

ては、予期し得ない事象への対応時間を除くことはできないこと。ま

た、予期し得ない事象への対応時間は、休憩に該当しない限り、労働

時間として取り扱う必要があることはいうまでもないこと。 

 

ウ 「予期し得ない事象への対応時間」の定義 

  「予期し得ない事象への対応時間」とは、次の（ア）（イ）の両方の

要件を満たす時間をいうこと。 

（ア）通常予期し得ない事象として局長が定めるものにより生じた運行
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の遅延に対応するための時間であること。（第１号） 

「局長が定める」事象とは、次のいずれかの事象をいうこと。 

ａ 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと。 

ｂ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと。 

ｃ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又は

道路が渋滞したこと。 

ｄ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難

となったこと。 

当該事象は、「通常予期し得ない」ものである必要があり、例えば、

平常時の交通状況等から事前に発生を予測することが可能な道路

渋滞等は、これに該当しないこと。 

 （イ）客観的な記録により確認できる時間であること。（第２号） 

   次のａの記録に加え、ｂの記録により、当該事象が発生した日時

等を客観的に確認できる必要があり、ａの記録のみでは「客観的な

記録により確認できる時間」とは認められないこと。    

a 運転日報上の記録 

・ 対応を行った場所 

・ 予期し得ない事象に係る具体的事由 

・ 当該事象への対応を開始し、及び終了した時刻や所要時間数 

    ｂ 予期し得ない事象の発生を特定できる客観的な資料 

    遭遇した事象に応じ、例えば次のような資料が考えられること。 

（a）修理会社等が発行する故障車両の修理明細書等 

（b）フェリー運航会社等のホームページに掲載されたフェリー欠

航情報の写し 

（c）公益財団法人日本道路交通情報センター等のホームページに

掲載された道路交通情報の写し（渋滞の日時・原因を特定でき

るもの） 

（d）気象庁のホームページ等に掲載された異常気象等に関する気

象情報等の写し 

 

（８）拘束時間及び休息期間の特例（第４項）  

第４項の拘束時間及び休息期間の特例の要件等の詳細については、従

前は、特例通達において示していたが、今回、当該特例の要件等につい

て一部見直しが行われたことを契機に、当該要件等の主な部分を新告示

で規定することとしたこと。 

 

ア 休息期間の分割の特例 

 休息期間は、「継続 11 時間を与えることを基本とし、継続９時間を
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下回らない」ものとする必要があるものであるが、業務の必要上、勤

務終了後、「継続９時間以上」の休息期間を与えることが困難な場合、

当分の間、一定期間（１箇月を限度とする。）における全勤務回数の

２分の１を限度に、休息期間を拘束時間の途中及び拘束時間の経過直

後に分割して与えることができること。この場合において、分割され

た休息期間は、１日において 1 回当たり「継続４時間以上」、「合計 11

時間以上」とすること。 

 バス運転者の睡眠時間の確保による疲労回復の観点から、継続した

休息期間を確保することが重要であり、休息期間を分割することは本

来好ましいものではなく、できる限り避けるべきものである。休息期

間の分割（分割休息）の特例は、我が国のバス事業の実態を踏まえて、

当分の間、業務の必要上やむを得ない場合の特例として設けたもので

あるため、「業務の必要上」については、厳格に運用する必要がある。

このため、使用者において、分割休息を前提とした運行計画を作成す

ることはできる限り避けるべきであること。 

特例通達において、分割された休息期間は１日において「合計 10

時間以上」としていたが、バス運転者の休息期間の確保の観点から、

新告示においてこれを「合計 11 時間以上」としたこと。また、この

場合において、分割休息が連続することによるバス運転者の疲労の蓄

積を防ぐ観点から、「一定期間」については、特例通達においては最

大「２箇月程度を限度」としていたところ、新告示において「１箇月

を限度」と短縮したこと。さらに、分割休息は本来好ましくないとい

う観点から、特例通達においては３分割が認められていたところ、新

告示においては２分割のみとし、３分割以上の分割は認められないも

のとしたこと。 

 

イ ２人乗務の特例 

自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する場合で

あって、車両内に身体を伸ばして休息することができる設備がある場

合は、次に掲げるところにより、最大拘束時間を延長し、休息期間を

短縮することができること。 

（ア）当該設備がバス運転者等の専用の座席であり、かつ、局長が定め

る要件を満たす場合は、最大拘束時間を「19 時間」まで延長し、休

息期間を「５時間」まで短縮することができること。 

「局長が定める要件」とは、当該専用の座席として、身体を伸ば

して休息できるリクライニング方式の座席が少なくとも一座席以

上確保されていることをいう。 

（イ）当該設備としてベッドが設けられている場合その他バス運転者等
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の休息のための措置として局長が定める措置が講じられている場

合、最大拘束時間を「20 時間」まで延長し、休息期間を「４時間」

まで短縮することができること。 

「局長が定める措置」とは、上記（ア）の要件を満たす専用の座

席を設けた上で、当該座席についてカーテン等により他の乗客から

の視線を遮断する措置をいう。 

特例通達においては、２人乗務の場合には、拘束時間「20 時間」ま

で延長し、休息期間を「４時間」まで短縮できるとされていたが、新

告示において、新たに、当該特例の要件である「車両内に身体を延ば

して休息することができる設備」の内容を上記（ア）のとおり明確化

するとともに、延長できる拘束時間を１時間短縮したこと。また、上

記（イ）のとおり、車両内ベッドが設けられていること等を要件とし

て、最大拘束時間を「20 時間」まで延長できるものとしたこと。 

 

ウ 隔日勤務の特例 

業務の必要上やむを得ない場合には、当分の間、２暦日の拘束時間

が「21 時間」を超えず、かつ、勤務終了後、「継続 20 時間以上」の休

息期間を与える場合に限り、自動車運転者を隔日勤務に就かせること

ができること。ただし、局長が定める施設において、夜間に「４時間

以上」の仮眠を与える場合には、２週間について３回を限度に、この

２暦日における拘束時間を「24 時間」まで延長することができるこ

と。この場合においても、２週間における総拘束時間は「126 時間」

（21 時間×６勤務）を超えることができないものとする。 

「局長が定める施設」とは、事業場内仮眠施設又は使用者が確保し

た同種の施設をいうこと。 

なお、隔日勤務の特例の要件等については、特例通達から変更はな

いこと。 

 

エ フェリーに乗船する場合の特例 

自動車運転者が勤務の中途においてフェリーに乗船する場合、フェ

リーに乗船している時間は、原則として、休息期間として取り扱うも

のであること。その場合、休息期間とされた時間を与えるべき休息期

間の時間から減ずることができるが、減算後の休息期間は、２人乗務

の場合を除き、フェリー下船時刻から勤務終了時刻までの間の時間の

２分の１を下回ってはならないものしたこと。なお、フェリーの乗船

時間が「９時間（※）」を超える場合には、原則としてフェリー下船時

刻から次の勤務が開始されるものであること。 

（※）２人乗務の場合には「５時間」（車両内ベッドが設けられている
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場合や、カーテン等により他の乗客からの視線を遮断する等の措置

が講じられている場合には４時間）」、隔日勤務の場合には「20 時

間」 

 

特例通達においては、トラック運転者と異なり、バス運転者がフェ

リーに乗船している時間のうち２時間は拘束時間とし、その他の時間

は休息期間としていたが、新告示においてはトラック運転者と同様、

バス運転者についても、フェリーに乗船している時間は、原則として

休息期間として取り扱うよう見直したものであること。 

 

（９）休日労働（第５項）  

休日労働の回数は２週間について１回を超えないものとし、当該休日

労働によって、上記（１）及び（２）に定める拘束時間の限度を超えな

いものとすること。また、休日労働の場合であっても、当該休日におけ

る勤務と前後の勤務の間には、それぞれ所定の休息期間が必要であるこ

と。 

なお、第５項については、旧告示からの変更はないこと。 

 

 

６ 適用除外業務  

改善基準告示第１条第１項に基づき局長が定める業務（以下「適用除外

業務」という。）及びその留意点は、次のとおりであること。 

 

（１）適用除外業務 

   適用除外業務は、次のアからウまでに掲げる業務とすること。 

 

ア 災害対策基本法等に基づく緊急輸送の業務 

災害対策基本法（昭和 36 年法律第 223 号）、大規模地震対策特別

措置法（昭和 53 年法律第 73 号）、原子力災害対策特別措置法（平成

11 年法律第 156 号）及び武力攻撃事態等における国民の保護のため

の措置に関する法律（平成 16 年法律第 112 号）に基づき、都道府県

公安委員会から緊急通行車両であることの確認、標章及び証明書の交

付を受けて行う緊急輸送の業務に係る運転の業務。 

これらの業務は、大規模災害等発生時の応急対策の一環として、人

命救助や災害拡大防止等のために行われる業務であり、公益性が高く、

かつ緊急の性格を有することから、改善基準告示の適用除外業務とす

るものであること。 
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イ 上記アに掲げるもののほか、人命又は公益を保護するために、法令

の規定又は国若しくは地方公共団体の要請等に基づき行う運転の業

務。 

次に掲げる業務がこれに該当すること。 

（ア）新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24 年法律第 31 号）

第 54 条に基づき新型インフルエンザ等緊急事態措置の実施に必要

な緊急物資を運送する業務又は医薬品等を配送する業務 

（イ）家畜伝染病予防法（昭和 26 年法律第 166 号）に基づく家畜伝染

病のまん延の防止のために、次に掲げるものを運搬する業務 

（a）同法第 21 条第１項に規定する家畜の死体 

（b）同法第 23 条第１項に規定する家畜伝染病の病原体により汚染

し又は汚染したおそれがある物品 

（c）同法第 16 条第１項若しくは第３項に基づくと殺、第 17 条の２

第５項若しくは第６項に基づく殺処分、第 21 条第１項若しくは第

４項に基づく焼却若しくは埋却、第 23 条第１項若しくは第３項に

基づく焼却、埋却若しくは消毒又は第 25 条第１項若しくは第３項

に基づく消毒を実施するために必要な人員、防疫資材等（第 25 条

第１項又は第３項に基づく消毒に必要な人員、防疫資材等につい

ては、初回の消毒に必要なものに限る。） 

 

ウ 消防法等に基づく危険物の運搬の業務 

次に掲げる業務であって、貨物自動車運送事業に係るもの。 

これらの業務については、危険物の迅速かつ安全な運行を確保する

観点から、関係法令により別途、長距離運送の場合の交替運転手の確

保といった規制が担保されていることに加え、運転中の危険物の監視

義務など特別の規制が設けられる等、特殊な性格を有することから、

改善基準告示の適用除外業務とするものであること。 

（ア）消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 16 条の２第２項及び危険物

の規制に関する政令（昭和 34 年政令第 306 号）第 30 条の２第５号

に基づき、移送の経路その他必要な事項を記載した書面を関係消防

機関に送付の上行う、アルキルアルミニウム若しくはアルキルリチ

ウム又はこれらのいずれかを含有するものを移動タンク貯蔵所（タ

ンクローリー）により移送する業務 

（イ）高圧ガス保安法（昭和 26 年法律第 204 号）第 23 条に基づき、一

般高圧ガス保安規則（昭和 41 年通商産業省令第 53 号）第 49 条第

１項の保安上必要な措置を講じるとともに同項の技術上の基準に

従い行う、表１の高圧ガスを車両に固定した容器（タンクローリー）

により移動する業務  
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（ウ）火薬類取締法（昭和 25 年法律第 149 号）第 19 条に基づき、都道

府県公安委員会に届け出て、運搬証明書の交付を受けた上で行う火

薬類（表２の数量以下の火薬類を除く。）の運搬の業務 

表１ 一般高圧ガス保安規則第 49 条第１項第 17 号に規定する高圧ガス 

１  圧縮ガスのうち次に

掲げるもの（３に掲げる

ものを除く。） 

（１）容積 300 立方メートル以上の可燃性ガス及び酸素  

（２）容積 100 立方メートル以上の毒性ガス 

２  液化ガスのうち次に

掲げるもの（３に掲げる

ものを除く。） 

（１）質量 3,000 キログラム以上の可燃性ガス及び酸素 

（２）質量 1,000 キログラム以上の毒性ガス 

（３）一般高圧ガス保安規則第７条の３第２項、第７条の４

第２項、第 11 条第１項第５号（第７条の３第２項の基準

を準用する場合に限る。）及び第 12 条の２第２項の圧縮

水素スタンド並びにコンビナート等保安規則第７条の３

第２項の圧縮水素スタンドの液化水素の貯槽に充塡する

液化水素 

３ 特殊高圧ガス 

 

表２ 火薬類の運搬に関する内閣府令（昭和 35 年総理府令第 65 号）別表第１に規定する

数量 

区       分 数       量 

火 薬 薬 量 200 キログラム 

爆 薬 薬 量 100 キログラム 

火 
 

 
 

 
 

工 
 

 
 

 
 

品 

工業雷管・電気雷管・信号雷管 4     万個 

導 火 管 付 き 雷 管 1     万個 

銃 用 雷 管 40     万個 

捕鯨用信管・捕鯨用火管 12     万個 

実包 

空包 

１個当たりの装薬量 0.5 グラム 
以下のもの 

40     万個 

１個当たりの装薬量 0.5 グラム 
を超えるもの 

20     万個 

導 爆 線 6 キロメートル 

制 御 発 破 用 コ ー ド 1.2 キロメートル 
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（エ）核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律（昭和 32

年法律第 166 号）第 59 条第２項に基づき国土交通大臣の確認を受

け、かつ、同条第５項に基づき都道府県公安委員会に届け出て運搬

証明書の交付を受けた上で行う、核燃料物質等（ＢＭ型輸送物、Ｂ

Ｕ型輸送物、核分裂性輸送物）の運搬の業務 

（オ）放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和 32 年法律第 167 号）

第 18 条第２項に基づき国土交通大臣の確認を受け、かつ、同条第

５項に基づき都道府県公安委員会に届け出て行う、放射性同位元素

等（ＢＭ型輸送物、ＢＵ型輸送物）の運搬の業務 

 

（２）適用除外業務に従事しない期間がある場合の拘束時間等の上限 

適用除外業務に従事する期間を含む１箇月等の一定期間における、当

該業務に従事しない期間に関しては、改善基準告示が適用されるもので

あること。この場合の一定期間における、適用除外業務に従事しない期

間の拘束時間等は、次のとおり、当該一定期間及び適用除外業務に従事

しない期間の日数の比率により、改善基準告示で規定する拘束時間等の

上限時間を按分した時間を超えないものとすること。 

 

爆 発 せ ん 孔 器 2,000      個 

コ ン ク リ ー ト 破 砕 器 2     万個 

煙火 

が ん 具 煙 火 
（クラッカーボールを除く。） 

薬 量  2    トン 

クラッカーボール・引き玉 薬 量 200 キログラム 

上 記 以 外 の 煙 火 薬 量 600 キログラム 

上 記 以 外 の 火 工 品 薬 量 100 キログラム 

備考 

本表で定める区分の異なる火薬類を同時に運搬する場合の数量は、各区分ごとの火薬類

の運搬しようとする数量をそれぞれ当該区分に定める数量で除し、それらの商を加えた和

が１となる数量とする。 

（注）表２に掲げる数量以下の火薬類を運搬する場合は、火薬類取締法第 19 条第１項に

規定する届出及び運搬証明書の交付は要しない。  

表３ 適用除外業務に従事しない期間がある場合の拘束時間等の上限  

タクシー運転者の拘束時間 
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１
箇
月
の
拘
束
時
間 

日
勤
勤
務
者 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）  

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）× 288 時間（※） 

隔
日
勤
務
者 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）  

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）× 262 時間（※） 

※ 改善基準告示の拘束時間の上限時間。なお、労使協定により、改善基準告示で規定

する時間を超えない範囲で延長する場合は、当該延長した時間とする。  

 

トラック運転者の拘束時間等 

１
箇
月
の 

拘
束
時
間 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）  

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）×284 時間（※１） 

１
年
の 

拘
束
時
間 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１年間の日数）  

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む１年間の日数）×3,300 時間（※１） 

２
週
間
の 

運
転
時
間 

［14 日－（適用除外業務に従事した日数）］  

÷ 14 日 × 88 時間（※２） 

※１ 改善基準告示の拘束時間の上限時間。なお、労使協定により、改善基準告示で規

定する時間を超えない範囲で延長する場合は、当該延長した時間とする。  

※２ 改善基準告示の運転時間の上限時間。 

 

バス運転者の拘束時間等 

１
箇
月
の 

拘
束
時
間 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）  

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）× 281 時間（※１） 

１
年
の 

拘
束
時
間 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１年間の日数）  

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む 1 年間の日数）×3,300 時間（※１） 

４
週
間
の 

拘
束
時
間 

［28 日－（適用除外業務に従事した日数）］÷28 日×260 時間（※１） 

52
週
間
の 

拘
束
時
間 

［（適用除外業務に従事した期間を含む 52 週間の日数） 

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む 52 週間の日数）×3,300 時間（※１） 
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（３）適用除外業務に関する書類の備付け等 

上記（１）の業務を行うに当たっては、適用除外業務に該当すること

が明らかとなる関係法令に基づく各種行政機関への届出書や、物資等

の運搬に関する地方公共団体の要請文書等の写の事業場への備付け及

び自動車運転者ごとの当該業務に従事した期間が明らかとなる記録の

整備が必要であること。 

 

（４）休息期間の確保 

適用除外業務に従事する期間の直前において改善基準告示に定める

休息期間を与えなくてはならないことはもとより、当該業務に従事す

る期間の直後の休息期間についても、継続 11 時間以上与えるよう努め

ることを基本とすることが特に要請されるものであること。 

 

 

第３ 自動車運転者の労働時間等の取扱い及び賃金制度等の取扱い  

１ 労働時間等の取扱い  

（１）労働時間の取扱い 

労働時間は、拘束時間から休憩時間を差し引いたものとすること。こ

の場合において、事業場外における仮眠時間を除く休憩時間は３時間を

超えてはならないものとすること。ただし、業務の必要上やむを得ない

場合であって、あらかじめ運行計画により３時間を超える休憩時間が定

められている場合、又は運行記録計等により３時間を超えて休憩がとら

れたことが客観的に明らかな場合には、この限りでないものとすること。 

自動車運転者の業務は事業場外において行われるものではあるが、通

常は走行キロ数、運転日報等からも労働時間を算定し得るものであり、

法第38条の２の「労働時間を算定し難いとき」という要件には該当しな

いこと。 

事業場外における休憩時間については、就業規則等に定めた所定の休

憩時間を休憩したものとして取り扱うこととしたが、休憩時間が不当に

長い場合は歩合給等の賃金体系との関連から休憩時間中も働く可能性

４
週
間
の 

運
転
時
間 

［28 日－（適用除外業務に従事した日数）］÷28 日×160 時間（※２） 

※１ 改善基準告示の拘束時間の上限時間。なお、労使協定により、改善基準告示で規

定する時間を超えない範囲で延長する場合は当該延長した時間とする。  

※２ 改善基準告示の運転時間の上限時間。なお、労使協定により、改善基準告示で規

定する時間を超えない範囲で延長する場合は当該延長した時間とする。  
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があるので、事業場外での休憩時間は、仮眠時間を除き、原則として３

時間を超えてはならないものとしたこと。なお、手待時間が労働時間に

含まれることはいうまでもないこと。 

法の遵守に当たっては、使用者には労働時間の管理を行う責務があり、

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイド

ライン（平成29年１月20日付け基発0120第３号別添）により、始業・終

業時刻の確認及び記録を含め適正な労働時間管理を行う必要があるこ

と。また、自動車運転者の労働時間管理を適正に行うためには、運転日

報等の記録を適正に管理するほか、運行記録計による記録を自動車運転

者個人ごとに管理し、労働時間を把握することも有効な方法であること。

したがって、貨物自動車運送事業輸送安全規則（平成２年運輸省令第22

号）第９条や旅客自動車運送事業運輸規則（昭和31年運輸省令第44号）

第26条に基づき、運行記録計を装着している車両を保有する使用者にお

いては、運行記録計の活用による適正な労働時間管理を行うこと。また、

運行記録計を装着している車両を保有しない使用者においては、車両に

運行記録計を装着する等により適正な労働時間管理を行うこと。 

 

（２）休日の取扱い 

休日は、休息期間に24時間を加算して得た、連続した時間とすること。

ただし、いかなる場合であっても、その時間が30時間を下回ってはなら

ないものとすること。 

法第35条に規定する休日は原則として暦日を単位として付与される

べきものであるが、自動車運転者については、その業務の特殊性から暦

日を単位として休日を付与することが困難であるため、休息期間に24時

間を加算して得た労働義務のない時間を休日として取り扱うものであ

ること。このため、休日については、通常勤務の場合は継続33時間（９

時間＋24時間）、隔日勤務の場合は継続46時間（22時間＋24時間）※を

下回ることのないようにする必要があること。 

※トラック運転者及びバス運転者については継続44時間（20時間＋24時

間） 

また、休息期間を分割して付与した場合、２人乗務の場合及びフェ

リーに乗船した場合には、休息期間に24時間を加算しても30時間に満た

ない場合があるが、この場合については、休息期間に24時間を加算して

得た時間ではなく、連続した30時間の労働義務のない時間を休日として

取り扱うこと。なお、休日が暦日を単位として付与されている場合で

あっても、当該時間が上記所定の時間に満たない場合は、要件を満たさ

ないものであること。 
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２ 賃金制度等の取扱い  

自動車運転者の賃金制度等は、次により改善を図るものとすること。 

 

（１）賃金制度等 

ア 保障給 

歩合給制度が採用されている場合には、労働時間に応じ、固定的給

与と併せて通常の賃金の６割以上の賃金が保障されるよう保障給を

定めるものとすること。 

歩合給制度を採用している場合には、労働者ごとに労働時間に応

じ各人の通常賃金の６割以上の賃金が保障されるようにすることを

意図したものであって、６割以上の固定的給与を設けなければならな

いという趣旨ではないこと。 

「通常の賃金」とは、原則として、労働者が各人の標準的能率で歩

合給の算定期間における通常の労働時間（勤務割に組み込まれた時間

外労働及び休日労働の時間を含む。）を満勤した場合に得られると想

定される賃金額（上記の時間外労働及び休日労働に対する手当を含み、

臨時に支払われる賃金及び賞与を除く。）をいい、「一時間当たりの

保障給」の下限は次の算式により算定すること。 

 

 

 

 

 

なお、「一時間当たりの保障給」の実際の算定に当たっては、特段

の事情のない限り、各人ごとに過去３箇月程度の期間において支払わ

れた賃金の総額（全ての時間外労働及び休日労働に対する手当を含み、

臨時に支払われた賃金及び賞与を除く。）を当該期間の総労働時間数

で除して得た金額の100分の60以上の金額をもって充てることとして

差し支えなく、また、毎年１回等定期的にあらかじめ定めておく場合

には、特段の事情のない限り、当該企業の歩合給制労働者に対し過去

３箇月程度の期間に支払われた賃金の総額（全ての時間外労働及び休

日労働に対する手当を含み、臨時に支払われた賃金及び賞与を除く。）

を当該期間の延総労働時間数で除して得た金額の100分の60以上の金

額をもって保障給として差し支えないこと。 

 

イ 累進歩合制度 

賃金制度は、本来、労使が自主的に決定すべきものであるが、自動
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車運転者に係る賃金制度のうち、累進歩合制度については、自動車運

転者の長時間労働やスピード違反を極端に誘発するおそれがあり、交

通事故の発生も懸念されることから、廃止すべきであること。 

累進歩合制度には、水揚高、運搬量等に応じて歩合給が定められて

いる場合にその歩合給の額が非連続的に増減するいわゆる「累進歩合

給」（図１）のほか、水揚高等の最も高い者又はごく一部の労働者し

か達成し得ない高い水揚高等を達成した者のみに支給するいわゆる

「トップ賞」、水揚高等を数段階に区分し、その水揚高の区分の額に

達するごとに一定額の加算を行ういわゆる「奨励加給」（図２）が該

当するものであること。これらの制度は、いずれも廃止すべき累進歩

合制度に該当するため、認められないものであること。 
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累進歩合制度の廃止については、特定地域における一般乗用旅客

自動車運送事業の適性化及び活性化に関する特別措置法等の一部を

改正する法律（平成25年法律第83号）の国会附帯決議（衆議院国土交

通委員会（平成25年11月８日）及び参議院国土交通委員会（同月19日））

においても、労使双方にその趣旨を踏まえ、真摯な対応を行うよう促

すことが求められていることから、労使当事者にあっては自主的な改

善を行うことが要請されること。 

なお、累進歩合制度の廃止に関する周知及び指導については、平成

26年１月24日付け基発0124第１号によること。 

 

ウ 年次有給休暇の不利益取扱いの是正 

法附則第136条の規定に従い、年次有給休暇を取得した労働者に対

して賃金の減額その他不利益な取扱いをしないようにすること。 

 

 

３ 法定基準等の確保  

改善基準告示及び上記内容は、自動車運転者の労働の実態にかんがみ、

自動車運転者の労働時間等の労働条件の改善を図るため、法に定める事項

のほかに必要な事項を定めているものであるが、割増賃金の適正かつ確実

な支払い、実態に即した就業規則の整備、賃金台帳の適正な記録、仮眠施

設の設置、健康診断の実施等、法及び労働安全衛生法（昭和47年法律第57

号）に定められた事項を遵守すべきことはいうまでもないこと。 

 

 

第４ 発注者等  

 令和４年報告においては、改善基準告示の履行確保を徹底する観点から、

荷主（発荷主及び着荷主）やいわゆる元請運送事業者、貸切バス利用者等

の発注者、貨物自動車利用運送事業者等（以下「発注者等」という。）に

対し、幅広く周知することが適当等とされている。（令和４年報告４（１）） 

このことを踏まえ、次の事項に留意すること。 

  

１ 発注担当者等に対する周知 

改善基準告示の履行確保を徹底するため、発注者等においては、改善基

準告示の内容をその発注担当者等に周知することが要請されること。 

 

２ トラック運転者に係る長時間の恒常的な荷待ちの改善等 

道路貨物運送業は、他の業種に比べて長時間労働の実態にあり、過労死

等のうち脳・心臓疾患の労災支給決定件数が最も多い業種であることから、
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自動車運転者の長時間労働の是正等の働き方改革を一層積極的に進める

必要がある一方、道路貨物運送業の長時間労働の要因の中には、取引慣行

など個々の事業主の努力だけでは見直すことが困難なものがあり、その改

善のためには、発荷主及び着荷主並びに道路貨物運送業の元請事業者（以

下「発着荷主等」という。）の協力が必要不可欠である。 

このことを踏まえ、発着荷主等においては、次の事項を実施することが

要請されること。 

 

（１）発着荷主等の荷主都合による長時間の恒常的な荷待ちは、自動車運転

者の長時間労働の要因となることから、これを発生させないよう努める

こと。  

（２）運送業務の発注担当者に、改善基準告示を周知し、自動車運転者が改

善基準告示を遵守できるような着時刻や荷待ち時間等を設定すること。 

（３）改善基準告示を遵守できず安全な走行が確保できないおそれのある発

注を貨物自動車運送事業者に対して行わないこと。 

 

 

 

 

 



 

 

 

令和４年９月 27 日 

 

 

 労働政策審議会 

労働条件分科会 

   分科会長 荒 木 尚 志 殿 

 

 

                労働政策審議会 

                 労働条件分科会 

自動車運転者労働時間等専門委員会 

                   委員長 藤 村 博 之 

 

 

 

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の在り方について（報告） 

 

 

本専門委員会は、標記について別添のとおり取りまとめたので、労働政策審議会労働

条件分科会に報告する。 
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自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の在り方について（とりまとめ） 

 

 

当専門委員会では、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平成元年労働省

告示第７号。以下「改善基準告示」という。）の在り方について、ハイヤー・タクシー作業

部会、トラック作業部会及びバス作業部会を設置し、令和元年 12 月 19日以降、精力的に

議論を深めてきたところである。 

 

自動車運転者の労働時間等の規制については、改善基準告示により、拘束時間、休息期

間等について上限基準等が設けられ、その遵守を図ってきた。 

 しかしながら、脳・心臓疾患による労災支給決定件数において、運輸業・郵便業が全業

種において最も支給決定件数の多い業種（令和３年度：59 件（うち死亡の件数は 22 件））

となるなど、依然として長時間・過重労働が課題となっている。また、自動車運転者の過

重労働を防ぐことは、労働者自身の健康確保のみならず、国民の安全確保の観点からも重

要である。 

 改善基準告示は、法定労働時間の段階的な短縮を踏まえて見直しが行われた平成９年の

改正以降、実質的な改正は行われていないが、この間、労働者１人当たりの年間総実労働

時間は、緩やかに減少（令和３年 1,633 時間（平成５年比：－287 時間））している。 

 また、「血管病変等を著しく増悪させる業務による脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認

定基準」（脳・心臓疾患に係る労災認定基準）については、平成 13 年の改正で、新たに、

発症前１か月間に 100 時間または２～６か月間平均で月 80 時間を超える時間外労働（休

日労働を含む。）が評価対象に加えられ、令和３年の改正では、さらに勤務間インターバル

が短い勤務についても評価対象に加えられた。 

そして、平成 30 年に成立した働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法

律（平成 30年法律第 71号。以下「働き方改革関連法」という。）では、労働基準法が改正

されて新たに時間外・休日労働の上限が設けられ、罰則をもってその履行が確保されるこ

ととなった。自動車運転者についても、令和６年４月以降、時間外労働について、月 45 時

間及び年 360時間の限度時間並びに、臨時的特別な事情がある場合での年 960 時間の上限

時間が適用されることとされたところである。 

また、働き方改革関連法の国会附帯決議事項として、過労死等の防止の観点から改善基

準告示の総拘束時間等の改善を求められている。 

 

この度、ハイヤー・タクシー作業部会、トラック作業部会及びバス作業部会において改

善基準告示及び関係通達の在り方についての検討結果が下記のとおりとりまとめられた

ため、当委員会の検討結果として整理することとした。 

 

 

 

 

 

別添 
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記 

 

 

１ 一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の労働時間等の改善のための

基準 

 

  一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の労働時間等の改善のための

基準については、次のとおり改めることが適当である。 

 

（１）１か月の拘束時間について 

１か月についての拘束時間は、288 時間を超えないものとする。 

隔日勤務に就くものの１か月についての拘束時間は、262時間を超えないものとし、

地域的事情その他の特別な事情がある場合において、労使協定により、年間６か月ま

で、１か月の拘束時間を 270 時間まで延長することができる。 

 

（２）１日及び２暦日の拘束時間、休息期間について 

① １日の拘束時間、休息期間 

・ １日（始業時刻から起算して 24時間をいう。以下同じ。）についての拘束時間

は、13時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長する場合であっても、１日

についての拘束時間の限度（以下「最大拘束時間」という。）は 15 時間とする。

この場合において、１日についての拘束時間が 14時間を超える回数（※）をできる

だけ少なくするよう努めるものとする。 

（※）通達において、「１週間について３回以内」を目安として示すこととする。 

・ 休息期間は、勤務終了後、継続 11時間以上与えるよう努めることを基本とし、

継続９時間を下回らないものとする。 

 

② 隔日勤務に就くものの２暦日の拘束時間、休息期間 

・ ２暦日についての拘束時間は、22時間を超えないものとし、この場合において、

２回の隔日勤務（始業及び終業の時刻が同一の日に属しない業務）を平均し隔日

勤務１回当たり 21時間を超えないものとする。 

・ 勤務終了後、継続 24時間以上の休息期間を与えるよう努めることを基本とし、

継続 22 時間を下回らないものとする。 

 

（３）車庫待ち等の自動車運転者について 

① 車庫待ち等の自動車運転者の拘束時間、休息期間 

・ 車庫待ち等（顧客の需要に応ずるため常態として車庫等において待機する就労

形態）の自動車運転者については、労使協定により、１か月の拘束時間を 300 時

間まで延長することができることとする。 

・ なお、車庫待ち等の自動車運転者とは、常態として車庫待ち、駅待ち形態によっ

て就労する自動車運転者であり、就労形態について以下の基準を満たす場合には、
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車庫待ち等に該当するものとして取り扱って差し支えないこととする。 

    ア 事業場が人口 30 万人以上の都市に所在していないこと。 

イ 勤務時間のほとんどについて「流し営業」を行っている実態でないこと。 

ウ 夜間に４時間以上の仮眠時間が確保される実態であること。 

エ 原則として、事業場内における休憩が確保される実態であること。 

・ 車庫待ち等の自動車運転者については、次に掲げる要件を満たす場合、１日の

拘束時間を 24時間まで延長することができる。 

ア 勤務終了後、継続 20時間以上の休息期間を与えること。 

イ １日の拘束時間が 16時間を超える回数が１か月について７回以内である 

こと。 

    ウ １日の拘束時間が 18 時間を超える場合には、夜間に４時間以上の仮眠時間

を与えること。 

 

② 車庫待ち等の自動車運転者で隔日勤務に就くものの拘束時間、休息期間 

   ・ 車庫待ち等の自動車運転者については、労使協定により、１か月の拘束時間を

270時間まで延長することができる。 

   ・ 車庫待ち等の自動車運転者については、次に掲げる要件を満たす場合、１か月

の拘束時間については上記の時間に 10 時間を加えた時間まで、２暦日の拘束時

間については 24 時間まで延長することができることとする。 

    ア 夜間に４時間以上の仮眠時間を与えること。 

    イ ２暦日の拘束時間を 24時間まで延長するのは、１か月７回以内とすること。 

 

（４）例外的な取扱いについて 

① 予期し得ない事象に遭遇した場合 

・ 事故、故障、災害等、通常予期し得ない事象に遭遇し、一定の遅延が生じた場

合には、客観的な記録が認められる場合に限り、１日または２暦日の拘束時間の

規制の適用に当たっては、その対応に要した時間を除くことができることとする。

ただし、対応に要した時間を含めて算出した時間が１日または２暦日の拘束時間

の限度を超えた場合には、勤務終了後、１日の勤務の場合には継続 11時間以上、

２暦日の勤務の場合には継続 24時間以上の休息期間を与えるものとする。 

（具体的な事由） 

ア 運転中に乗務している車両が予期せず故障した場合 

イ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航した場合 

ウ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖された場合、道路が渋滞した 

場合 

エ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となった場合 

 

② 適用除外業務 

・ 改善基準告示の適用除外業務に、「一般乗用旅客自動車運送事業」において、災

害対策基本法等に基づき、都道府県公安委員会から緊急通行車両であることの確



4 

 

認、標章及び証明書の交付を受けて行う緊急輸送の業務を加えることとする。 

 

（５）休日労働について 

   休日労働は２週間について１回を超えないものとし、当該休日労働によって、上記

に定める拘束時間の限度を超えないものとする。 

 

（６）ハイヤーについて 

   ハイヤー（一般乗用旅客自動車運送事業の用に供せられる自動車であって、当該自

動車による運送の引受けが営業所のみにおいて行われるもの）に乗務する自動車運転

者の時間外労働協定の延長時間は、１か月 45時間、１年 360 時間を限度とし、臨時的

特別な事情がある場合であっても、１年について 960時間を超えないものとし、労働

時間を延長することができる時間数又は労働させることができる休日の時間数をで

きる限り少なくするよう努めるものとする。 

なお、必要な睡眠時間が確保できるよう、勤務終了後に一定の休息期間を与えるも

のとする。 

 

（７）その他 

   累進歩合制度については、廃止するものとされた趣旨を通達に記載の上、改善基準

告示の改正内容と併せて周知を徹底すること。 

 

 

２ 貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の労働時間等の改善のための基準 

 

  貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の労働時間等の改善のための基準につ

いては、次のとおり改めることが適当である。 

 

（１）１か月当たりの拘束時間について 

  拘束時間は、年間の総拘束時間が 3,300 時間、かつ、１か月の拘束時間が 284時間

を超えないものとする。 

ただし、労使協定により、年間６か月までは、年間の総拘束時間が 3,400時間を超

えない範囲内において、１か月の拘束時間を 310 時間まで延長することができるもの

とする。この場合において、１か月の拘束時間が 284時間を超える月が３か月を超え

て連続しないものとし、１か月の時間外・休日労働時間数が 100時間未満となるよう

努めるものとする。 

 

（２）１日の拘束時間、休息期間について 

① 拘束時間 

・ １日についての拘束時間は、13 時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長

する場合であっても、最大拘束時間は 15時間とする。 

・ ただし、自動車運転者の１週間における運行がすべて長距離貨物運送（一の運
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行（自動車運転者が所属する事業場を出発してから当該事業場に帰着するまでを

いう。以下同じ。）の走行距離が 450㎞以上の貨物運送をいう。以下同じ。）であ

り、かつ、一の運行における休息期間が住所地以外の場所におけるものである場

合、当該１週間について２回に限り最大拘束時間を 16時間とすることができる。 

・ 最大拘束時間まで延長する場合であっても、１日についての拘束時間が 14 時

間を超える回数（※）をできるだけ少なくするよう努めるものとする。 

（※）通達において、「１週間について２回以内」を目安として示すこととする。 

 

② 休息期間 

・ 休息期間は、勤務終了後、継続 11 時間以上与えるよう努めることを基本とし、

継続９時間を下回らないものとする。 

・ ただし、自動車運転者の１週間における運行がすべて長距離貨物運送であり、

かつ、一の運行における休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合、

当該１週間について２回に限り、継続８時間以上とすることができる。この場合

において、一の運行終了後、継続 12時間以上の休息期間を与えるものとする。 

 

（３）運転時間について 

運転時間は、２日を平均し１日当たり９時間、２週間を平均し１週間当たり 44 時間

を超えないものとする。 

 

（４）連続運転時間について 

貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の連続運転時間（１回が概ね連続 10分

以上（※）で、かつ、合計が 30 分以上の運転の中断をすることなく連続して運転する時

間をいう。以下２において同じ。）は、４時間を超えないものとする。当該運転の中断

は、原則休憩とする。 

（※）通達において、「概ね連続 10分以上」とは、例えば、10 分未満の運転の中断が３

回以上連続しないこと等を示すこととする。 

 ただし、サービスエリア、パーキングエリア等に駐車又は停車できないことにより、

やむを得ず連続運転時間が４時間を超える場合には、30 分まで延長することができる

ものとする。 

 

（５）予期し得ない事象に遭遇した場合について 

事故、故障、災害等、通常予期し得ない事象に遭遇し、一定の遅延が生じた場合に

は、客観的な記録が認められる場合に限り、１日の拘束時間、運転時間（２日平均）、

連続運転時間の規制の適用に当たっては、その対応に要した時間を除くことができる

こととする。勤務終了後の休息期間は、継続 11時間以上与えるよう努めることを基本

とし、継続９時間を下回らないものとする。 

（具体的な事由） 

ア 運転中に乗務している車両が予期せず故障した場合 

イ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航した場合 
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ウ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖された場合、道路が渋滞した場合 

エ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となった場合 

 

（６）住所地における休息期間について 

  自動車運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所における休息期間より

長くなるように努めるものとする。 

 

（７）拘束時間及び休息期間の特例について 

① 休息期間の分割の特例 

・ 業務の必要上、勤務終了後、継続９時間以上(※)の休息期間を与えることが困難

な場合には、当分の間、一定期間における全勤務回数の２分の１を限度に、休息

期間を拘束時間の途中及び拘束時間の経過直後に分割して与えることができる

ものとする。この場合において、分割された休息期間は、１日において 1 回当た

り継続３時間以上、合計 10時間以上でなければならないものとする。 

（※）長距離貨物運送に従事する自動車運転者であって、１週間における運行がす

べて長距離貨物運送であり、かつ、一の運行における休息期間が住所地以外

の場所におけるものである場合は継続８時間以上 

・ なお、一定期間は、１か月程度を限度とする。分割は、２分割に限らず、３分

割も認められるが、３分割された休息期間は１日において合計 12 時間以上でな

ければならないものとする。この場合において、休息期間が３分割される日が連

続しないよう努めるものとする。 

 

② ２人乗務の特例 

・ 自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する場合（車両内に身体を

伸ばして休息することができる設備がある場合に限る。）においては、最大拘束時

間を 20 時間まで延長することができる。また、休息期間は４時間まで短縮するこ

とができる。 

・ ただし、当該設備が次のいずれにも該当する車両内ベッド又はこれに準ずるも

の（以下「車両内ベッド等」という。）であるときは、拘束時間を 24時間まで延

長することができる。 

・ また、当該車両内ベッド等において８時間以上の仮眠時間を与える場合には、

当該拘束時間を 28時間まで延長することができる。 

・ この場合において、一の運行終了後、継続 11時間以上の休息期間を与えるもの

とする。 

 ア 車両内ベッドは、長さ 198cm以上、かつ、幅 80cm以上の連続した平面である

こと。 

 イ 車両内ベッドは、クッション材等により走行中の路面等からの衝撃が緩和さ

れるものであること。 
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③ 隔日勤務の特例 

 ・ 業務の必要上、やむを得ない場合には、当分の間、次の条件の下で隔日勤務に

就かせることができるものとする。 

・ ２暦日における拘束時間は、21 時間を超えてはならないものとする。ただし、

事業場内仮眠施設又は使用者が確保した同種の施設において、夜間に４時間以上

の仮眠時間を与える場合には、２週間について３回を限度に、この２暦日におけ

る拘束時間を 24 時間まで延長することができるものとする。この場合において

も、２週間における総拘束時間は 126時間（21時間×６勤務）を超えることがで

きないものとする。 

・ 勤務終了後、継続 20時間以上の休息期間を与えなければならないものとする。 

 

④ フェリーに乗船する場合の特例 

・ 自動車運転者が勤務の中途においてフェリーに乗船する場合、フェリーに乗船

している時間は、原則として、休息期間として取り扱うものとする。 

・ その場合、休息期間とされた時間を与えるべき休息期間の時間から減ずること

ができるが、減算後の休息期間は、２人乗務の場合を除き、フェリー下船時刻か

ら勤務終了時刻までの間の時間の２分の１を下回ってはならないものとする。な

お、フェリーの乗船時間が８時間（※）を超える場合には、原則としてフェリー下

船時刻から次の勤務が開始されるものとする。 

       (※）２人乗務の場合には４時間、隔日勤務の場合には 20時間 

 

（８）休日労働について 

  休日労働は２週間について１回を超えないものとし、当該休日労働によって、上記

に定める拘束時間の限度を超えないものとする。 

 

 

３ 一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の

労働時間等の改善のための基準 

 

  一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の

労働時間等の改善のための基準については、次のとおり改めることが適当である。 

 

（１）１か月、４週間を平均し１週間当たりの拘束時間について 

１か月の拘束時間の基準を新たに設けることとし、当面、４週間を平均し１週間当

たりの拘束時間の基準も存置して、次の①又は②のいずれかの基準を遵守すればよい

こととする。 

① １か月の拘束時間 

・ 拘束時間は、年間の総拘束時間が 3,300 時間、かつ、１か月の拘束時間が 281

時間を超えないものとする。 

・ ただし、貸切バスを運行する営業所において運転の業務に従事する者、乗合バ
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スに乗務する者（一時的な需要に応じて追加的に自動車の運行を行う営業所にお

いて運転の業務に従事する者に限る。）、高速バスに乗務する者及び貸切バスに乗

務する者（以下「貸切バス等乗務者」という。）については、労使協定により、年

間６か月までは、年間の総拘束時間が 3,400 時間を超えない範囲内において、１

か月の拘束時間を 294 時間まで延長することができるものとする。この場合にお

いて、１か月の拘束時間が 281時間を超える月が４か月を超えて連続しないもの

とする。 

 

② ４週間を平均し１週間当たりの拘束時間 

・ 拘束時間は、52週間の総拘束時間が 3,300時間、かつ、４週間を平均し１週間

当たりの拘束時間が 65時間を超えないものとする。 

・ ただし、貸切バス等乗務者については、労使協定により、52 週間のうち 24 週

間までは、52週間の総拘束時間が 3,400 時間を超えない範囲内において、４週間

を平均し１週間当たり 68 時間まで延長することができるものとする。この場合

において、４週間を平均し１週間当たりの拘束時間が 65 時間を超える週が 16 週

間を超えて連続しないものとする。 

 

（２）１日の拘束時間、休息期間について 

   １日についての拘束時間は、13 時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長する

場合であっても、最大拘束時間は 15時間とする。この場合において、１日についての

拘束時間が 14 時間を超える回数（※）をできるだけ少なくするよう努めるものとする。 

（※）通達において、「１週間について３回以内」を目安として示すこととする。 

休息期間は、勤務終了後、継続 11 時間以上与えるよう努めることを基本とし、継続

９時間を下回らないものとする。 

 

（３）運転時間について 

運転時間は、２日を平均し１日当たり９時間、４週間を平均し１週間当たり 40 時間

を超えないものとする。 

ただし、貸切バス等乗務者については、労使協定により、52 週間における総運転時

間が 2,080 時間を超えない範囲内において、52 週間のうち 16 週間まで、４週間を平

均し１週間当たり 44 時間まで延長することができるものとする。 

 

（４）連続運転時間について 

一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者

の連続運転時間（１回が連続 10分以上で、かつ、合計が 30分以上の運転の中断をす

ることなく連続して運転する時間をいう。以下３において同じ。）は、４時間を超えな

いものとする。 

ただし、高速バス及び貸切バスの高速道路（貸切バスの夜間運行にあっては、高速

道路以外も含む。）の実車運行区間における連続運転時間は概ね２時間までとするよ

う努めるものとする。 
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（５）例外的な取扱いについて 

① 予期し得ない事象に遭遇した場合 

・ 事故、故障、災害等、通常予期し得ない事象に遭遇し、一定の遅延が生じた場

合には、客観的な記録が認められる場合に限り、１日の拘束時間、運転時間（２

日平均）、連続運転時間の規制の適用に当たっては、その対応に要した時間を除く

ことができることとする。勤務終了後は、上記（２）のとおりの休息期間（※）を与

えるものとする。 

（※）休息期間は、勤務終了後、継続 11時間以上与えるよう努めることを基本と      

し継続９時間を下回らないものとする。 

（具体的な事由） 

ア 運転中に乗務している車両が予期せず故障した場合 

イ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航した場合 

ウ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖された場合、道路が渋滞した

場合 

エ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となった場合 

 

② 軽微な移動の必要が生じた場合 

・ 緊急通行車両等、他の車両の通行の妨げを回避するなど、運行計画上予定して

いた位置で駐車又は停車しているときに軽微な移動を行う必要がある場合には、

記録が認められる場合に限り、一の連続運転時間当たり 30 分を限度として連続

運転時間から除くことができることとする。 

 

③ 適用除外業務 

・ 改善基準告示の適用除外業務に、「一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動

車運送事業」において、災害対策基本法等に基づき、都道府県公安委員会から緊

急通行車両であることの確認、標章及び証明書の交付を受けて行う緊急輸送の業

務を加えることとする。 

 

（６）住所地における休息期間について 

   自動車運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所における休息期間より

長くなるように努めるものとする。 

 

（７）拘束時間及び休息期間の特例について 

① 休息期間の分割の特例 

・ 業務の必要上、勤務終了後、継続９時間以上の休息期間を与えることが困難な

場合には、当分の間、一定期間における全勤務回数の２分の１を限度に、休息期

間を拘束時間の途中及び拘束時間の経過直後に分割して与えることができるも

のとする。この場合において、分割された休息期間は、１日において 1回当たり

継続４時間以上、合計 11時間以上でなければならないものとする。 

・ なお、一定期間は１か月を限度とし、２分割を超える分割は認められないもの
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とする。 

 

② ２人乗務の特例 

・ 自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する場合（車両内に身体を

伸ばして休息することができる設備がある場合に限る。）には、次に掲げる場合に

おいて、最大拘束時間を延長し、休息期間を短縮することができることとする。 

ア 運転者のための専用の座席として、身体を伸ばして休息できるリクライニン

グ方式の座席が少なくとも一座席以上確保されている場合、最大拘束時間を 19

時間まで延長し、休息期間を５時間まで短縮することができる。 

イ 車両内ベッドが設けられている場合や、上記アに掲げる場合であってカーテ

ン等により他の乗客からの視線を遮断する措置が講じられている場合、最大拘

束時間を 20 時間まで延長し、休息期間を４時間まで短縮することができる。 

 

③ 隔日勤務の特例 

   ・ 業務の必要上、やむを得ない場合には、当分の間、次の条件の下で隔日勤務に

就かせることができるものとする。 

・ ２暦日における拘束時間は、21 時間を超えてはならないものとする。ただし、

事業場内仮眠施設又は使用者が確保した同種の施設において、夜間に４時間以上

の仮眠時間を与える場合には、２週間について３回を限度に、この２暦日におけ

る拘束時間を 24 時間まで延長することができるものとする。この場合において

も、２週間における総拘束時間は 126時間（21時間×６勤務）を超えることがで

きないものとする。 

・ 勤務終了後、継続 20時間以上の休息期間を与えなければならないものとする。 

 

④ フェリーに乗船する場合の特例 

・ 自動車運転者が勤務の中途においてフェリーに乗船する場合、フェリーに乗船

している時間は、原則として、休息期間として取り扱うものとする。 

・ その場合、休息期間とされた時間を与えるべき休息期間の時間から減ずること

ができるが、減算後の休息期間は、２人乗務の場合を除き、フェリー下船時刻か

ら勤務終了時刻までの間の時間の２分の１を下回ってはならないものとする。な

お、フェリーの乗船時間が９時間（※）を超える場合には、原則としてフェリー下

船時刻から次の勤務が開始されるものとする。 

（※）２人乗務の場合には５時間（車両内ベッドが設けられている場合や、カーテ 

ン等により他の乗客からの視線を遮断する等の措置が講じられている場合

には４時間）、隔日勤務の場合には 20 時間 

 

（８）休日労働について 

   休日労働は２週間について１回を超えないものとし、当該休日労働によって、上記

に定める拘束時間の限度を超えないものとする。 
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４ その他 

（１）荷主等の関係者に対する周知について 

    改善基準告示の改正に当たっては、その履行確保を徹底する観点から、改正後速や

かに、使用者や自動車運転者のみならず、荷主やいわゆる元請運送事業者、貸切バス

利用者等の発注者、貨物自動車利用運送事業者等に対し、関係省庁と連携し、幅広く

周知することが適当である。 

特に、道路貨物運送業は、過労死等の労災支給決定件数が最も多い業種であること

から、長時間労働の是正等を積極的に進める必要がある一方、長時間労働の要因には、

取引慣行など個々の事業主の努力だけでは見直すことが困難なものがある。 

また、働き方改革関連法により改正された労働時間等の設定の改善に関する特別措

置法（平成４年法律第 90号）第２条第４項では、他の事業主との取引を行う場合にお

いて、長時間労働につながるような著しく短い期限の発注や発注内容の頻繁な変更を

行わない等の必要な配慮をすることが事業主の努力義務とされている。 

厚生労働省においては、これらのことを踏まえ、改善基準告示の改正後、速やかに、

発着荷主等に対し、恒常的な長時間の荷待ちを発生させないこと等について、労働基

準監督署による「要請」を実施するとともに、国土交通省が実施する「荷主への働き

かけ」等に資するよう、厚生労働省が把握した長時間の恒常的な荷待ち等に関する情

報を国土交通省に対して提供することが適当である。 

 

（２）自家用自動車（いわゆる「白ナンバー」）及び個人事業主等について 

    改善基準告示において、適用対象となる「自動車運転者」とは、労働基準法第９条

に規定する労働者であって、四輪以上の自動車の運転の業務に主として従事する者を

いうとされている。 

   改善基準告示は、運送を業とするか否かを問わず、「自動車運転者」を労働者として

使用する全事業に適用されるものであり、例えば販売業における配達部門の自動車運

転者等、自家用自動車（事業用自動車以外の自動車をいう。以下同じ。）の「自動車運

転者」にも適用されることから、改善基準告示の内容について、自家用自動車の「自

動車運転者」やその使用者に対しても周知することが適当である。 

   また、道路運送法（昭和 26年法律第 183号）等の関連法令に基づき、旅客自動車運

送事業者及び貨物自動車運送事業者は、運転者の過労防止等の観点から、国土交通大

臣が告示で定める基準に従って、運転者の勤務時間及び乗務時間を定め、当該運転者

にこれらを遵守させなければならない旨の規定が設けられており、その基準として、

改善基準告示が引用されている。当該規定は、個人事業主等にも適用されるものであ

ることから、国土交通省と連携し、個人事業主等に対しても改善基準告示の内容が周

知されるようにすることが適当である。 

 

（３）運用状況の把握等 

働き方改革関連法の参議院厚生労働委員会附帯決議（平成 30 年６月 28 日）にお  

いて、自動車運転業務について、令和６年４月以降に一般則の適用に向けた検討を  

行うに当たっては、一般則の全ての規定を直ちに全面的に適用することが困難な場合



12 

 

であっても、一部の規定又は一部の事業・業務についてだけでも先行的に適用するこ

とを含め検討することが求められている。 

これに加えて、ハイヤー・タクシー作業部会、トラック作業部会及びバス作業部会

において、今後の検討課題として、次の事項が指摘されている。 

   ・ 適用後の運用状況を把握するための実態調査等については、多様な勤務実態、

業務の特性等を踏まえた内容とするため、調査対象の属性を分類した上で実施す

べきである。 

・ また、実態調査と併せて、脳・心臓疾患による労災支給決定事案についても、

属性を分類した上で、その要因等について検討を行うべきである。 

・ これらに加え、長時間の荷待ちが改善基準告示の遵守に与える影響、行政によ

る荷主対策の実施状況、商慣行の改善状況（荷待ち時間の変化等）についても併

せて把握し、検討を行うべきである。 

 

これらのことを踏まえ、令和６年４月以降の上限規制及び改正後の改善基準告示の

適用後の運用状況を把握することとし、これらの適用後３年を目途に、そのための実

態調査の設計等を含め、見直しに向けた検討を開始することが適当である。 

 

 

以 上                  



 

○
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
六
七
号 

自
動
車
運
転
者
の
労
働
時
間
等
の
改
善
の
た
め
の
基
準
（
平
成
元
年
労
働
省
告
示
第
七
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改

正
し
、
令
和
六
年
四
月
一
日
か
ら
適
用
す
る
。 

令
和
四
年
十
二
月
二
十
三
日 

厚
生
労
働
大
臣 

加
藤 

勝
信 

自
動
車
運
転
者
の
労
働
時
間
等
の
改
善
の
た
め
の
基
準
の
一
部
を
改
正
す
る
件 

MYFQG
テキスト ボックス
別紙２



 
（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
） 

改 
 
 

正 
 
 

後 

改 
 
 

正 
 
 

前 
（
目
的
等
） 

第
一
条 
（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

使
用
者
及
び
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
又
は
労
働
者
の
過

半
数
を
代
表
す
る
者
（
以
下
「
労
使
当
事
者
」
と
い
う
。
）
は
、
法
第
三
十

二
条
か
ら
第
三
十
二
条
の
五
ま
で
若
し
く
は
第
四
十
条
の
労
働
時
間
（
以
下

「
労
働
時
間
」
と
い
う
。
）
を
延
長
し
、
又
は
法
第
三
十
五
条
の
休
日
（
以

下
「
休
日
」
と
い
う
。
）
に
労
働
さ
せ
る
た
め
の
法
第
三
十
六
条
第
一
項
の

協
定
（
以
下
「
時
間
外
・
休
日
労
働
協
定
」
と
い
う
。
）
を
す
る
場
合
に
お

い
て
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
に
十
分
留
意
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

労
働
時
間
を
延
長
し
て
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
は
、
法
第
三

十
六
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
り
、
一
箇
月
に
つ
い
て
四
十
五
時
間
及
び
一

年
に
つ
い
て
三
百
六
十
時
間
（
法
第
三
十
二
条
の
四
第
一
項
第
二
号
の
対

象
期
間
と
し
て
三
箇
月
を
超
え
る
期
間
を
定
め
て
同
条
の
規
定
に
よ
り
労

働
さ
せ
る
場
合
に
あ
っ
て
は
、
一
箇
月
に
つ
い
て
四
十
二
時
間
及
び
一
年

に
つ
い
て
三
百
二
十
時
間
。
以
下
「
限
度
時
間
」
と
い
う
。
）
を
超
え
な

い
時
間
に
限
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
。 

二 

前
号
に
定
め
る
一
年
に
つ
い
て
の
限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
こ

と
が
で
き
る
時
間
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
事
業
場
に
お
け
る
通
常
予

見
す
る
こ
と
の
で
き
な
い
業
務
量
の
大
幅
な
増
加
等
に
伴
い
臨
時
的
に
当

該
限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
法

第
百
四
十
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
法
第
三
十
六

条
第
五
項
の
規
定
に
よ
り
、
同
条
第
二
項
第
四
号
に
関
し
て
協
定
し
た
時

間
を
含
め
九
百
六
十
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
と
さ
れ
て
い
る
こ
と
。 

三 

前
二
号
に
掲
げ
る
事
項
の
ほ
か
、
労
働
時
間
の
延
長
及
び
休
日
の
労
働

は
必
要
最
小
限
に
と
ど
め
ら
れ
る
べ
き
で
あ
る
こ
と
そ
の
他
の
労
働
時
間

（
目
的
等
） 

第
一
条 

（
略
） 

２ 

（
略
） 

３ 

使
用
者
は
、
季
節
的
繁
忙
そ
の
他
の
事
情
に
よ
り
、
法
第
三
十
六
条
第
一

項
の
規
定
に
基
づ
き
臨
時
に
労
働
時
間
を
延
長
し
、
又
は
休
日
に
労
働
さ
せ

る
場
合
に
お
い
て
も
、
そ
の
時
間
数
又
は
日
数
を
少
な
く
す
る
よ
う
に
努
め

る
も
の
と
す
る
。 

                   



 

の
延
長
及
び
休
日
の
労
働
を
適
正
な
も
の
と
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
に

つ
い
て
は
、
労
働
基
準
法
第
三
十
六
条
第
一
項
の
協
定
で
定
め
る
労
働
時

間
の
延
長
及
び
休
日
の
労
働
に
つ
い
て
留
意
す
べ
き
事
項
等
に
関
す
る
指

針
（
平
成
三
十
年
厚
生
労
働
省
告
示
第
三
百
二
十
三
号
）
に
お
い
て
定
め

ら
れ
て
い
る
こ
と
。 

 

（
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
の
拘
束
時

間
等
） 

第
二
条 

使
用
者
は
、
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
（
道
路
運
送
法
（
昭

和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
三
号
）
第
三
条
第
一
号
ハ
の
一
般
乗
用
旅
客
自

動
車
運
送
事
業
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
（
隔

日
勤
務
（
始
業
及
び
終
業
の
時
刻
が
同
一
の
日
に
属
さ
な
い
業
務
を
い
う
。

以
下
同
じ
。
）
に
就
く
も
の
を
除
く
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を

使
用
す
る
場
合
は
、
そ
の
拘
束
時
間
（
労
働
時
間
、
休
憩
時
間
そ
の
他
の
使

用
者
に
拘
束
さ
れ
て
い
る
時
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
及
び
休
息
期
間
（

使
用
者
の
拘
束
を
受
け
な
い
期
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
つ
い
て
、
次

に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

拘
束
時
間
は
、
一
箇
月
に
つ
い
て
二
百
八
十
八
時
間
を
超
え
な
い
も
の

と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
顧
客
の
需
要
に
応
ず
る
た
め
常
態
と
し
て
車
庫

等
に
お
い
て
待
機
す
る
就
労
形
態
（
以
下
「
車
庫
待
ち
等
」
と
い
う
。
）

の
自
動
車
運
転
者
の
拘
束
時
間
は
、
当
該
事
業
場
に
労
働
者
の
過
半
数
で

組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
そ
の
労
働
組
合
、
労
働
者

の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場
合
に
お
い
て
は
労
働
者
の
過

半
数
を
代
表
す
る
者
と
の
書
面
に
よ
る
協
定
（
以
下
「
労
使
協
定
」
と
い

う
。
）
に
よ
り
、
一
箇
月
に
つ
い
て
三
百
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で

き
る
も
の
と
す
る
。 

二 

一
日
（
始
業
時
刻
か
ら
起
算
し
て
二
十
四
時
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

）
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
は
、
十
三
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、
当
該

拘
束
時
間
を
延
長
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間

の
限
度
（
以
下
「
最
大
拘
束
時
間
」
と
い
う
。
）
は
、
十
五
時
間
と
す
る

こ
と
。
た
だ
し
、
車
庫
待
ち
等
の
自
動
車
運
転
者
に
つ
い
て
、
次
に
掲
げ

      

（
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
の
拘
束
時

間
等
） 

第
二
条 

使
用
者
は
、
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
（
道
路
運
送
法
（
昭

和
二
十
六
年
法
律
第
百
八
十
三
号
）
第
三
条
第
一
号
ハ
の
一
般
乗
用
旅
客
自

動
車
運
送
事
業
を
い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
（
隔

日
勤
務
に
就
く
も
の
を
除
く
。
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
拘
束
時
間
（

労
働
時
間
、
休
憩
時
間
そ
の
他
の
使
用
者
に
拘
束
さ
れ
て
い
る
時
間
を
い
う

。
以
下
同
じ
。
）
及
び
休
息
期
間
（
使
用
者
の
拘
束
を
受
け
な
い
期
間
を
い

う
。
以
下
同
じ
。
）
に
つ
い
て
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す

る
。 

 

一 

一
箇
月
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
は
、
二
百
九
十
九
時
間
（
顧
客
の
需
要

に
応
ず
る
た
め
常
態
と
し
て
車
庫
等
に
お
い
て
待
機
す
る
就
労
形
態
（
以

下
「
車
庫
待
ち
等
」
と
い
う
。
）
の
自
動
車
運
転
者
に
つ
い
て
、
当
該
事

業
場
に
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
あ
る
場
合
に
お
い
て

は
そ
の
労
働
組
合
、
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
が
な
い
場

合
に
お
い
て
は
労
働
者
の
過
半
数
を
代
表
す
る
者
と
の
書
面
に
よ
る
協
定

（
以
下
「
労
使
協
定
」
と
い
う
。
）
が
あ
る
と
き
は
、
三
百
二
十
二
時
間

）
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。 

 
二 
一
日
（
始
業
時
刻
か
ら
起
算
し
て
二
十
四
時
間
を
い
う
。
以
下
同
じ
。

）
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
は
、
十
三
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、
当
該

拘
束
時
間
を
延
長
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間

の
限
度
（
以
下
「
最
大
拘
束
時
間
」
と
い
う
。
）
は
、
十
六
時
間
と
す
る

こ
と
。
た
だ
し
、
車
庫
待
ち
等
の
自
動
車
運
転
者
に
つ
い
て
、
次
に
掲
げ



 

る
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

イ
～
ニ 

（
略
） 

三 

前
号
本
文
の
場
合
に
お
い
て
、
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
が
十
四
時

間
を
超
え
る
回
数
を
で
き
る
だ
け
少
な
く
す
る
よ
う
に
努
め
る
も
の
と
す

る
こ
と
。 

四 
勤
務
終
了
後
、
継
続
十
一
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
よ
う
努
め

る
こ
と
を
基
本
と
し
、
休
息
期
間
が
継
続
九
時
間
を
下
回
ら
な
い
も
の
と

す
る
こ
と
。 

２ 

使
用
者
は
、
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転

者
で
あ
っ
て
隔
日
勤
務
に
就
く
も
の
を
使
用
す
る
場
合
は
、
そ
の
拘
束
時
間

及
び
休
息
期
間
に
つ
い
て
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

拘
束
時
間
は
、
一
箇
月
に
つ
い
て
二
百
六
十
二
時
間
を
超
え
な
い
も
の

と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
地
域
的
事
情
そ
の
他
の
特
別
の
事
情
が
あ
る
場

合
に
お
い
て
、
労
使
協
定
に
よ
り
、
一
年
に
つ
い
て
六
箇
月
ま
で
は
、
一

箇
月
の
拘
束
時
間
を
二
百
七
十
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の

と
す
る
。 

      

二 

二
暦
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
は
、
二
十
二
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と

し
、
か
つ
、
二
回
の
隔
日
勤
務
を
平
均
し
隔
日
勤
務
一
回
当
た
り
二
十
一

時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。 

三 

車
庫
待
ち
等
の
自
動
車
運
転
者
の
拘
束
時
間
は
、
一
箇
月
に
つ
い
て
二

百
六
十
二
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、
労
使
協
定
に
よ
り
、
こ
れ
を
二

百
七
十
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し

、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
い
ず
れ
も
満
た
す
場
合
に
限
り
、
二
暦
日
に
つ
い

て
の
拘
束
時
間
は
二
十
四
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
、
か
つ
、
一

箇
月
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
は
こ
の
号
本
文
に
定
め
る
拘
束
時
間
に
十
時

る
要
件
を
満
た
す
場
合
に
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

イ
～
ニ 

（
略
） 

（
新
設
） 

  三 

勤
務
終
了
後
、
継
続
八
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
こ
と
。 

  

２ 

使
用
者
は
、
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転

者
で
あ
っ
て
隔
日
勤
務
に
就
く
も
の
の
拘
束
時
間
及
び
休
息
期
間
に
つ
い
て

は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

拘
束
時
間
は
、
二
暦
日
に
つ
い
て
二
十
一
時
間
、
一
箇
月
に
つ
い
て
二

百
六
十
二
時
間
（
地
域
的
事
情
そ
の
他
の
特
別
の
事
情
が
あ
る
場
合
に
お

い
て
、
労
使
協
定
が
あ
る
と
き
は
、
一
年
の
う
ち
六
箇
月
に
お
い
て
、
当

該
六
箇
月
の
各
月
に
つ
い
て
二
百
七
十
時
間
）
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る

こ
と
。
た
だ
し
、
車
庫
待
ち
等
の
自
動
車
運
転
者
の
二
暦
日
に
つ
い
て
の

拘
束
時
間
は
、
夜
間
四
時
間
以
上
の
仮
眠
時
間
を
与
え
る
こ
と
に
よ
り
、

一
箇
月
に
つ
い
て
労
使
協
定
に
よ
り
定
め
る
回
数
（
当
該
回
数
が
一
箇
月

に
つ
い
て
七
回
を
超
え
る
と
き
は
、
七
回
）
に
限
り
、
二
十
四
時
間
ま
で

延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
箇
月
に
つ
い
て
の

拘
束
時
間
は
、
本
文
に
定
め
る
一
箇
月
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
に
二
十
時

間
を
加
え
た
時
間
を
超
え
て
は
な
ら
な
い
。 

（
新
設
） 

  
（
新
設
） 

     



 

間
を
加
え
た
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。 

イ 

夜
間
四
時
間
以
上
の
仮
眠
を
与
え
る
こ
と
。 

ロ 

第
二
号
に
定
め
る
拘
束
時
間
を
超
え
る
回
数
を
、
労
使
協
定
に
よ
り

、
一
箇
月
に
つ
い
て
七
回
を
超
え
な
い
範
囲
に
お
い
て
定
め
る
こ
と
。 

四 
勤
務
終
了
後
、
継
続
二
十
四
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
よ
う
努

め
る
こ
と
を
基
本
と
し
、
休
息
期
間
が
継
続
二
十
二
時
間
を
下
回
ら
な
い

も
の
と
す
る
こ
と
。 

３ 

第
一
項
第
二
号
に
定
め
る
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
並
び
に
前
項
第
二

号
及
び
第
三
号
に
定
め
る
二
暦
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
の
規
定
の
適
用
に

当
た
っ
て
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
時
間
（
以
下
「
予
期
し

得
な
い
事
象
へ
の
対
応
時
間
」
と
い
う
。
）
を
、
こ
れ
ら
の
拘
束
時
間
か
ら

除
く
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
予
期
し
得
な
い
事
象
へ
の
対

応
時
間
に
よ
り
、
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
が
最
大
拘
束
時
間
を
超
え
た

場
合
は
、
第
一
項
第
四
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
勤
務
終
了
後
、
継
続
十

一
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
、
隔
日
勤
務
一
回
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間

が
二
十
二
時
間
を
超
え
た
場
合
は
、
前
項
第
四
号
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、

勤
務
終
了
後
、
継
続
二
十
四
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
こ
と
と
す
る

。 一 

通
常
予
期
し
得
な
い
事
象
と
し
て
厚
生
労
働
省
労
働
基
準
局
長
が
定
め

る
も
の
に
よ
り
生
じ
た
運
行
の
遅
延
に
対
応
す
る
た
め
の
時
間
で
あ
る
こ

と
。 

二 

客
観
的
な
記
録
に
よ
り
確
認
で
き
る
時
間
で
あ
る
こ
と
。 

４ 

使
用
者
は
、
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転

者
を
休
日
に
労
働
さ
せ
る
場
合
は
、
当
該
労
働
さ
せ
る
休
日
は
二
週
間
に
つ

い
て
一
回
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、
当
該
休
日
の
労
働
に
よ
っ
て
第
一
項
又

は
第
二
項
に
定
め
る
拘
束
時
間
及
び
最
大
拘
束
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す

る
。 

５ 

（
略
） 

 

第
三
条 

労
使
当
事
者
は
、
時
間
外
・
休
日
労
働
協
定
に
お
い
て
ハ
イ
ヤ
ー
に

乗
務
す
る
自
動
車
運
転
者
に
係
る
労
働
時
間
を
延
長
し
て
労
働
さ
せ
る
こ
と

    

二 

勤
務
終
了
後
、
継
続
二
十
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
こ
と
。 

  ３ 

使
用
者
及
び
労
働
者
の
過
半
数
で
組
織
す
る
労
働
組
合
又
は
労
働
者
の
過

半
数
を
代
表
す
る
者
（
以
下
「
労
使
当
事
者
」
と
い
う
。
）
は
、
法
第
三
十

六
条
第
一
項
の
協
定
（
労
働
時
間
の
延
長
に
係
る
も
の
に
限
る
。
以
下
「
時

間
外
労
働
協
定
」
と
い
う
。
）
に
お
い
て
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業

に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
に
係
る
一
日
を
超
え
る
一
定
の
期
間
（
以
下
「

一
定
期
間
」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
の
延
長
時
間
（
法
第
百
四
十
条
第
二
項

の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
法
第
三
十
六
条
第
二
項
第
四
号
に
規

定
す
る
労
働
時
間
を
延
長
し
て
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
を
い
う
。

以
下
同
じ
。
）
に
つ
い
て
協
定
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
一
定
期
間
は
一

箇
月
と
す
る
も
の
と
す
る
。 

 

    ４ 

使
用
者
は
、
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転

者
に
法
第
三
十
五
条
の
休
日
に
労
働
さ
せ
る
場
合
は
、
当
該
労
働
さ
せ
る
休

日
は
二
週
間
に
つ
い
て
一
回
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、
当
該
休
日
の
労
働
に

よ
っ
て
第
一
項
又
は
第
二
項
に
定
め
る
拘
束
時
間
及
び
最
大
拘
束
時
間
の
限

度
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
。 

５ 

（
略
） 

 

第
三
条 

労
使
当
事
者
は
、
時
間
外
労
働
協
定
に
お
い
て
ハ
イ
ヤ
ー
に
乗
務
す

る
自
動
車
運
転
者
に
係
る
一
定
期
間
に
つ
い
て
の
延
長
時
間
に
つ
い
て
協
定



 

が
で
き
る
時
間
に
つ
い
て
協
定
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る

事
項
を
遵
守
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

労
働
時
間
を
延
長
し
て
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
に
つ
い
て
は

、
限
度
時
間
を
超
え
な
い
時
間
に
限
る
こ
と
。 

二 
一
年
に
つ
い
て
の
限
度
時
間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
時

間
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
事
業
場
に
お
け
る
通
常
予
見
す
る
こ

と
の
で
き
な
い
業
務
量
の
大
幅
な
増
加
等
に
伴
い
臨
時
的
に
当
該
限
度
時

間
を
超
え
て
労
働
さ
せ
る
必
要
が
あ
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
法
第
百
四
十

条
第
一
項
の
規
定
に
よ
り
読
み
替
え
て
適
用
す
る
法
第
三
十
六
条
第
五
項

の
規
定
に
よ
り
、
同
条
第
二
項
第
四
号
に
関
し
て
協
定
し
た
時
間
を
含
め

九
百
六
十
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
と
す
る
こ
と
。 

２ 

使
用
者
は
、
時
間
外
・
休
日
労
働
協
定
に
お
い
て
、
労
働
時
間
を
延
長
し

て
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
時
間

数
を
、
休
日
の
労
働
を
定
め
る
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
休
日
に
労
働
さ
せ
る

こ
と
が
で
き
る
時
間
数
を
、
そ
れ
ぞ
れ
で
き
る
限
り
短
く
す
る
よ
う
努
め
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

３ 

使
用
者
は
、
ハ
イ
ヤ
ー
に
乗
務
す
る
自
動
車
運
転
者
が
疲
労
回
復
を
図
る

た
め
に
、
必
要
な
睡
眠
時
間
を
確
保
で
き
る
よ
う
、
勤
務
終
了
後
に
一
定
の

休
息
期
間
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

  

（
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
の
拘
束
時
間
等
） 

第
四
条 

使
用
者
は
、
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
（
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
（

平
成
元
年
法
律
第
八
十
三
号
）
第
二
条
第
一
項
の
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
を

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
を
使
用
す
る
場
合
は
、

そ
の
拘
束
時
間
、
休
息
期
間
及
び
運
転
時
間
に
つ
い
て
、
次
に
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

拘
束
時
間
は
、
一
箇
月
に
つ
い
て
二
百
八
十
四
時
間
を
超
え
ず
、
か
つ

、
一
年
に
つ
い
て
三
千
三
百
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ

し
、
労
使
協
定
に
よ
り
、
一
年
に
つ
い
て
六
箇
月
ま
で
は
、
一
箇
月
に
つ

す
る
に
当
た
っ
て
は
、
次
の
各
号
に
掲
げ
る
事
項
を
十
分
考
慮
す
る
よ
う
に

努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。 

一 

一
定
期
間
に
つ
い
て
の
延
長
時
間
に
係
る
一
定
期
間
は
、
一
箇
月
又
は

三
箇
月
及
び
一
年
間
と
す
る
こ
と
。 

二 

一
定
期
間
に
つ
い
て
の
延
長
時
間
は
、
次
の
表
の
上
欄
に
掲
げ
る
一
定

期
間
の
区
分
に
応
じ
、
そ
れ
ぞ
れ
同
表
の
下
欄
に
掲
げ
る
時
間
（
以
下
「

目
安
時
間
」
と
い
う
。
）
以
内
の
時
間
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
あ
ら
か

じ
め
、
目
安
時
間
以
内
の
時
間
の
一
定
期
間
に
つ
い
て
の
延
長
時
間
を
定

め
、
か
つ
、
目
安
時
間
を
超
え
て
労
働
時
間
を
延
長
し
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
特
別
の
事
情
が
生
じ
た
と
き
に
限
り
、
一
定
期
間
に
つ
い
て
の
延
長
時

間
を
定
め
た
当
該
一
定
期
間
ご
と
に
、
労
使
当
事
者
間
に
お
い
て
定
め
る

手
続
を
経
て
、
目
安
時
間
を
超
え
る
一
定
の
時
間
ま
で
労
働
時
間
を
延
長

す
る
こ
と
が
で
き
る
旨
を
定
め
る
場
合
は
、
こ
の
限
り
で
な
い
。 

 

一

定

期

間 
 
 

目

安

時

間 
 

一
箇
月 

五
十
時
間 

三
箇
月 

百
四
十
時
間 

一
年
間 

四
百
五
十
時
間 

備
考 

下
欄
に
掲
げ
る
時
間
は
、
法
第
三
十
二
条
か
ら
第
三
十
二
条

の
四
ま
で
の
規
定
に
よ
り
労
働
さ
せ
る
こ
と
が
で
き
る
最
長
の
労

働
時
間
を
超
え
て
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
時
間
で
あ
る
。 

 

（
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
の
拘
束
時
間
等
） 

第
四
条 

使
用
者
は
、
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
（
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
（

平
成
元
年
法
律
第
八
十
三
号
）
第
二
条
第
一
項
の
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
を

い
う
。
以
下
同
じ
。
）
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
の
拘
束
時
間
、
休
息
期

間
及
び
運
転
時
間
に
つ
い
て
は
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る

。 一 

拘
束
時
間
は
、
一
箇
月
に
つ
い
て
二
百
九
十
三
時
間
を
超
え
な
い
も
の

と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
労
使
協
定
が
あ
る
と
き
は
、
一
年
の
う
ち
六
箇

月
ま
で
は
、
一
年
間
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
が
三
千
五
百
十
六
時
間
を
超



 

い
て
三
百
十
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
、
か
つ
、
一
年
に
つ
い
て

三
千
四
百
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。 

二 

前
号
た
だ
し
書
の
場
合
に
お
い
て
、
一
箇
月
の
拘
束
時
間
が
二
百
八
十

四
時
間
を
超
え
る
月
が
三
箇
月
を
超
え
て
連
続
し
な
い
も
の
と
し
、
か
つ

、
一
箇
月
の
時
間
外
労
働
及
び
休
日
労
働
の
合
計
時
間
数
が
百
時
間
未
満

と
な
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。 

三 

一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
は
、
十
三
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、

当
該
拘
束
時
間
を
延
長
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
最
大
拘
束
時
間
は
十
五

時
間
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動

車
運
転
者
に
係
る
一
週
間
に
お
け
る
運
行
が
全
て
長
距
離
貨
物
運
送
（
一

の
運
行
（
自
動
車
運
転
者
が
所
属
す
る
事
業
場
を
出
発
し
て
か
ら
当
該
事

業
場
に
帰
着
す
る
ま
で
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
走

行
距
離
が
四
百
五
十
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
以
上
の
貨
物
運
送
を
い
う
。
）
で
あ

り
、
か
つ
、
一
の
運
行
に
お
け
る
休
息
期
間
が
、
当
該
自
動
車
運
転
者
の

住
所
地
以
外
の
場
所
に
お
け
る
も
の
で
あ
る
場
合
に
お
い
て
は
、
当
該
一

週
間
に
つ
い
て
二
回
に
限
り
最
大
拘
束
時
間
を
十
六
時
間
と
す
る
こ
と
が

で
き
る
。 

四 

前
号
の
場
合
に
お
い
て
、
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
が
十
四
時
間
を

超
え
る
回
数
を
で
き
る
だ
け
少
な
く
す
る
よ
う
努
め
る
も
の
と
す
る
こ
と

。 

五 

勤
務
終
了
後
、
継
続
十
一
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
よ
う
努
め

る
こ
と
を
基
本
と
し
、
休
息
期
間
が
継
続
九
時
間
を
下
回
ら
な
い
も
の
と

す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
第
三
号
た
だ
し
書
に
該
当
す
る
場
合
、
当
該
一
週

間
に
つ
い
て
二
回
に
限
り
、
休
息
期
間
を
継
続
八
時
間
と
す
る
こ
と
が
で

き
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
の
運
行
終
了
後
、
継
続
十
二
時
間
以
上

の
休
息
期
間
を
与
え
る
も
の
と
す
る
。 

六 

（
略
） 

七 

連
続
運
転
時
間
（
一
回
が
お
お
む
ね
連
続
十
分
以
上
で
、
か
つ
、
合
計

が
三
十
分
以
上
の
運
転
の
中
断
を
す
る
こ
と
な
く
連
続
し
て
運
転
す
る
時

間
を
い
う
。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
四
時
間
を
超
え
な
い

も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
高
速
自
動
車
国
道
（
高
速
自
動
車
国
道
法

え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、
三
百
二
十
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き

る
。 

（
新
設
） 

   

二 

一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
は
、
十
三
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、

当
該
拘
束
時
間
を
延
長
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
最
大
拘
束
時
間
は
、
十

六
時
間
と
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時

間
が
十
五
時
間
を
超
え
る
回
数
は
、
一
週
間
に
つ
い
て
二
回
以
内
と
す
る

こ
と
。 

      

（
新
設
） 

  

三 

勤
務
終
了
後
、
継
続
八
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
こ
と
。 

     
四 
（
略
） 

五 

連
続
運
転
時
間
（
一
回
が
連
続
十
分
以
上
で
、
か
つ
、
合
計
が
三
十
分

以
上
の
運
転
の
中
断
を
す
る
こ
と
な
く
連
続
し
て
運
転
す
る
時
間
を
い
う

。
次
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
四
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
こ
と

。 



 

（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
七
十
九
号
）
第
四
条
第
一
項
の
高
速
自
動
車
国

道
を
い
う
。
）
又
は
自
動
車
専
用
道
路
（
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律

第
百
八
十
号
）
第
四
十
八
条
の
二
第
一
項
若
し
く
は
第
二
項
の
規
定
に
よ

り
指
定
を
受
け
た
道
路
を
い
う
。
）
（
以
下
「
高
速
道
路
等
」
と
い
う
。

）
の
サ
ー
ビ
ス
エ
リ
ア
又
は
パ
ー
キ
ン
グ
エ
リ
ア
（
道
路
法
施
行
令
（
昭

和
二
十
七
年
政
令
第
四
百
七
十
九
号
）
第
七
条
第
十
三
号
若
し
く
は
高
速

自
動
車
国
道
法
第
十
一
条
第
二
号
に
定
め
る
施
設
を
い
う
。
）
等
に
駐
車

又
は
停
車
で
き
な
い
た
め
、
や
む
を
得
ず
連
続
運
転
時
間
が
四
時
間
を
超

え
る
場
合
に
は
、
連
続
運
転
時
間
を
四
時
間
三
十
分
ま
で
延
長
す
る
こ
と

が
で
き
る
も
の
と
す
る
。 

八 

前
号
に
定
め
る
運
転
の
中
断
に
つ
い
て
は
、
原
則
と
し
て
休
憩
を
与
え

る
も
の
と
す
る
。 

２ 

（
略
） 

３ 

第
一
項
第
三
号
に
定
め
る
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
、
同
項
第
六
号
に

定
め
る
二
日
を
平
均
し
た
一
日
当
た
り
の
運
転
時
間
及
び
同
項
第
七
号
に
定

め
る
連
続
運
転
時
間
の
規
定
の
適
用
に
当
た
っ
て
は
、
予
期
し
得
な
い
事
象

へ
の
対
応
時
間
を
当
該
拘
束
時
間
、
運
転
時
間
及
び
連
続
運
転
時
間
か
ら
除

く
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
、
勤
務
終
了
後
、
同
項
第
五
号
本
文
に
定
め

る
継
続
し
た
休
息
期
間
を
与
え
る
こ
と
。 

４ 

第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場

合
に
は
、
拘
束
時
間
及
び
休
息
期
間
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
次
に
定
め
る

と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

業
務
の
必
要
上
、
勤
務
の
終
了
後
継
続
九
時
間
（
第
一
項
第
三
号
た
だ

し
書
に
該
当
す
る
場
合
は
継
続
八
時
間
）
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
こ

と
が
困
難
な
場
合
、
次
に
掲
げ
る
要
件
を
満
た
す
も
の
に
限
り
、
当
分
の

間
、
一
定
期
間
（
一
箇
月
程
度
を
限
度
と
す
る
。
）
に
お
け
る
全
勤
務
回

数
の
二
分
の
一
を
限
度
に
、
休
息
期
間
を
拘
束
時
間
の
途
中
及
び
拘
束
時

間
の
経
過
直
後
に
分
割
し
て
与
え
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。 

イ 

分
割
さ
れ
た
休
息
期
間
は
、
一
回
当
た
り
継
続
三
時
間
以
上
と
し
、

二
分
割
又
は
三
分
割
と
す
る
こ
と
。 

ロ 

一
日
に
お
い
て
、
二
分
割
の
場
合
は
合
計
十
時
間
以
上
、
三
分
割
の

          

 

（
新
設
） 

 

２ 

（
略
） 

（
新
設
） 

     

３ 

第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場

合
に
は
、
拘
束
時
間
及
び
休
息
期
間
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
省
労
働
基
準

局
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

一 

業
務
の
必
要
上
、
勤
務
の
終
了
後
継
続
八
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与

え
る
こ
と
が
困
難
な
場
合 

    

（
新
設
） 

 

（
新
設
） 



 

場
合
は
合
計
十
二
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
な
け
れ
ば
な
ら
な
い

こ
と
。 

ハ 

休
息
期
間
を
三
分
割
と
す
る
日
が
連
続
し
な
い
よ
う
努
め
る
も
の
と

す
る
。 

二 
自
動
車
運
転
者
が
同
時
に
一
台
の
自
動
車
に
二
人
以
上
乗
務
す
る
場
合

で
あ
っ
て
、
車
両
内
に
身
体
を
伸
ば
し
て
休
息
で
き
る
設
備
が
あ
る
と
き

は
、
最
大
拘
束
時
間
を
二
十
時
間
ま
で
延
長
す
る
と
と
も
に
、
休
息
期
間

を
四
時
間
ま
で
短
縮
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
設
備
が

自
動
車
運
転
者
の
休
息
の
た
め
の
ベ
ッ
ド
又
は
こ
れ
に
準
ず
る
も
の
と
し

て
厚
生
労
働
省
労
働
基
準
局
長
が
定
め
る
設
備
に
該
当
す
る
場
合
で
、
か

つ
、
勤
務
終
了
後
、
継
続
十
一
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
場
合
は

、
最
大
拘
束
時
間
を
二
十
四
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の

場
合
に
お
い
て
、
八
時
間
以
上
の
仮
眠
を
与
え
る
場
合
に
は
、
当
該
拘
束

時
間
を
二
十
八
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

三 

業
務
の
必
要
上
や
む
を
得
な
い
場
合
に
は
、
当
分
の
間
、
二
暦
日
に
つ

い
て
の
拘
束
時
間
が
二
十
一
時
間
を
超
え
ず
、
か
つ
、
勤
務
終
了
後
、
継

続
二
十
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
場
合
に
限
り
、
自
動
車
運
転
者

を
隔
日
勤
務
に
就
か
せ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。
た
だ
し
、
厚
生
労
働
省

労
働
基
準
局
長
が
定
め
る
施
設
に
お
い
て
、
夜
間
四
時
間
以
上
の
仮
眠
を

与
え
る
場
合
に
は
、
二
週
間
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
が
百
二
十
六
時
間
を

超
え
な
い
範
囲
に
お
い
て
、
当
該
二
週
間
に
つ
い
て
三
回
を
限
度
に
、
二

暦
日
の
拘
束
時
間
を
二
十
四
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

四 

自
動
車
運
転
者
が
フ
ェ
リ
ー
に
乗
船
し
て
い
る
時
間
は
、
原
則
と
し
て

休
息
期
間
と
し
、
こ
の
条
の
規
定
に
よ
り
与
え
る
べ
き
休
息
期
間
か
ら
当

該
時
間
を
除
く
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
時
間
を
除
い
た
後

の
休
息
期
間
に
つ
い
て
は
、
第
二
号
の
場
合
を
除
き
、
フ
ェ
リ
ー
を
下
船

し
た
時
刻
か
ら
終
業
の
時
刻
ま
で
の
時
間
の
二
分
の
一
を
下
回
っ
て
は
な

ら
な
い
。 

（
削
る
） 

  

  

（
新
設
） 

 

二 

自
動
車
運
転
者
が
同
時
に
一
台
の
自
動
車
に
二
人
以
上
乗
務
す
る
場
合 

         

三 

自
動
車
運
転
者
が
隔
日
勤
務
に
就
く
場
合 

       

四 

自
動
車
運
転
者
が
フ
ェ
リ
ー
に
乗
船
す
る
場
合 

     ４ 

労
使
当
事
者
は
、
時
間
外
労
働
協
定
に
お
い
て
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
に

従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
に
係
る
一
定
期
間
に
つ
い
て
の
延
長
時
間
に
つ
い

て
協
定
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
当
該
一
定
期
間
は
、
二
週
間
及
び
一
箇
月
以



 

 

５ 

使
用
者
は
、
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
に
休
日

に
労
働
さ
せ
る
場
合
は
、
当
該
労
働
さ
せ
る
休
日
は
二
週
間
に
つ
い
て
一
回

を
超
え
な
い
も
の
と
し
、
当
該
休
日
の
労
働
に
よ
っ
て
第
一
項
に
定
め
る
拘

束
時
間
及
び
最
大
拘
束
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
。 

 

６ 

（
略
） 

 

（
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
以
外
の
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事

す
る
自
動
車
運
転
者
の
拘
束
時
間
等
） 

第
五
条 

使
用
者
は
、
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
以
外
の
旅
客
自
動
車

運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
並
び
に
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
及
び

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
以
外
の
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
で
あ
っ
て

、
主
と
し
て
人
を
運
送
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
自
動
車
の
運
転
の
業
務
に

従
事
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
こ
れ
ら
を
総
称
し
て
「
バ
ス
運
転

者
等
」
と
い
う
。
）
を
使
用
す
る
場
合
は
、
そ
の
拘
束
時
間
、
休
息
期
間
及

び
運
転
時
間
に
つ
い
て
、
次
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

拘
束
時
間
は
、
次
の
い
ず
れ
か
の
基
準
を
満
た
す
も
の
と
す
る
。 

             

上
三
箇
月
以
内
の
一
定
の
期
間
と
す
る
も
の
と
す
る
。 

５ 

使
用
者
は
、
貨
物
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
に
法
第

三
十
五
条
の
休
日
に
労
働
さ
せ
る
場
合
は
、
当
該
労
働
さ
せ
る
休
日
は
二
週

間
に
つ
い
て
一
回
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、
当
該
休
日
の
労
働
に
よ
っ
て
第

一
項
に
定
め
る
拘
束
時
間
及
び
最
大
拘
束
時
間
の
限
度
を
超
え
な
い
も
の
と

す
る
。 

６ 

（
略
） 

 

（
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
以
外
の
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
に
従
事

す
る
自
動
車
運
転
者
の
拘
束
時
間
等
） 

第
五
条 

使
用
者
は
、
一
般
乗
用
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
以
外
の
旅
客
自
動
車

運
送
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
並
び
に
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
及
び

貨
物
自
動
車
運
送
事
業
以
外
の
事
業
に
従
事
す
る
自
動
車
運
転
者
で
あ
っ
て

、
主
と
し
て
人
を
運
送
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
自
動
車
の
運
転
の
業
務
に

従
事
す
る
も
の
（
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
「
バ
ス
運
転
者
等
」
と
い
う
。
）

の
拘
束
時
間
、
休
息
期
間
及
び
運
転
時
間
に
つ
い
て
は
、
次
に
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

拘
束
時
間
は
、
四
週
間
を
平
均
し
一
週
間
当
た
り
六
十
五
時
間
を
超
え

な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
貸
切
バ
ス
（
一
般
貸
切
旅
客
自
動
車

運
送
事
業
（
道
路
運
送
法
第
三
条
第
一
号
ロ
の
一
般
貸
切
旅
客
自
動
車
運

送
事
業
を
い
う
。
）
の
用
に
供
す
る
自
動
車
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お

い
て
同
じ
。
）
を
運
行
す
る
営
業
所
に
お
い
て
運
転
の
業
務
に
従
事
す
る

者
、
貸
切
バ
ス
に
乗
務
す
る
者
及
び
起
点
か
ら
終
点
ま
で
の
キ
ロ
程
が
概

ね
百
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
運
行
系
統
を
運
行
す
る
一
般
乗
合
旅
客
自

動
車
運
送
事
業
（
同
号
イ
の
一
般
乗
合
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
を
い
う
。

以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
用
に
供
す
る
自
動
車
で
あ
っ
て
、
高

速
自
動
車
国
道
（
高
速
自
動
車
国
道
法
（
昭
和
三
十
二
年
法
律
第
七
十
九

号
）
第
四
条
第
一
項
の
高
速
自
動
車
国
道
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い

て
同
じ
。
）
及
び
自
動
車
専
用
道
路
（
道
路
法
（
昭
和
二
十
七
年
法
律
第

百
八
十
号
）
第
四
十
八
条
の
二
の
自
動
車
専
用
道
路
を
い
う
。
以
下
こ
の

項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
利
用
区
間
の
キ
ロ
程
が
五
十
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
以



 

     
イ 
一
箇
月
に
つ
い
て
二
百
八
十
一
時
間
を
超
え
ず
、
か
つ
、
一
年
に
つ

い
て
三
千
三
百
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、
貸
切

バ
ス
（
一
般
貸
切
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
（
道
路
運
送
法
第
三
条
第
一

号
ロ
の
一
般
貸
切
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
を
い
う
。
）
の
用
に
供
す
る

自
動
車
を
い
う
。
以
下
こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
を
運
行
す
る
営
業

所
に
お
い
て
運
転
の
業
務
に
従
事
す
る
者
、
一
般
乗
合
旅
客
自
動
車
運

送
事
業
（
同
号
イ
の
一
般
乗
合
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
を
い
う
。
以
下

こ
の
項
に
お
い
て
同
じ
。
）
の
用
に
供
す
る
自
動
車
で
あ
っ
て
、
行
事

等
の
事
由
に
よ
る
一
時
的
な
需
要
に
応
じ
て
追
加
的
に
自
動
車
を
運
行

す
る
営
業
所
に
お
い
て
運
行
さ
れ
る
も
の
に
乗
務
す
る
者
、
起
点
か
ら

終
点
ま
で
の
キ
ロ
程
が
お
お
む
ね
百
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
を
超
え
る
運
行
系

統
を
運
行
す
る
一
般
乗
合
旅
客
自
動
車
運
送
事
業
の
用
に
供
す
る
自
動

車
で
あ
っ
て
、
高
速
道
路
等
の
利
用
区
間
の
キ
ロ
程
が
五
十
キ
ロ
メ
ー

ト
ル
以
上
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
キ
ロ
程
が
起
点
か
ら
終
点
ま
で
の
キ

ロ
程
の
四
分
の
一
以
上
の
も
の
に
乗
務
す
る
者
（
第
六
号
に
お
い
て
「

特
定
運
転
者
」
と
い
う
。
）
及
び
貸
切
バ
ス
に
乗
務
す
る
者
（
以
下
こ

れ
ら
を
総
称
し
て
「
貸
切
バ
ス
等
乗
務
者
」
と
い
う
。
）
の
拘
束
時
間

は
、
労
使
協
定
に
よ
り
、
一
年
に
つ
い
て
六
箇
月
ま
で
は
、
一
箇
月
に

つ
い
て
二
百
九
十
四
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
、
か
つ
、
一
年

に
つ
い
て
三
千
四
百
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

ロ 

四
週
間
を
平
均
し
一
週
間
当
た
り
六
十
五
時
間
を
超
え
ず
、
か
つ
、

五
十
二
週
間
に
つ
い
て
三
千
三
百
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
こ
と

。
た
だ
し
、
貸
切
バ
ス
等
乗
務
者
の
拘
束
時
間
は
、
労
使
協
定
に
よ
り

、
五
十
二
週
間
の
う
ち
二
十
四
週
間
ま
で
は
四
週
間
を
平
均
し
一
週
間

当
た
り
六
十
八
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
、
か
つ
、
五
十
二
週

間
に
つ
い
て
三
千
四
百
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

上
で
あ
り
、
か
つ
、
当
該
キ
ロ
程
が
起
点
か
ら
終
点
ま
で
の
キ
ロ
程
の
四

分
の
一
以
上
の
も
の
に
乗
務
す
る
者
（
第
四
号
に
お
い
て
「
特
定
運
転
者

」
と
い
う
。
）
に
つ
い
て
は
、
労
使
協
定
が
あ
る
と
き
は
、
五
十
二
週
間

の
う
ち
十
六
週
間
ま
で
は
、
四
週
間
を
平
均
し
一
週
間
当
た
り
七
十
一
・

五
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

（
新
設
） 

                  

 

（
新
設
） 

     



 

二 

前
号
イ
た
だ
し
書
の
場
合
に
お
い
て
は
、
一
箇
月
の
拘
束
時
間
に
つ
い

て
二
百
八
十
一
時
間
を
超
え
る
月
が
四
箇
月
を
超
え
て
連
続
し
な
い
も
の

と
し
、
前
号
ロ
た
だ
し
書
の
場
合
に
お
い
て
は
、
四
週
間
を
平
均
し
た
一

週
間
当
た
り
の
拘
束
時
間
が
六
十
五
時
間
を
超
え
る
週
が
十
六
週
間
を
超

え
て
連
続
し
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。 

三 
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
は
、
十
三
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、

当
該
拘
束
時
間
を
延
長
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
最
大
拘
束
時
間
は
、
十

五
時
間
と
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時

間
が
十
四
時
間
を
超
え
る
回
数
を
で
き
る
だ
け
少
な
く
す
る
よ
う
努
め
る

も
の
と
す
る
。 

四 

勤
務
終
了
後
、
継
続
十
一
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
よ
う
努
め

る
こ
と
を
基
本
と
し
、
休
息
期
間
が
継
続
九
時
間
を
下
回
ら
な
い
も
の
と

す
る
こ
と
。 

五 

運
転
時
間
は
、
二
日
を
平
均
し
一
日
当
た
り
九
時
間
、
四
週
間
を
平
均

し
一
週
間
当
た
り
四
十
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、

貸
切
バ
ス
等
乗
務
者
に
つ
い
て
は
、
労
使
協
定
に
よ
り
、
五
十
二
週
間
に

つ
い
て
の
運
転
時
間
が
二
千
八
十
時
間
を
超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、

五
十
二
週
間
の
う
ち
十
六
週
間
ま
で
は
、
四
週
間
を
平
均
し
一
週
間
当
た

り
四
十
四
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

  

六 

連
続
運
転
時
間
（
一
回
が
連
続
十
分
以
上
で
、
か
つ
、
合
計
が
三
十
分

以
上
の
運
転
の
中
断
を
す
る
こ
と
な
く
連
続
し
て
運
転
す
る
時
間
を
い
う

。
以
下
こ
の
条
に
お
い
て
同
じ
。
）
は
、
四
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す

る
こ
と
。
た
だ
し
、
特
定
運
転
者
及
び
貸
切
バ
ス
に
乗
務
す
る
者
が
高
速

道
路
等
（
旅
客
が
乗
車
す
る
こ
と
が
で
き
る
区
間
と
し
て
設
定
し
た
も
の

に
限
る
。
）
を
運
行
す
る
場
合
は
、
一
の
連
続
運
転
時
間
に
つ
い
て
の
高

速
道
路
等
に
お
け
る
連
続
運
転
時
間
（
夜
間
に
お
い
て
長
距
離
の
運
行
を

行
う
貸
切
バ
ス
に
つ
い
て
は
、
高
速
道
路
等
以
外
の
区
間
に
お
け
る
運
転

時
間
を
含
む
。
）
は
お
お
む
ね
二
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
よ
う
努

め
る
も
の
と
す
る
。 

（
新
設
） 

    

二 

一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
は
、
十
三
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、

当
該
拘
束
時
間
を
延
長
す
る
場
合
で
あ
っ
て
も
、
最
大
拘
束
時
間
は
、
十

六
時
間
と
す
る
こ
と
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時

間
が
十
五
時
間
を
超
え
る
回
数
は
、
一
週
間
に
つ
い
て
二
回
以
内
と
す
る

こ
と
。 

三 

勤
務
終
了
後
、
継
続
八
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
こ
と
。 

  

四 

運
転
時
間
は
、
二
日
を
平
均
し
一
日
当
た
り
九
時
間
、
四
週
間
を
平
均

し
一
週
間
当
た
り
四
十
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。
た
だ
し
、

貸
切
バ
ス
を
運
行
す
る
営
業
所
に
お
い
て
運
転
の
業
務
に
従
事
す
る
者
、

貸
切
バ
ス
に
乗
務
す
る
者
及
び
特
定
運
転
者
に
つ
い
て
は
、
労
使
協
定
が

あ
る
と
き
は
、
五
十
二
週
間
に
つ
い
て
の
運
転
時
間
が
二
千
八
十
時
間
を

超
え
な
い
範
囲
内
に
お
い
て
、
五
十
二
週
間
の
う
ち
十
六
週
間
ま
で
は
、

四
週
間
を
平
均
し
一
週
間
当
た
り
四
十
四
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で

き
る
。 

五 

連
続
運
転
時
間
は
、
四
時
間
を
超
え
な
い
も
の
と
す
る
こ
と
。 

         



 

七 

前
号
の
場
合
に
お
い
て
、
交
通
の
円
滑
を
図
る
た
め
、
駐
車
又
は
停
車

し
た
自
動
車
を
予
定
さ
れ
た
場
所
か
ら
移
動
さ
せ
る
必
要
が
生
じ
た
こ
と

に
よ
り
運
転
し
た
時
間
（
一
の
連
続
運
転
時
間
が
終
了
す
る
ま
で
の
間
に

つ
き
三
十
分
を
上
限
と
す
る
。
）
を
、
当
該
必
要
が
生
じ
た
こ
と
に
関
す

る
記
録
が
あ
る
場
合
に
限
り
、
連
続
運
転
時
間
か
ら
除
く
こ
と
が
で
き
る

。 

２ 

（
略
） 

３ 

第
一
項
第
三
号
に
定
め
る
一
日
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
、
同
項
第
五
号
に

定
め
る
二
日
を
平
均
し
た
一
日
当
た
り
の
運
転
時
間
及
び
同
項
第
六
号
に
定

め
る
連
続
運
転
時
間
の
規
定
の
適
用
に
当
た
っ
て
は
、
予
期
し
得
な
い
事
象

へ
の
対
応
時
間
を
当
該
拘
束
時
間
、
運
転
時
間
及
び
連
続
運
転
時
間
か
ら
除

く
こ
と
が
で
き
る
。
こ
の
場
合
、
勤
務
終
了
後
、
同
項
第
四
号
に
定
め
る
継

続
し
た
休
息
期
間
を
与
え
る
こ
と
。 

４ 

第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場

合
に
は
、
拘
束
時
間
及
び
休
息
期
間
に
つ
い
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
次
の
当
該
各

号
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
も
の
と
す
る
。 

一 

業
務
の
必
要
上
、
勤
務
の
終
了
後
継
続
九
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与

え
る
こ
と
が
困
難
な
場
合
、
当
分
の
間
、
一
定
期
間
（
一
箇
月
を
限
度
と

す
る
。
）
に
お
け
る
全
勤
務
回
数
の
二
分
の
一
を
限
度
に
、
休
息
期
間
を

拘
束
時
間
の
途
中
及
び
拘
束
時
間
の
経
過
直
後
の
二
回
に
分
割
し
て
与
え

る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。
こ
の
場
合
に
お
い
て
、
分
割
さ
れ
た
休

息
期
間
は
、
一
日
に
お
い
て
一
回
当
た
り
継
続
四
時
間
以
上
、
合
計
十
一

時
間
以
上
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
も
の
と
す
る
。 

二 

バ
ス
運
転
者
等
が
同
時
に
一
台
の
自
動
車
に
二
人
以
上
乗
務
す
る
場
合

で
あ
っ
て
、
車
両
内
に
身
体
を
伸
ば
し
て
休
息
で
き
る
設
備
が
あ
る
場
合

は
、
次
に
掲
げ
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
最
大
拘
束
時
間
を
延
長
し
、
休
息
期

間
を
短
縮
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

イ 

当
該
設
備
が
バ
ス
運
転
者
等
の
専
用
の
座
席
で
あ
り
、
か
つ
、
厚
生

労
働
省
労
働
基
準
局
長
が
定
め
る
要
件
を
満
た
す
場
合
は
、
最
大
拘
束

時
間
を
十
九
時
間
ま
で
延
長
し
、
休
息
期
間
を
五
時
間
ま
で
短
縮
す
る

こ
と
が
で
き
る
も
の
と
す
る
。 

（
新
設
） 

     

２ 

（
略
） 

（
新
設
） 

     

３ 

第
一
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
場

合
に
は
、
拘
束
時
間
及
び
休
息
期
間
に
つ
い
て
は
、
厚
生
労
働
省
労
働
基
準

局
長
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
る
こ
と
が
で
き
る
。 

一 

業
務
の
必
要
上
、
勤
務
の
終
了
後
継
続
八
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与

え
る
こ
と
が
困
難
な
場
合 

     

二 

バ
ス
運
転
者
等
が
同
時
に
一
台
の
自
動
車
に
二
人
以
上
乗
務
す
る
場
合 

   

（
新
設
） 

   



 

ロ 

当
該
設
備
と
し
て
ベ
ッ
ド
が
設
け
ら
れ
て
い
る
場
合
そ
の
他
バ
ス
運

転
者
等
の
休
息
の
た
め
の
措
置
と
し
て
厚
生
労
働
省
労
働
基
準
局
長
が

定
め
る
措
置
が
講
じ
ら
れ
て
い
る
場
合
は
、
最
大
拘
束
時
間
を
二
十
時

間
ま
で
延
長
し
、
休
息
期
間
を
四
時
間
ま
で
短
縮
す
る
こ
と
が
で
き
る

も
の
と
す
る
。 

三 
業
務
の
必
要
上
や
む
を
得
な
い
場
合
に
は
、
当
分
の
間
、
二
暦
日
に
つ

い
て
の
拘
束
時
間
が
二
十
一
時
間
を
超
え
ず
、
か
つ
、
勤
務
終
了
後
、
継

続
二
十
時
間
以
上
の
休
息
期
間
を
与
え
る
場
合
に
限
り
、
バ
ス
運
転
者
等

を
隔
日
勤
務
に
就
か
せ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。
た
だ
し
、
厚
生
労
働
省

労
働
基
準
局
長
が
定
め
る
施
設
に
お
い
て
、
夜
間
四
時
間
以
上
の
仮
眠
を

与
え
る
場
合
に
は
、
二
週
間
に
つ
い
て
の
拘
束
時
間
が
百
二
十
六
時
間
を

超
え
な
い
範
囲
に
お
い
て
、
当
該
二
週
間
に
つ
い
て
三
回
を
限
度
に
、
二

暦
日
の
拘
束
時
間
を
二
十
四
時
間
ま
で
延
長
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

四 

バ
ス
運
転
者
等
が
フ
ェ
リ
ー
に
乗
船
し
て
い
る
時
間
は
、
原
則
と
し
て

休
息
期
間
と
し
、
こ
の
条
の
規
定
に
よ
り
与
え
る
べ
き
休
息
期
間
か
ら
当

該
時
間
を
除
く
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。
た
だ
し
、
当
該
時
間
を
除
い
た
後

の
休
息
期
間
に
つ
い
て
は
、
第
二
号
の
場
合
を
除
き
、
フ
ェ
リ
ー
を
下
船

し
た
時
刻
か
ら
終
業
の
時
刻
ま
で
の
時
間
の
二
分
の
一
を
下
回
っ
て
は
な

ら
な
い
。 

（
削
る
） 

   

（
新
設
） 

    

三 

バ
ス
運
転
者
等
が
隔
日
勤
務
に
就
く
場
合 

       

四 

バ
ス
運
転
者
等
が
フ
ェ
リ
ー
に
乗
船
す
る
場
合 

     

４ 

労
使
当
事
者
は
、
時
間
外
労
働
協
定
に
お
い
て
バ
ス
運
転
者
等
に
係
る
一

定
期
間
に
つ
い
て
の
延
長
時
間
に
つ
い
て
協
定
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
当
該

一
定
期
間
は
、
二
週
間
及
び
一
箇
月
以
上
三
箇
月
以
内
の
一
定
の
期
間
と
す

る
も
の
と
す
る
。 

５ 

使
用
者
は
、
バ
ス
運
転
者
等
に
休
日
に
労
働
さ
せ
る
場
合
は
、
当
該
労
働

さ
せ
る
休
日
は
二
週
間
に
つ
い
て
一
回
を
超
え
な
い
も
の
と
し
、
当
該
休
日

の
労
働
に
よ
っ
て
第
一
項
に
定
め
る
拘
束
時
間
及
び
最
大
拘
束
時
間
を
超
え

な
い
も
の
と
す
る
。 

５ 

使
用
者
は
、
バ
ス
運
転
者
等
に
法
第
三
十
五
条
の
休
日
に
労
働
さ
せ
る
場

合
は
、
当
該
労
働
さ
せ
る
休
日
は
二
週
間
に
つ
い
て
一
回
を
超
え
な
い
も
の

と
し
、
当
該
休
日
の
労
働
に
よ
っ
て
第
一
項
に
定
め
る
拘
束
時
間
及
び
最
大

拘
束
時
間
の
限
度
を
超
え
な
い
も
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○自動車運転者の労働時間等の改善のための基準 

（平成元年二月九日） 

（労働省告示第七号） 

改正 平成 三年一〇月三一日労働省告示  第 七九号 

同  四年一一月三〇日同      第 九九号 

同  九年 一月三〇日同      第  四号 

同 一一年 四月 一日同      第 二九号 

同 一二年一二月二五日同      第一二〇号 

同 三〇年 九月 七日厚生労働省告示第三二二号 

令和 四年一二月二三日同      第三六七号 

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準を次のとおり定める。 

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準 

（目的等） 

第一条 この基準は、自動車運転者（労働基準法（昭和二十二年法律第四十九号。以下「法」

という。）第九条に規定する労働者（同居の親族のみを使用する事業又は事務所に使用され

る者及び家事使用人を除く。）であって、四輪以上の自動車の運転の業務（厚生労働省労働

基準局長が定めるものを除く。）に主として従事する者をいう。以下同じ。）の労働時間等

の改善のための基準を定めることにより、自動車運転者の労働時間等の労働条件の向上を図

ることを目的とする。 

２ 労働関係の当事者は、この基準を理由として自動車運転者の労働条件を低下させてはなら

ないことはもとより、その向上に努めなければならない。 

３ 使用者及び労働者の過半数で組織する労働組合又は労働者の過半数を代表する者（以下

「労使当事者」という。）は、法第三十二条から第三十二条の五まで若しくは第四十条の労

働時間（以下「労働時間」という。）を延長し、又は法第三十五条の休日（以下「休日」と

いう。）に労働させるための法第三十六条第一項の協定（以下「時間外・休日労働協定」と

いう。）をする場合において、次の各号に掲げる事項に十分留意しなければならない。 

一 労働時間を延長して労働させることができる時間は、法第三十六条第四項の規定によ

り、一箇月について四十五時間及び一年について三百六十時間（法第三十二条の四第一項

第二号の対象期間として三箇月を超える期間を定めて同条の規定により労働させる場合に

あっては、一箇月について四十二時間及び一年について三百二十時間。以下「限度時間」

という。）を超えない時間に限ることとされていること。 

二 前号に定める一年についての限度時間を超えて労働させることができる時間を定めるに

当たっては、事業場における通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い臨

時的に当該限度時間を超えて労働させる必要がある場合であっても、法第百四十条第一項

の規定により読み替えて適用する法第三十六条第五項の規定により、同条第二項第四号に
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関して協定した時間を含め九百六十時間を超えない範囲内とされていること。 

三 前二号に掲げる事項のほか、労働時間の延長及び休日の労働は必要最小限にとどめられ

るべきであることその他の労働時間の延長及び休日の労働を適正なものとするために必要

な事項については、労働基準法第三十六条第一項の協定で定める労働時間の延長及び休日

の労働について留意すべき事項等に関する指針（平成三十年厚生労働省告示第三百二十三

号）において定められていること。 

 

（一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等） 

第二条 使用者は、一般乗用旅客自動車運送事業（道路運送法（昭和二十六年法律第百八十三

号）第三条第一号ハの一般乗用旅客自動車運送事業をいう。以下同じ。）に従事する自動車

運転者（隔日勤務（始業及び終業の時刻が同一の日に属さない業務をいう。以下同じ。）に

就くものを除く。以下この項において同じ。）を使用する場合は、その拘束時間（労働時

間、休憩時間その他の使用者に拘束されている時間をいう。以下同じ。）及び休息期間（使

用者の拘束を受けない期間をいう。以下同じ。）について、次に定めるところによるものと

する。 

一 拘束時間は、一箇月について二百八十八時間を超えないものとすること。ただし、顧客

の需要に応ずるため常態として車庫等において待機する就労形態（以下「車庫待ち等」と

いう。）の自動車運転者の拘束時間は、当該事業場に労働者の過半数で組織する労働組合

がある場合においてはその労働組合、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合にお

いては労働者の過半数を代表する者との書面による協定（以下「労使協定」という。）に

より、一箇月について三百時間まで延長することができるものとする。 

二 一日（始業時刻から起算して二十四時間をいう。以下同じ。）についての拘束時間は、

十三時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長する場合であっても、一日についての

拘束時間の限度（以下「最大拘束時間」という。）は、十五時間とすること。ただし、車

庫待ち等の自動車運転者について、次に掲げる要件を満たす場合には、この限りでない。 

イ 勤務終了後、継続二十時間以上の休息期間を与えること。 

ロ 一日についての拘束時間が十六時間を超える回数が、一箇月について七回以内である

こと。 

ハ 一日についての拘束時間が十八時間を超える場合には、夜間四時間以上の仮眠時間を

与えること。 

ニ 一回の勤務における拘束時間が、二十四時間を超えないこと。 

三 前号本文の場合において、一日についての拘束時間が十四時間を超える回数をできるだ

け少なくするように努めるものとすること。 

四 勤務終了後、継続十一時間以上の休息期間を与えるよう努めることを基本とし、休息期

間が継続九時間を下回らないものとすること。 
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２ 使用者は、一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者であって隔日勤務に就く

ものを使用する場合は、その拘束時間及び休息期間について、次に定めるところによるもの

とする。 

一 拘束時間は、一箇月について二百六十二時間を超えないものとすること。ただし、地域

的事情その他の特別の事情がある場合において、労使協定により、一年について六箇月ま

では、一箇月の拘束時間を二百七十時間まで延長することができるものとする。 

二 二暦日についての拘束時間は、二十二時間を超えないものとし、かつ、二回の隔日勤務

を平均し隔日勤務一回当たり二十一時間を超えないものとすること。 

三 車庫待ち等の自動車運転者の拘束時間は、一箇月について二百六十二時間を超えないも

のとし、労使協定により、これを二百七十時間まで延長することができるものとするこ

と。ただし、次に掲げる要件をいずれも満たす場合に限り、二暦日についての拘束時間は

二十四時間まで延長することができ、かつ、一箇月についての拘束時間はこの号本文に定

める拘束時間に十時間を加えた時間まで延長することができるものとする。 

イ 夜間四時間以上の仮眠を与えること。 

ロ 第二号に定める拘束時間を超える回数を、労使協定により、一箇月について七回を超

えない範囲において定めること。 

四 勤務終了後、継続二十四時間以上の休息期間を与えるよう努めることを基本とし、休息

期間が継続二十二時間を下回らないものとすること。 

３ 第一項第二号に定める一日についての拘束時間並びに前項第二号及び第三号に定める二暦

日についての拘束時間の規定の適用に当たっては、次の各号に掲げる要件を満たす時間（以

下「予期し得ない事象への対応時間」という。）を、これらの拘束時間から除くことができ

る。この場合において、予期し得ない事象への対応時間により、一日についての拘束時間が

最大拘束時間を超えた場合は、第一項第四号の規定にかかわらず、勤務終了後、継続十一時

間以上の休息期間を与え、隔日勤務一回についての拘束時間が二十二時間を超えた場合は、

前項第四号の規定にかかわらず、勤務終了後、継続二十四時間以上の休息期間を与えること

とする。 

一 通常予期し得ない事象として厚生労働省労働基準局長が定めるものにより生じた運行の

遅延に対応するための時間であること。 

二 客観的な記録により確認できる時間であること。 

４ 使用者は、一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者を休日に労働させる場合

は、当該労働させる休日は二週間について一回を超えないものとし、当該休日の労働によっ

て第一項又は第二項に定める拘束時間及び最大拘束時間を超えないものとする。 

５ ハイヤー（一般乗用旅客自動車運送事業の用に供せられる自動車であって、当該自動車に

よる運送の引受けが営業所のみにおいて行われるものをいう。次条において同じ。）に乗務

する自動車運転者については、第一項から前項までの規定は適用しない。 
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第三条 労使当事者は、時間外・休日労働協定においてハイヤーに乗務する自動車運転者に係

る労働時間を延長して労働させることができる時間について協定するに当たっては、次の各

号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

一 労働時間を延長して労働させることができる時間については、限度時間を超えない時間

に限ること。 

二 一年についての限度時間を超えて労働させることができる時間を定めるに当たっては、

当該事業場における通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴い臨時的に当

該限度時間を超えて労働させる必要がある場合であっても、法第百四十条第一項の規定に

より読み替えて適用する法第三十六条第五項の規定により、同条第二項第四号に関して協

定した時間を含め九百六十時間を超えない範囲内とすること。 

２ 使用者は、時間外・休日労働協定において、労働時間を延長して労働させることができる

時間を定めるに当たっては、当該時間数を、休日の労働を定めるに当たっては、当該休日に

労働させることができる時間数を、それぞれできる限り短くするよう努めなければならな

い。 

３ 使用者は、ハイヤーに乗務する自動車運転者が疲労回復を図るために、必要な睡眠時間を

確保できるよう、勤務終了後に一定の休息期間を与えなければならない。 

 

（貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等） 

第四条 使用者は、貨物自動車運送事業（貨物自動車運送事業法（平成元年法律第八十三号）

第二条第一項の貨物自動車運送事業をいう。以下同じ。）に従事する自動車運転者を使用す

る場合は、その拘束時間、休息期間及び運転時間について、次に定めるところによるものと

する。 

一 拘束時間は、一箇月について二百八十四時間を超えず、かつ、一年について三千三百時

間を超えないものとすること。ただし、労使協定により、一年について六箇月までは、一

箇月について三百十時間まで延長することができ、かつ、一年について三千四百時間まで

延長することができるものとする。 

二 前号ただし書の場合において、一箇月の拘束時間が二百八十四時間を超える月が三箇月

を超えて連続しないものとし、かつ、一箇月の時間外労働及び休日労働の合計時間数が百

時間未満となるよう努めるものとすること。 

三 一日についての拘束時間は、十三時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長する場

合であっても、最大拘束時間は十五時間とすること。ただし、貨物自動車運送事業に従事

する自動車運転者に係る一週間における運行が全て長距離貨物運送（一の運行（自動車運

転者が所属する事業場を出発してから当該事業場に帰着するまでをいう。以下この項にお

いて同じ。）の走行距離が四百五十キロメートル以上の貨物運送をいう。）であり、か
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つ、一の運行における休息期間が、当該自動車運転者の住所地以外の場所におけるもので

ある場合においては、当該一週間について二回に限り最大拘束時間を十六時間とすること

ができる。 

四 前号の場合において、一日についての拘束時間が十四時間を超える回数をできるだけ少

なくするよう努めるものとすること。 

五 勤務終了後、継続十一時間以上の休息期間を与えるよう努めることを基本とし、休息期

間が継続九時間を下回らないものとすること。ただし、第三号ただし書に該当する場合、

当該一週間について二回に限り、休息期間を継続八時間とすることができる。この場合に

おいて、一の運行終了後、継続十二時間以上の休息期間を与えるものとする。 

六 運転時間は、二日（始業時刻から起算して四十八時間をいう。次条において同じ。）を

平均し一日当たり九時間、二週間を平均し一週間当たり四十四時間を超えないものとする

こと。 

七 連続運転時間（一回がおおむね連続十分以上で、かつ、合計が三十分以上の運転の中断

をすることなく連続して運転する時間をいう。以下この条において同じ。）は、四時間を

超えないものとすること。ただし、高速自動車国道（高速自動車国道法（昭和三十二年法

律第七十九号）第四条第一項の高速自動車国道をいう。）又は自動車専用道路（道路法

（昭和二十七年法律第百八十号）第四十八条の二第一項若しくは第二項の規定により指定

を受けた道路をいう。）（以下「高速道路等」という。）のサービスエリア又はパーキン

グエリア（道路法施行令（昭和二十七年政令第四百七十九号）第七条第十三号若しくは高

速自動車国道法第十一条第二号に定める施設をいう。）等に駐車又は停車できないため、

やむを得ず連続運転時間が四時間を超える場合には、連続運転時間を四時間三十分まで延

長することができるものとする。 

八 前号に定める運転の中断については、原則として休憩を与えるものとする。 

２ 使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の休息期間については、当該自動

車運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所における休息期間より長くなるように

努めるものとする。 

３ 第一項第三号に定める一日についての拘束時間、同項第六号に定める二日を平均した一日

当たりの運転時間及び同項第七号に定める連続運転時間の規定の適用に当たっては、予期し

得ない事象への対応時間を当該拘束時間、運転時間及び連続運転時間から除くことができ

る。この場合、勤務終了後、同項第五号本文に定める継続した休息期間を与えること。 

４ 第一項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、拘束時間及び休息

期間については、それぞれ次に定めるところによるものとする。 

一 業務の必要上、勤務の終了後継続九時間（第一項第三号ただし書に該当する場合は継続

八時間）以上の休息期間を与えることが困難な場合、次に掲げる要件を満たすものに限

り、当分の間、一定期間（一箇月程度を限度とする。）における全勤務回数の二分の一を
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限度に、休息期間を拘束時間の途中及び拘束時間の経過直後に分割して与えることができ

るものとする。 

イ 分割された休息期間は、一回当たり継続三時間以上とし、二分割又は三分割とするこ

と。 

ロ 一日において、二分割の場合は合計十時間以上、三分割の場合は合計十二時間以上の

休息期間を与えなければならないこと。 

ハ 休息期間を三分割とする日が連続しないよう努めるものとする。 

二 自動車運転者が同時に一台の自動車に二人以上乗務する場合であって、車両内に身体を

伸ばして休息できる設備があるときは、最大拘束時間を二十時間まで延長するとともに、

休息期間を四時間まで短縮することができること。ただし、当該設備が自動車運転者の休

息のためのベッド又はこれに準ずるものとして厚生労働省労働基準局長が定める設備に該

当する場合で、かつ、勤務終了後、継続十一時間以上の休息期間を与える場合は、最大拘

束時間を二十四時間まで延長することができる。この場合において、八時間以上の仮眠を

与える場合には、当該拘束時間を二十八時間まで延長することができる。 

三 業務の必要上やむを得ない場合には、当分の間、二暦日についての拘束時間が二十一時

間を超えず、かつ、勤務終了後、継続二十時間以上の休息期間を与える場合に限り、自動

車運転者を隔日勤務に就かせることができること。ただし、厚生労働省労働基準局長が定

める施設において、夜間四時間以上の仮眠を与える場合には、二週間についての拘束時間

が百二十六時間を超えない範囲において、当該二週間について三回を限度に、二暦日の拘

束時間を二十四時間まで延長することができる。 

四 自動車運転者がフェリーに乗船している時間は、原則として休息期間とし、この条の規

定により与えるべき休息期間から当該時間を除くことができること。ただし、当該時間を

除いた後の休息期間については、第二号の場合を除き、フェリーを下船した時刻から終業

の時刻までの時間の二分の一を下回ってはならない。 

５ 使用者は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者に休日に労働させる場合は、当該

労働させる休日は二週間について一回を超えないものとし、当該休日の労働によって第一項

に定める拘束時間及び最大拘束時間を超えないものとする。 

６ 前各項の規定は、旅客自動車運送事業（道路運送法第二条第三項の旅客自動車運送事業を

いう。次条において同じ。）及び貨物自動車運送事業以外の事業に従事する自動車運転者

（主として人を運送することを目的とする自動車の運転の業務に従事する者を除く。）につ

いて準用する。 

 

（一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時

間等） 

第五条 使用者は、一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に従事する自動車
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運転者並びに旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送事業以外の事業に従事する自動車運転

者であって、主として人を運送することを目的とする自動車の運転の業務に従事するもの

（以下この条においてこれらを総称して「バス運転者等」という。）を使用する場合は、そ

の拘束時間、休息期間及び運転時間について、次に定めるところによるものとする。 

一 拘束時間は、次のいずれかの基準を満たすものとする。 

イ 一箇月について二百八十一時間を超えず、かつ、一年について三千三百時間を超えな

いものとすること。ただし、貸切バス（一般貸切旅客自動車運送事業（道路運送法第三

条第一号ロの一般貸切旅客自動車運送事業をいう。）の用に供する自動車をいう。以下

この項において同じ。）を運行する営業所において運転の業務に従事する者、一般乗合

旅客自動車運送事業（同号イの一般乗合旅客自動車運送事業をいう。以下この項におい

て同じ。）の用に供する自動車であって、行事等の事由による一時的な需要に応じて追

加的に自動車を運行する営業所において運行されるものに乗務する者、起点から終点ま

でのキロ程がおおむね百キロメートルを超える運行系統を運行する一般乗合旅客自動車

運送事業の用に供する自動車であって、高速道路等の利用区間のキロ程が五十キロメー

トル以上であり、かつ、当該キロ程が起点から終点までのキロ程の四分の一以上のもの

に乗務する者（第六号において「特定運転者」という。）及び貸切バスに乗務する者

（以下これらを総称して「貸切バス等乗務者」という。）の拘束時間は、労使協定によ

り、一年について六箇月までは、一箇月について二百九十四時間まで延長することがで

き、かつ、一年について三千四百時間まで延長することができる。 

ロ 四週間を平均し一週間当たり六十五時間を超えず、かつ、五十二週間について三千三

百時間を超えないものとすること。ただし、貸切バス等乗務者の拘束時間は、労使協定

により、五十二週間のうち二十四週間までは四週間を平均し一週間当たり六十八時間ま

で延長することができ、かつ、五十二週間について三千四百時間まで延長することがで

きる。 

二 前号イただし書の場合においては、一箇月の拘束時間について二百八十一時間を超える

月が四箇月を超えて連続しないものとし、前号ロただし書の場合においては、四週間を平

均した一週間当たりの拘束時間が六十五時間を超える週が十六週間を超えて連続しないも

のとすること。 

三 一日についての拘束時間は、十三時間を超えないものとし、当該拘束時間を延長する場

合であっても、最大拘束時間は、十五時間とすること。この場合において、一日について

の拘束時間が十四時間を超える回数をできるだけ少なくするよう努めるものとする。 

四 勤務終了後、継続十一時間以上の休息期間を与えるよう努めることを基本とし、休息期

間が継続九時間を下回らないものとすること。 

五 運転時間は、二日を平均し一日当たり九時間、四週間を平均し一週間当たり四十時間を

超えないものとすること。ただし、貸切バス等乗務者については、労使協定により、五十
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二週間についての運転時間が二千八十時間を超えない範囲内において、五十二週間のうち

十六週間までは、四週間を平均し一週間当たり四十四時間まで延長することができる。 

六 連続運転時間（一回が連続十分以上で、かつ、合計が三十分以上の運転の中断をするこ

となく連続して運転する時間をいう。以下この条において同じ。）は、四時間を超えない

ものとすること。ただし、特定運転者及び貸切バスに乗務する者が高速道路等（旅客が乗

車することができる区間として設定したものに限る。）を運行する場合は、一の連続運転

時間についての高速道路等における連続運転時間（夜間において長距離の運行を行う貸切

バスについては、高速道路等以外の区間における運転時間を含む。）はおおむね二時間を

超えないものとするよう努めるものとする。 

七 前号の場合において、交通の円滑を図るため、駐車又は停車した自動車を予定された場

所から移動させる必要が生じたことにより運転した時間（一の連続運転時間が終了するま

での間につき三十分を上限とする。）を、当該必要が生じたことに関する記録がある場合

に限り、連続運転時間から除くことができる。 

２ 使用者は、バス運転者等の休息期間については、当該バス運転者等の住所地における休息

期間がそれ以外の場所における休息期間より長くなるように努めるものとする。 

３ 第一項第三号に定める一日についての拘束時間、同項第五号に定める二日を平均した一日

当たりの運転時間及び同項第六号に定める連続運転時間の規定の適用に当たっては、予期し

得ない事象への対応時間を当該拘束時間、運転時間及び連続運転時間から除くことができ

る。この場合、勤務終了後、同項第四号に定める継続した休息期間を与えること。 

４ 第一項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する場合には、拘束時間及び休息

期間については、それぞれ次の当該各号に定めるところによるものとする。 

一 業務の必要上、勤務の終了後継続九時間以上の休息期間を与えることが困難な場合、当

分の間、一定期間（一箇月を限度とする。）における全勤務回数の二分の一を限度に、休

息期間を拘束時間の途中及び拘束時間の経過直後の二回に分割して与えることができるも

のとする。この場合において、分割された休息期間は、一日において一回当たり継続四時

間以上、合計十一時間以上でなければならないものとする。 

二 バス運転者等が同時に一台の自動車に二人以上乗務する場合であって、車両内に身体を

伸ばして休息できる設備がある場合は、次に掲げるところにより、最大拘束時間を延長

し、休息期間を短縮することができる。 

イ 当該設備がバス運転者等の専用の座席であり、かつ、厚生労働省労働基準局長が定め

る要件を満たす場合は、最大拘束時間を十九時間まで延長し、休息期間を五時間まで短

縮することができるものとする。 

ロ 当該設備としてベッドが設けられている場合その他バス運転者等の休息のための措置

として厚生労働省労働基準局長が定める措置が講じられている場合は、最大拘束時間を

二十時間まで延長し、休息期間を四時間まで短縮することができるものとする。 



 

9 
 

三 業務の必要上やむを得ない場合には、当分の間、二暦日についての拘束時間が二十一時

間を超えず、かつ、勤務終了後、継続二十時間以上の休息期間を与える場合に限り、バス

運転者等を隔日勤務に就かせることができること。ただし、厚生労働省労働基準局長が定

める施設において、夜間四時間以上の仮眠を与える場合には、二週間についての拘束時間

が百二十六時間を超えない範囲において、当該二週間について三回を限度に、二暦日の拘

束時間を二十四時間まで延長することができる。 

四 バス運転者等がフェリーに乗船している時間は、原則として休息期間とし、この条の規

定により与えるべき休息期間から当該時間を除くことができること。ただし、当該時間を

除いた後の休息期間については、第二号の場合を除き、フェリーを下船した時刻から終業

の時刻までの時間の二分の一を下回ってはならない。 

５ 使用者は、バス運転者等に休日に労働させる場合は、当該労働させる休日は二週間につい

て一回を超えないものとし、当該休日の労働によって第一項に定める拘束時間及び最大拘束

時間を超えないものとする。 

 

（細目） 

第六条 この告示に定める事項に関し必要な細目は、厚生労働省労働基準局長が定める。 

 

 



（注１）改善基準告示とは、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平成元年労働省告示第７号）をいう。 

（注２）本表は、令和４年厚生労働省告示第 367 号による改正後の改善基準告示のほか、関連通達（令和４年基発 1223 第３号）の内容を含

めて作成したもの。令和６年４月１日から適用される。 

ハイヤー・タクシー運転者の改善基準告示の内容（一覧表） 

タクシー  

日勤 

１か月の 

拘束時間 
288 時間以内 

１日の 

拘束時間 
13 時間以内（上限 15 時間、14 時間超は週３回までが目安） 

１日の 

休息期間 
継続 11 時間以上与えるよう努めることを基本とし、９時間を下回らない 

隔勤 

１か月の 

拘束時間 

262 時間以内（※１） 

※１ 地域的その他特別な事情がある場合、労使協定により 270 時間まで延長可（年６か月まで） 

２暦日の 

拘束時間 
22 時間以内、かつ、２回の隔日勤務を平均し１回あたり 21 時間以内 

２暦日の 

休息期間 
継続 24 時間以上与えるよう努めることを基本とし、22 時間を下回らない 

車庫待ち

等の自動

車運転者 

（※２） 

日勤 

１か月の拘束時間：288 時間以内（労使協定により１か月 300 時間まで延長可） 

１日の拘束時間：以下の要件を満たす場合、１日 24 時間まで延長可 

・ 勤務終了後、継続 20 時間以上の休息期間を与える 

・ １日 16 時間超が１か月について７回以内 

・ 夜間４時間以上の仮眠時間を与える（18 時間超の場合） 

 

 

 

 

 

隔勤 

１か月の拘束時間：262 時間以内（労使協定により１か月 270 時間まで延長可） 

（さらに、※３の要件を満たす場合、10 時間を加えた時間まで延長可） 

２暦日の拘束時間：※３の要件を満たす場合、24 時間まで延長可 

 

 

 
 

予期し得ない事象 

予期し得ない事象への対応時間を、１日と 2 暦日の拘束時間から除くことができる（※４、５） 

勤務終了後、休息期間（１日勤務：継続 11 時間以上、２暦日勤務：継続 24 時間以上）が必要 

 

 

 

 

 

 
 

休日労働 休日労働は２週間に１回を超えない、休日労働によって拘束時間の上限を超えない 

累進歩合制度 
累進歩合制度は廃止する 

（長時間労働やスピード違反を極端に誘発するおそれがあり、交通事故の発生も懸念されるため） 
  

ハイヤー 

・ 労使当事者は、36 協定の締結にあたり、以下の事項を遵守すること 

→ 時間外労働時間は、１か月 45 時間、１年 360 時間まで 

→ 臨時的特別な事情で限度時間を超えて労働させる場合にも、１年 960 時間まで 

・ 36 協定において、時間外・休日労働時間数をできる限り短くするよう努めること 

・ 疲労回復を図るために必要な睡眠時間を確保できるよう、勤務終了後に一定の休息期間を与える 

こと 

※２ 車庫待ち等の自動車運転者とは、次の要件を満たす者をいう。 

・ 事業場が人口 30 万人以上の都市に所在していないこと 

・ 勤務時間のほとんどについて「流し営業」を行っていないこと 

・ 夜間に４時間以上の仮眠時間が確保される実態であること 

・ 原則として、事業場内における休憩が確保される実態であること 

※３ ・２暦日 22 時間超及び２回の隔日勤務の平均が 21 時間超の回数が 

１か月について７回以内 

   ・夜間４時間以上の仮眠時間を与える 

※４ 予期し得ない事象とは、次の事象をいう。 

・ 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと 

・ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと 

・ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又は道路が渋滞したこと 

・ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となったこと 

※５ 運転日報上の記録に加え、客観的な記録（公的機関のＨＰ情報等）が必要。 

 

 

MYFQG
テキスト ボックス
別紙４－１



 

（注１）改善基準告示とは、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平成元年労働省告示第７号）をいう。 

（注２）本表は、令和４年厚生労働省告示第 367 号による改正後の改善基準告示のほか、関連通達（令和４年基発 1223 第３号）の内容を含

めて作成したもの。令和６年４月１日から適用される。 

 

トラック運転者の改善基準告示の内容（一覧表） 

１年、 

１か月の 

拘束時間 

１年   3,300 時間以内 

１か月   284 時間以内 

【例外】労使協定により、次のとおり延長可（①②を満たす必要あり） 

１年   3,400 時間以内 

１か月   310 時間以内（年６か月まで） 

①284 時間超は連続３か月まで 

②１か月の時間外・休日労働時間数が 100 時間未満となるよう努める 

１日の 

拘束時間 

13 時間以内（上限 15 時間、14 時間超は週２回までが目安） 

【例外】宿泊を伴う長距離貨物運送の場合（※１）、16 時間まで延長可（週２回まで） 

※１ １週間における運行がすべて長距離貨物運送（一の運行の走行距離が 450km 以上の貨物運送）で、

一の運行における休息期間が住所地以外の場所におけるものである場合 

１日の 

休息期間 

継続 11 時間以上与えるよう努めることを基本とし、９時間を下回らない 

【例外】宿泊を伴う長距離貨物運送の場合（※１）、継続８時間以上（週２回まで） 

休息期間のいずれかが９時間を下回る場合は、運行終了後に継続 12 時間以上の休息期間を与える 

運転時間 
２日平均１日   ９時間以内 

２週平均１週     44 時間以内 

連続運転

時間 

4 時間以内 

運転の中断時には、原則として休憩を与える（１回おおむね連続 10 分以上、合計 30 分以上） 

10 分未満の運転の中断は、３回以上連続しない 

【例外】SA・PA 等に駐停車できないことにより、やむを得ず４時間を超える場合、4 時間 30 分まで延長可 

予期 

し得ない

事象 

予期し得ない事象への対応時間を、１日の拘束時間、運転時間（２日平均）、連続運転時間から除くことができ

る（※２、３） 

勤務終了後、通常どおりの休息期間（継続 11 時間以上を基本、９時間を下回らない）を与える 

※２ 予期し得ない事象とは、次の事象をいう。 

・ 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと 

・ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと 

・ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又は道路が渋滞したこと 

・ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となったこと 

  ※３ 運転日報上の記録に加え、客観的な記録（公的機関のＨＰ情報等）が必要。 

特例 

分割休息（継続９時間の休息期間を与えることが困難な場合） 

・ 分割休息は１回３時間以上   ・ 休息期間の合計は、２分割：10 時間以上、３分割：12 時間以上 

・ ３分割が連続しないよう努める ・ 一定期間（１か月程度）における全勤務回数の２分の１が限度 

２人乗務（自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する場合） 

身体を伸ばして休息できる設備がある場合、拘束時間を 20 時間まで延長し、休息期間を４時間まで短縮可 

【例外】設備（車両内ベッド）が※４の要件を満たす場合、次のとおり、拘束時間をさらに延長可 

・ 拘束時間を 24 時間まで延長可 

（ただし、運行終了後、継続 11 時間以上の休息期間を与えることが必要） 

・ さらに、８時間以上の仮眠時間を与える場合、拘束時間を 28 時間まで延長可 

※４ 車両内ベッドが、長さ 198cm 以上、かつ、幅 80cm 以上の連続した平面であり、かつ、 

クッション材等により走行中の路面等からの衝撃が緩和されるものであること 

隔日勤務（業務の必要上やむを得ない場合） 

２暦日の拘束時間は 21 時間、休息期間は 20 時間 

【例外】仮眠施設で夜間４時間以上の仮眠を与える場合、２暦日の拘束時間を 24 時間まで延長可（２週間に３

回まで） 

２週間の拘束時間は 126 時間（21 時間×６勤務）を超えることができない 

フェリー 

・ フェリー乗船時間は、原則として休息期間（減算後の休息期間は、フェリー下船時刻から勤務終了時刻 

までの間の時間の２分の１を下回ってはならない） 

・ フェリー乗船時間が８時間を超える場合、原則としてフェリー下船時刻から次の勤務が開始される 

休日労働 休日労働は２週間に１回を超えない、休日労働によって拘束時間の上限を超えない 
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（注１）改善基準告示とは、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（平成元年労働省告示第７号）をいう。 

（注２）本表は、令和４年厚生労働省告示第 367 号による改正後の改善基準告示のほか、関連通達（令和４年基発 1223 第３号）の内容を含

めて作成したもの。令和６年４月１日から適用される。 

バス運転者の改善基準告示の内容（一覧表） 

１か月(１年)、 

４週平均１週 

（52 週）の 

拘束時間 

①②のいずれかを選択 

①１か月（１年）の基準 【例外（貸切バス等乗務者（※１）の場合）】 

労使協定により、次のとおり延長可 

１年   3,400 時間以内 

１か月   294 時間以内（年６か月まで） 

281 時間超は連続４か月まで 

※１ 貸切バス乗務者、乗合バス乗務者（一時的需要に応じて運

行されるもの）、高速バス乗務者等 

１年    3,300 時間以内 

１か月    281 時間以内 

 

②４週平均１週（52 週）の基準 【例外（貸切バス等乗務者（※１）の場合）】 

労使協定により、次のとおり延長可 

52 週   3,400 時間以内 

４週平均１週 68 時間以内（52 週のうち 24 週まで） 

65 時間超は連続 16 週まで 

   52 週   3,300 時間以内 

４週平均１週  65 時間以内 

１日の拘束時間 13 時間以内（上限 15 時間、14 時間超は週３回までが目安） 

１日の休息期間 継続 11 時間以上与えるよう努めることを基本とし、９時間を下回らない 

運転時間 

２日平均１日 ９時間以内 

４週平均１週 40 時間以内 

【例外（貸切バス等乗務者（※１）の場合）】 

労使協定により、４週平均１週 44 時間まで延長可（52 週のうち 16 週まで） 

連続運転時間 

4 時間以内（運転の中断は１回連続 10 分以上、合計 30 分以上） 

高速バス・貸切バスの高速道路の実車運行区間の連続運転時間は、おおむね２時間までとするよう努める 

【例外】緊急通行車両の通行等に伴う軽微な移動の時間を、30 分まで連続運転時間から除くことができる 

予期し得ない 

事象 

予期し得ない事象への対応時間を、１日の拘束時間、運転時間（２日平均）、連続運転時間から除くことができる（※

２、３） 

勤務終了後、通常どおりの休息期間（継続 11 時間以上を基本、９時間を下回らない）を与える 

   ※２ 予期し得ない事象とは、次の事象をいう。 

・ 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと 

・ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこと 

・ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖されたこと又は道路が渋滞したこと 

・ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運行が困難となったこと 

   ※３ 運転日報上の記録に加え、客観的な記録（公的機関のＨＰ情報等）が必要。 

特例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

分割休息（継続９時間の休息期間を与えることが困難な場合） 

・ 分割休息は１回４時間以上    ・ 休息期間の合計は 11 時間以上 

・ ２分割のみ（３分割以上は不可） ・ 一定期間（１か月）における全勤務回数の２分の１が限度 

２人乗務（自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する場合） 

※４の要件を満たす場合、拘束時間を 19 時間まで延長し、休息期間を５時間まで短縮可 

※４ 身体を伸ばして休息できるリクライニング方式のバス運転者の専用座席が１席以上あること 

【例外】①②のいずれかの場合、拘束時間を２０時間まで延長し、休息期間を４時間まで短縮可 

①車両内ベッドが設けられている場合 

②※４を満たし、カーテン等で他の乗客からの視線を遮断する措置を講じている場合 

隔日勤務（業務の必要上やむを得ない場合） 

２暦日の拘束時間は 21 時間、休息期間は 20 時間 

【例外】仮眠施設で夜間に４時間以上の仮眠を与える場合、２暦日の拘束時間を 24 時間まで延長可（２週間に３回まで） 

２週間の拘束時間は 126 時間（21 時間×６勤務）を超えることができない 

フェリー 

・ フェリー乗船時間は、原則として休息期間（減算後の休息期間は、フェリー下船時刻から勤務終了時刻までの間の時

間の２分の１を下回ってはならない） 

・ フェリー乗船時間が９時間を超える場合、原則としてフェリー下船時刻から次の勤務が開始される 

休日労働 休日労働は２週間に１回を超えない、休日労働によって拘束時間の上限を超えない 
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１箇月の拘束時間の延長に関する協定書（例） 

 （隔日勤務のタクシー運転者）  

 

 

 ○○タクシー株式会社代表取締役○○○○と○○タクシー労働組合執行委員長○○○○（○○

タクシー株式会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」

第２条第２項第１号ただし書の規定に基づき、拘束時間に関し、下記のとおり協定する。 

 

記 

 

１ 本協定の適用対象者は、隔日勤務に就くタクシー運転者とする。 

 

２ 地域的事情その他の特別の事情がある場合、１箇月の拘束時間は下の表のとおりとする。 

各月の起算日は１日とする。 

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

270 

時間 

262 

時間 

265 

時間 

265 

時間 

262 

時間 

262 

時間 

262 

時間 

262 

時間 

267 

時間 

270 

時間 

262 

時間 

267 

時間 

 

３ 本協定の有効期間は、○年４月１日から○年３月 31日までとする。 

 

４ 本協定に定める事項について変更する必要が生じた場合には、14日前までに協議を行い、変

更を行うものとする。 

  

 

  ○年○月○日 

 

以上 

 

 

○○タクシー労働組合執行委員長 ○○○○ 印  

（○○タクシー株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○タクシー株式会社代表取締役 ○○○○ 印 
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１箇月の拘束時間の延長に関する協定書（例） 

（車庫待ち等の日勤勤務のタクシー運転者） 

 

 

 ○○タクシー株式会社代表取締役○○○○と○○タクシー労働組合執行委員長○○○○（○○

タクシー株式会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」

第２条第１項第１号ただし書の規定に基づき、拘束時間に関し、下記のとおり協定する。 

 

 

記 

 

 

１ 本協定の適用対象者は、日勤勤務に就くタクシー運転者であって、かつ、顧客の需要に応ず

るため常態として営業所（又は○○駅）において待機する就労形態のものとする。 

 

２ １箇月の拘束時間は下の表のとおりとする。なお、各月の起算日は１日とする。 

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

300 

時間 

288 

時間 

295 

時間 

288 

時間 

295 

時間 

288 

時間 

288 

時間 

295 

時間 

295 

時間 

300 

時間 

288 

時間 

295 

時間 

 

３ 本協定の有効期間は、○年４月１日から○年３月 31日までとする。 

 

 

  ○年○月○日 

 

以上 

 

 

○○タクシー労働組合執行委員長 ○○○○ 印  

（○○タクシー株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○タクシー株式会社代表取締役 ○○○○ 印  



１箇月及び２暦日の拘束時間の延長に関する協定書（例） 

（車庫待ち等の隔日務勤のタクシー運転者） 
 

 

 

 ○○タクシー株式会社代表取締役○○○○と○○タクシー労働組合執行委員長○○○○（○○

タクシー株式会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」

第２条第２項第３号の規定に基づき、拘束時間に関し、下記のとおり協定する。 

 

記 

 

１ 本協定の適用対象者は、隔日勤務に就くタクシー運転者であって、かつ、顧客の需要に応ず

るため常態として営業所（又は○○駅）において待機する就労形態のものとする。 

 

２ １箇月の拘束時間は下の表のとおりとする。なお、各月の起算日は１日とする。 

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

270 

時間 

262 

時間 

268 

時間 

262 

時間 

268 

時間 

262 

時間 

262 

時間 

268 

時間 

268 

時間 

270 

時間 

262 

時間 

268 

時間 

 

３ ２暦日の拘束時間に関し、22時間を超える回数及び２回の隔日勤務を平均し隔日勤務１回当

たり 21時間を超える回数の合計は、１箇月について５回以内とする。また、夜間４時間以上の

仮眠を与えることとする。 

 

４ 上記３を満たす場合において、２暦日の拘束時間を 24時間まで延長するものとする。 

また、この場合において、１箇月の拘束時間は、下の表のとおり、上記２の表の各月に 10時

間を加えた時間とする。 

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 

280 

時間 

272 

時間 

278 

時間 

272 

時間 

278 

時間 

272 

時間 

272 

時間 

278 

時間 

278 

時間 

280 

時間 

272 

時間 

278 

時間 

 

５ 本協定の有効期間は、○年４月１日から○年３月 31日までとする。 

 

  ○年○月○日 

 

以上 

 

 

○○タクシー労働組合執行委員長 ○○○○ 印  

（○○タクシー株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○タクシー株式会社代表取締役 ○○○○ 印 



１箇月及び１年の拘束時間の延長に関する協定書（例） 

（トラック運転者） 

 

 

 ○○運輸株式会社代表取締役○○○○と○○運輸労働組合執行委員長○○○○（○○運輸株式

会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」第４条第１項

第１号ただし書きの規定に基づき、拘束時間に関し、下記のとおり協定する。 

 

記 

 

１ 本協定の適用対象者は、トラックの運転の業務に従事する者とする。 

 

２ １箇月及び１年の拘束時間は下の表のとおりとする。なお、各月の起算日は１日とする。 

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 年間計 

295 

時間 

284 

時間 

245 

時間 

267 

時間 

300 

時間 

260 

時間 

250 

時間 

295 

時間 

310 

時間 

300 

時間 

284 

時間 

310 

時間 

3,400 

時間 

 

３ 本協定の有効期間は、○年４月１日から○年３月 31日までとする。 

 

４ 本協定に基づき１箇月及び１年の拘束時間を延長する場合においても、１箇月の時間外・休

日労働時間数が 100時間未満となるよう努めるものとする。 

 

５ 本協定に定める事項について変更する必要が生じた場合には、14日前までに協議を行い、変

更を行うものとする。 

 

 

  ○年○月○日 

 

以上 

 

 

○○運輸労働組合執行委員長 ○○○○ 印  

（○○運輸株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○運輸株式会社代表取締役 ○○○○ 印 
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１箇月及び１年の拘束時間の延長に関する協定書（例） 

（バス運転者） 

 

 

 

 ○○バス株式会社代表取締役○○○○と○○バス労働組合執行委員長○○○○（○○バス株式

会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」第５条第１項

第１号イただし書きの規定に基づき、拘束時間に関し、下記のとおり協定する。 

 

記 

 

１ 本協定の適用対象者は、貸切バスの運転の業務に従事する者とする。 

 

２ １箇月及び１年の拘束時間は下の表のとおりとする。なお、各月の起算日は１日とする。 

 

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月 年間計 

281 

時間 

288 

時間 

271 

時間 

271 

時間 

294 

時間 

290 

時間 

290 

時間 

294 

時間 

281 

時間 

271 

時間 

288 

時間 

281 

時間 

3,400 

時間 

 

３ 本協定の有効期間は、○年４月１日から○年３月 31日までとする。 

 

４ 本協定に定める事項について変更する必要が生じた場合には、14日前までに協議を行い、変

更を行うものとする。 

 

 

  ○年○月○日 

 

以上 

 

 

○○バス労働組合執行委員長 ○○○○ 印  

（○○バス株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○バス株式会社代表取締役 ○○○○ 印 
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４週平均１週及び 52週の拘束時間の延長に関する協定書（例） 

（バス運転者） 
 

 

 

 ○○バス株式会社代表取締役○○○○と○○バス労働組合執行委員長○○○○（○○バス株式

会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」第５条第１項

第１号ロただし書きの規定に基づき、拘束時間に関し、下記のとおり協定する。 

 

記 

 

１ 本協定の適用対象者は、貸切バスの運転の業務に従事する者とする。 

 

２ ４週平均１週及び 52週の拘束時間は下の表のとおりとする。なお、４週の起算日は４月１日

とする。 

 

第 1 4週 

(4/1～4/28) 

第２ ４週 

(4/29～5/26) 

第３ ４週 

(5/27～6/23) 

第４ ４週 

(6/24～7/21) 

第５ ４週 

(7/22～8/18) 

第６ ４週 

(8/19～9/15) 

第７ ４週 

(9/16～10/13) 

65時間 

（４週合計 

260時間） 

68時間 

（４週合計 

272時間） 

63時間 

（４週合計 

252時間） 

65時間 

（４週合計 

260時間） 

65時間 

（４週合計 

260時間） 

66時間 

（４週合計 

264時間） 

66時間 

（４週合計 

264時間） 

 

第８ ４週 

(10/14～11/10) 

第９ ４週 

(11/11～12/8) 

第 10 ４週 

(12/9～1/5) 

第 11 ４週 

(1/6～2/2) 

第 12 ４週 

(2/3～3/2) 

第 13 ４週 

(3/3～3/30) 
52週間計 

66時間 

（４週合計 

264時間） 

68時間 

（４週合計 

272時間） 

65時間 

（４週合計 

260時間） 

64時間 

（４週合計 

256時間） 

66時間 

（４週合計 

264時間） 

63時間 

（４週合計 

252時間） 

3,400時間 

 

 

３ 本協定の有効期間は、○年４月１日から○年３月 31日までとする。                  

 

４ 本協定に定める事項について変更する必要が生じた場合には、14日前までに協議を行い、変

更を行うものとする。 

 

 

  ○年○月○日 

 

以上 

 

 

○○バス労働組合執行委員長 ○○○○ 印  

（○○バス株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○バス株式会社代表取締役 ○○○○ 印  

※ 3/31の拘束時間：9.28時間（１日÷28日×260 時間） 



４週平均１週及び 52週の運転時間の延長に関する協定書（例） 

（バス運転者） 
 

 

 

 ○○バス株式会社代表取締役○○○○と○○バス労働組合執行委員長○○○○（○○バス株式

会社労働者代表○○○○）は、「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」第５条第１項

第５号ただし書きの規定に基づき、運転時間に関し、下記のとおり協定する。 

 

記 

 

１ 本協定の適用対象者は、貸切バスの運転の業務に従事する者とする。 

 

２ ４週平均１週及び 52週の運転時間は下の表のとおりとする。なお、４週の起算日は４月１日

とする。 

 

第 1 4週 

(4/1～4/28) 

第２ ４週 

(4/29～5/26) 

第３ ４週 

(5/27～6/23) 

第４ ４週 

(6/24～7/21) 

第５ ４週 

(7/22～8/18) 

第６ ４週 

(8/19～9/15) 

第７ ４週 

(9/16～10/13) 

39時間 

（４週合計 

156時間） 

40時間 

（４週合計 

160時間） 

38時間 

（４週合計 

152時間） 

38時間 

（４週合計 

152時間） 

42時間 

（４週合計 

168時間） 

44時間 

（４週合計 

176時間） 

42時間 

（４週合計 

168時間） 

 

第８ ４週 

(10/14～11/10) 

第９ ４週 

(11/11～12/8) 

第 10 ４週 

(12/9～1/5) 

第 11 ４週 

(1/6～2/2) 

第 12 ４週 

(2/3～3/2) 

第 13 ４週 

(3/3～3/30) 
年間計 

44時間 

（４週合計 

176時間） 

37時間 

（４週合計 

148時間） 

40時間 

（４週合計 

160時間） 

38時間 

（４週合計 

152時間） 

38時間 

（４週合計 

152時間） 

40時間 

（４週合計 

160時間） 

2,080時間 

 

 

３ 本協定の有効期間は、○年４月１日から○年３月 31日までとする。                  

 

４ 本協定に定める事項について変更する必要が生じた場合には、14日前までに協議を行い、変

更を行うものとする。 

 

 

  ○年○月○日 

 

以上 

 

 

○○バス労働組合執行委員長 ○○○○ 印  

（○○バス株式会社労働者代表 ○○○○ 印） 

 

○○バス株式会社代表取締役 ○○○○ 印  

※ 3/31の運転時間：5.71時間（１日÷28日×160時間） 
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令和４年 12月 23日付け基発 1223第３号「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の一部改正等について」対照表 

本通達 旧通達 

 

 

基 発 1 2 2 3 第 ３ 号 

令和４年 12 月 23 日 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県労働局長 殿  

 

厚生労働省労働基準局長  

（ 公 印 省 略 ）  

 

 

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の一部改正等につ

いて 

 

自動車運転者の労働時間等の労働条件については、「自動車運転者

の労働時間等の改善のための基準」(平成元年労働省告示第７号。以

基 発 第 1 4 3 号 

平成９年３月 11 日 

改正 基 発 第 1 6 8 号 

平成 11 年３月 31 日 

〃 基 発 第 ３ 号 

    平成 13 年１月６日 

 〃 第 0 3 2 6 0 1 0 号 

平成 14 年 3 月 26 日 

〃 基 発 0 8 1 2 第 １ 号 

平成 27 年８月 12 日 

 

 

都道府県労働局長 殿  

 

厚生労働省労働基準局長  

（ 公 印 省 略 ）  

 

 

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の一部改正等に

ついて 

 

自動車運転者の労働時間等の労働条件については、「自動車運転者

の労働時間等の改善のための基準」(平成元年労働省告示第７号(以
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本通達 旧通達 

下「改善基準告示」という。)、平成元年３月１日付け基発第 92 号

「一般乗用旅客自動車運送事業以外の事業に従事する自動車運転者

の拘束時間及び休息期間の特例について」(以下「特例通達」とい

う。)、同日付け基発第 93 号「自動車運転者の労働時間等の改善の

ための基準について」(以下「93号通達」という。)、平成９年３月

11日付け基発第 143号「自動車運転者の労働時間等の改善のための

基準について」（以下「143号通達」という。）及び同月 26日付け基

発第 201 号「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準に係る

適用除外業務について」（以下「適用除外業務通達」という。）によ

り、その改善を図ってきたところであるが、改善基準告示は、今般、

令和４年９月 27 日の労働政策審議会労働条件分科会自動車運転者

労働時間等専門委員会の報告 (別紙１。以下「令和４年報告」とい

う。)を踏まえ、告示された「自動車運転者の労働時間等の改善のた

めの基準の一部を改正する件」(令和４年厚生労働省告示第 367号。

別紙２。以下「改正告示」という。)により、別紙３のとおり改正さ

れたところである。 

ついては、令和６年４月１日以後は、改正告示による改正後の改

善基準告示（以下「新告示」という。）によって自動車運転者の労働

時間等の労働条件の改善を図ることとしたので、下記の事項に留意

の上、その適切な運用を期されたい。 

 なお、本通達は、特例通達、93 号通達、143 号通達及び適用除外

業務通達（以下これらを「旧通達」という。）の内容を整理し、一本

化したものであるところ、下記第２及び第３については、令和６年

４月１日から適用することとし、旧通達は同日をもって廃止する。 

下「改善基準告示」という。)、平成元年３月１日付け基発第 92 号

「一般乗用旅客自動車運送事業以外の事業に従事する自動車運転者

の拘束時間及び休息期間の特例について」(以下「特例通達」とい

う。)、同日付け基発第 93 号「自動車運転者の労働時間等の改善の

ための基準について」(以下「93号通達」という。)及び平成５年３

月 17日付け基発第 165号「自動車運転者の労働時間等の改善のため

の基準の一部改正等について」(以下「165 号通達」という。))によ

り、その改善を図ってきたところである。 

 

本改善基準告示については、今般、平成８年 12月６日の中央労働

基準審議会の報告(別紙１。以下「平成８年報告」という。)を踏ま

え、告示された「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の

一部を改正する件」(平成９年労働省告示第４号。別紙２。以下「４

号告示」という。)により別紙３のとおり改正されたところである。

平成９年４月１日以後はこの改正後の改善基準告示によって自動車

運転者の労働時間等の労働条件の改善を図ることとしたので、下記

の事項に留意の上、その適切な運用を期されたい。 
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本通達 旧通達 

記 
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別紙１ 自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の在り方

について（報告）（令和４年９月 27 日労働政策審議会労働

条件分科会自動車運転者労働時間等専門委員会取りまと

め） 

別紙２ 自動車運転者の労働時間等の改善のための基準の一部を

改正する件（令和４年厚生労働省告示第 367号） 

別紙３ 自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（平成元
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第１ 改正の趣旨及び概要 

 自動車運転者の労働時間等の規制については、改善基準告示

により、拘束時間、休息期間等の基準が設けられ、その遵守を

図ってきたところである。 

しかしながら、運輸・郵便業においては、過労死等のうち脳・

心臓疾患の労災支給決定件数が全業種で最も多い業種である

（令和３年度：59件（うち死亡の件数は 22件））等、依然とし

て長時間・過重労働が課題になっている。 

一方、働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する

法律（平成 30 年法律第 71 号。以下「働き方改革関連法」とい

う。）では、労働基準法（昭和 22年法律第 49号。以下「法」と

いう。）が改正され、新たに時間外労働の上限規制が設けられた

ところであり、自動車運転の業務にも、令和６年４月１日から、

時間外労働の上限を原則として月 45時間・年 360時間とし、臨

時的な特別の事情がある場合でも時間外労働の上限を年 960 時

間とする等の規制が適用されることとなる。また、働き方改革

関連法の国会附帯決議（衆議院厚生労働委員会（平成 30年５月

25日）及び参議院厚生労働委員会（同年６月 28日））において、

過労死等の防止の観点から改善基準告示の総拘束時間等の改善

を求められていた。 

こうした状況の下、今般、関係労使の代表の合意である令和

４年報告に基づき、改善基準告示の改正を行ったものであり、

上限規制を踏まえた時間外労働の削減や過労死等の防止といっ

た観点から、労使関係者にあっては、新告示を遵守することが

強く要請されるものである。 

第１ ４号告示による改善基準告示の改正の概要等  

１ ４号告示による改正の概要  

４号告示による改正の概要は以下のとおりである。  

 

（１）一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘

束時間について  

 

イ 隔日勤務以外の勤務に就く一般乗用旅客自動車運送事業

に従事する自動車運転者の拘束時間について 

（イ）１箇月についての拘束時間を短縮し、299時間を超えな

いものとした。 

（ロ）車庫待ち等の自動車運転者に延長が認められる１箇月

についての拘束時間を短縮し、322 時間を超えないもの

とした。  

 

ロ 隔日勤務に就く一般乗用旅客自動車運送事業に従事する

自動車運転者の拘束時間について  

（イ）１箇月についての拘束時間を短縮し、262時間を超えな

いものとし、また、地域的事情その他の特別な事情があ

る場合において、労使協定があるときは、１年のうち６

箇月までは 270 時間まで延長することができるものとし

た。  

（ロ）車庫待ち等の自動車運転者の２暦日についての拘束時

間に「１箇月について７回(地域的事情その他の特別の事

情がある場合において労使協定があるときは、８回)以
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なお、改善基準告示のそれぞれの内容に係る改正の趣旨及び

概要は、第２のとおりであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

内」で認められている延長について、「労使協定により定

める回数(当該回数が１箇月について７回を超えるとき

は、７回)」に限り認めるものとした。  

（ハ）車庫待ち等の自動車運転者の２暦日についての拘束時

間を延長した場合の１箇月の拘束時間の上限を短縮し、

上記(１)のロの(イ)の拘束時間に 20 時間を加えた時間

を超えないものとした。  

 

（２）貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間に

ついて 

現行の２週間について 143 時間、４週間について 273 時間

を超えないものとされているところを、１箇月について 293

時間を超えないものとし、また、労使協定があるときは、１年

のうち６箇月までは、１年についての拘束時間が 3,516 時間

(293 時間×12 箇月)を超えない範囲内において、１箇月につ

いての拘束時間を 320 時間まで延長することができるものと

した。 

 

（３）一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に

従事する自動車運転者に係る拘束時間等について  

イ 準用規定をやめ、拘束時間、休息期間及び運転時間等に

ついて新たに規定するものとした。  

 

ロ 拘束時間について、現行の２週間を平均し１週間当たり
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71.5時間を超えないものとされているところを、４週間を

平均し１週間当たり 65時間を超えないものとし、また、貸

切バスを運行する営業所において運転の業務に従事する

者、貸切バスに乗務する者及び特定運転者(高速バスの運転

者)については、労使協定があるときは、52 週間のうち 16

週間までは、４週間を平均し１週間当たり 71.5 時間まで

延長することができるものとした。  

 

ハ 運転時間について、現行の２週間を平均し１週間当たり

44時間を超えないものとされているところを、４週間を平

均し１週間当たり 40時間を超えないものとし、また、貸切

バスを運行する営業所において運転の業務に従事する者、

貸切バスに乗務する者及び特定運転者(高速バスの運転者)

については、労使協定があるときは、52週間についての運

転時間が 2,080時間(40時間×52週間)を超えない範囲内に

おいて、52 週間のうち 16 週間までは４週間を平均し１週

間当たり 44 時間まで延長することができるものとした。

なお、４号告示による改正事項の新旧対照表を添付したの

で参考とされたい(別紙４)。 

 

 

２ 改善基準告示の遵守  

今回の改正で労使協定により拘束時間及び運転時間を一定期

間延長する措置が設けられたことから、これらの適正な管理が
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第２ 内容 

１ 目的等（第１条関係） 

（１）目的（第１項） 

長時間労働の実態がみられる自動車運転者について、労働

時間等に関する改善のための基準を定めることにより、自動

車運転者の労働条件の向上を図ることを目的とすることを明

らかにするものであること。 

改善基準告示の対象者は、法第９条にいう労働者（同居の

親族のみを使用する事業又は事務所に使用される者及び家事

使用人を除く。以下同じ。）であって、四輪以上の自動車の運

転の業務（厚生労働省労働基準局長（以下「局長」という。）

が定めるものを除く。以下同じ。）に主として従事するもので

あること。このため、改善基準告示は、運送を業とするか否か

を問わず、自動車運転者を労働者として使用する全事業に適

用されるものであり、例えば工場等の製造業における配達部

門の自動車運転者等、自家用自動車（事業用自動車以外の自

動車をいう。）の自動車運転者にも適用されるものであるこ

と。 

行われるよう従前以上に台帳の作成等による各種記録の整備を

図る必要がある。また、改善基準告示は、関係労使の代表の合意

に基づき策定され、見直されたものであり、関係当事者は定め

られた基準を遵守することを特に強く要請されるものである。  

 

 

第２ 改善基準告示の内容  

１ 目的等(第一条関係)  

（１）第１項は、長時間労働の実態が見られる自動車運転者につ

いて、労働時間等に関する改善のための基準を定めることに

より、自動車運転者の労働時間等の労働条件の向上を図るこ

とを目的とすることを明らかにしたものである。なお、四号

告示により「労働省労働基準局長が定めるものを除く」こと

としたが、これは平成八年報告記の二において「緊急輸送、緊

急作業及び危険物輸送についての改善基準の適用除外の扱い

については、平成９年３月 31日までに労使の合意に基づいて

別途通達等で措置することが適当である。」とされたことを踏

まえ、当該措置を行う際の改善基準告示上の根拠として規定

したものである。 
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    「自動車の運転の業務に主として従事する」か否かは、個

別の事案の実態に応じて判断することとなるが、実態として、

物品又は人を運搬するために自動車を運転する時間が現に労

働時間の半分を超えており、かつ、当該業務に従事する時間

が年間総労働時間の半分を超えることが見込まれる場合に

は、「自動車の運転の業務に主として従事する」に該当するも

のであること。 

    このため、自動車の運転の業務が主たる業務ではない労働

者、例えばクレーン車のオペレーターが移動のため路上を走

行するような場合には、原則として「自動車の運転の業務に

主として従事する」に該当しないものであること。 

   「四輪以上の自動車の運転の業務（局長が定めるものを除

く。）」の「局長が定める」業務とは、６に定める緊急輸送等

の業務であり、当該業務を改善基準告示の適用除外とするも

のであること。  

なお、第１項の考え方については、改正告示による改正前

の改善基準告示（以下「旧告示」という。）からの変更はない

こと。 

 

（２）労使関係者の責務（第２項） 

労働関係の当事者は、改善基準告示で定める基準を理由と

して、自動車運転者の労働条件を低下させてはならないこと

を求めるとともに、その向上に努めなければならないことを

規定するものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）第２項は、労働関係の当事者に対して、この基準を理由とし

て自動車運転者の労働条件を低下させてはならないことを求

めるとともに、その向上に努めるべき旨を規定したものであ

るが、特に、改善基準告示の改正を契機に労働条件を低下さ

せるようなことのないように要請されるものである。 
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なお、第２項の考え方については、旧告示からの変更はな

いこと。 

 

 （３）時間外・休日労働協定をする場合の留意事項（第３項） 

令和６年４月１日から、自動車運転の業務に対しても、時

間外労働の上限規制が適用されるとともに、労働基準法第 36

条第１項の協定で定める労働時間の延長及び休日の労働につ

いて留意すべき事項等に関する指針（平成 30年厚生労働省告

示第 323号。以下「指針」という。）が全面適用されることを

踏まえ、使用者及び労働者の過半数で組織する労働組合又は

労働者の過半数を代表する者（以下「労使当事者」という。）

は、法第 36条第１項の協定（以下「時間外・休日労働協定」

という。）を締結するに当たっては、次の事項に十分留意しな

ければならないことを、新たに規定したものであること。 

 

ア 労働時間を延長して労働させることができる時間（以下

「時間外労働時間」という。）は、１箇月について 45 時間

及び１年について 360 時間（１年単位の変形労働時間制を

採用している場合であって、その対象期間として３箇月を

超える期間を定めているときは、１箇月について 42時間及

び１年について 320時間。以下「限度時間」という。）を超

えない時間に限ることとされていること。 

 

イ アに定める１年の限度時間を超えて労働させることがで
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きる時間（以下「臨時的な特別の事情がある場合の時間外

労働時間」という。）を定めるに当たっては、事業場におけ

る通常予見することのできない業務量の大幅な増加等に伴

い臨時的に当該限度時間を超えて労働させる必要がある場

合であっても、960 時間を超えない範囲内とされているこ

と。 

 

ウ ア及びイに掲げるもののほか、労働時間の延長及び休日

の労働は必要最小限にとどめられるべきであることその他

の労働時間の延長及び休日の労働を適正なものとするため

に必要な事項については、指針において定められているこ

と。 

 

（４）拘束時間及び休息期間の定義 

ア 拘束時間 

拘束時間とは、労働時間と休憩時間（仮眠時間を含む。以

下同じ。）の合計時間、すなわち、始業時刻から終業時刻ま

での使用者に拘束される全ての時間をいうものであるこ

と。また、拘束時間の範囲内であっても、法定労働時間を超

えて又は休日に労働させる場合には、時間外・休日労働協

定の締結・届出が必要であることはいうまでもないこと。 

拘束時間とは、基本的には労働時間と休憩時間の合計時

間をいうものであるが、改善基準告示においては拘束時間

規制の観点から、あらゆる場合における始業時刻から終業
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時刻までの使用者に拘束されている全ての時間を確実に含

ましめるため、念のため「その他の使用者に拘束されてい

る時間」を加えたものである。したがって、通常の場合「そ

の他の使用者に拘束されている時間」が発生する余地はな

く、労働時間と休憩時間の合計時間が拘束時間となるもの

である。 

なお、今回の改正においては、臨時的な特別の事情があ

る場合でも時間外労働の上限が年 960 時間とされているこ

と等を踏まえ、１年及び１箇月の拘束時間について、次の

時間数を念頭に見直しの検討が行われたものである。 

 

・１年の拘束時間（3,300時間）＝１年の法定労働時間（週

40時間×52週＝2,080時間）＋１年の休憩時間（１時間

×週５日×52週＝260時間）＋時間外労働 960時間 

・１箇月の拘束時間（275時間）＝１年の拘束時間（3,300

時間）÷12か月 

 

ただし、この時間数は、事業場ごとの所定労働時間、休憩

時間及び月の日数等の違いを考慮したものではないため、

あくまで「目安」として参考にしたものである。 

 

イ 休息期間 

休息期間とは、使用者の拘束を受けない期間であること。

勤務と次の勤務との間にあって、休息期間の直前の拘束時
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間における疲労の回復を図るとともに、睡眠時間を含む労

働者の生活時間として、その処分が労働者の全く自由な判

断に委ねられる時間であり、休憩時間や仮眠時間等とは本

質的に異なる性格を有するものであること。 

 

（５）個人事業主等の取扱い 

    法第９条にいう労働者に該当しない個人事業主等は、改善

基準告示の直接の対象とはならない。他方、道路運送法（昭和

26年法律第 183号）及び貨物自動車運送事業法（平成元年法

律第 83号）等の関連法令に基づき、旅客自動車運送事業者及

び貨物自動車運送事業者は、運転者の過労防止等の観点から、

国土交通大臣が告示で定める基準に従って、運転者の勤務時

間及び乗務時間を定め、当該運転者にこれらを遵守させなけ

ればならない旨の規定が設けられており、その基準として、

改善基準告示が引用されている。当該規定は、個人事業主等

である運転者にも適用され、実質的に改善基準告示の遵守が

求められるものであることから、これらの事業者等の関係者

は、このことに留意する必要があること。 

 

 

２ タクシー運転者の拘束時間等(第２条第１項から第４項まで

関係) 

   第２条第１項から第４項までは、一般乗用旅客自動車運送事

業に従事する自動車運転者（ハイヤーに乗務する自動車運転者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束

時間等(第２条及び第３条関係)  

第２条は、一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運

転者の拘束時間、休息期間等についての基準を定めたものであ
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（以下「ハイヤー運転者」という。）を除く。以下「タクシー運

転者」という。）の拘束時間、休息期間等の基準を定めたもので

あること。 

   なお、第２条第５項は、ハイヤー運転者について、タクシー

運転者に係る基準は適用しないことを定めたものであること

（３参照）。 

 

（１）日勤勤務者の拘束時間及び休息期間（第１項） 

タクシー運転者のうち、隔日勤務（始業及び終業の日が同

一の日に属さない業務をいう。以下同じ。）以外の勤務に就く

者（以下「日勤勤務者」という。）の拘束時間及び休息期間に

ついては次のとおりであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

る。  

 

 

 

 

 

 

（１）隔日勤務以外の勤務に就く者の拘束時間及び休息期間(第２

条第１項関係) 

第１項は、一般乗用旅客自動車運送事業に従事する自動車運

転者のうち隔日勤務以外の勤務に就く者の拘束時間及び休息

期間について定めたものである。  

 

イ 拘束時間  

拘束時間とは、基本的には労働時間と休憩時間(仮眠時間

を含む。)の合計時間をいうものであるが、改善基準告示に

おいては拘束時間規制の観点から、あらゆる場合における

始業時刻から終業時刻までの使用者に拘束されている全て

の時間を確実に含ましめるため、念のため「その他の使用

者に拘束されている時間」を加えたものである。したがっ

て、通常の場合「その他の使用者に拘束されている時間」が

発生する余地はなく、労働時間と休憩時間(仮眠時間を含

む。)の合計時間が拘束時間となるものである。  

なお、改善基準告示に定める拘束時間の範囲内であって
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ア １箇月の拘束時間（第１号） 

日勤勤務者の１箇月の拘束時間は、「288時間」を超えな

いものとしたこと。 

旧告示において、日勤勤務者の１箇月の拘束時間の限度

は「299時間」とされていたが、「血管病変等を著しく増悪

させる業務による脳血管疾患及び虚血性心疾患等の認定基

準」（令和３年９月 14 日付け基発 0914 第１号別添。以下

「脳・心臓疾患に係る労災認定基準」という。）において発

症前１か月間におおむね 100 時間又は発症前２か月間ない

し６か月間にわたって１か月あたりおおむね 80 時間を超

える時間外労働（休日労働）がある場合に業務と脳・心臓疾

患の発症との関連性が強いと評価できるとされていること

等を踏まえ、過労死等の防止の観点から、月 80時間の時間

外労働を前提とした「275時間」の拘束時間に、月１回の休

日労働として１日「13時間」の拘束時間を加えた、「288時

間」としたこと。 

なお、第１号の「１箇月」とは、原則として暦月をいうも

のであるが、就業規則、勤務割表等で特定日を起算日と定

めている場合には、当該特定日から起算した１箇月でも差

し支えないものであること。（（２）アの隔日勤務者の１箇

も、法定労働時間を超えて労働させ、又は休日に労働させ

る場合には労働基準法(以下「法」という。) 第 36条に定

める協定の締結・届出をすることはいうまでもない。 

 

ロ １箇月についての拘束時間  

１箇月の拘束時間については、４号告示による改善基準

告示の改正により改正がなされたが、その改正の内容は次

のとおりである。  

（イ）拘束時間については、４号告示による改正前は 312 時

間以内とすることとしていたが、４号告示により、312時

間から１日の原則的な拘束時間の上限に相当する 13 時

間を減じ 299時間とすることとしたものである。  

299時間とは、13時間×23日という計算によるもので

あるが、当該月の労働日数には直接かかわらず、１箇月

についての総拘束時間を 299時間としたものである。  

なお、「１箇月」とは原則として暦月をいうものである

が、就業規則、勤務割表等において特定日を起算日と定

めている場合には、当該特定日から起算した１箇月でも

差し支えないものである。  

（ロ）顧客の需要に応ずるため常態として車庫等において待

機する就労形態(以下「車庫待ち等」という。)の自動車運

転者については、作業密度が比較的薄く、直ちに拘束時

間の短縮を図ることが困難な事情も認められることか

ら、４号告示による改正前は、改善基準告示により労使
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月の拘束時間についても同じ。） 

第１号ただし書は、車庫待ち等の自動車運転者の１箇月

の拘束時間を定めたものであること（（３）参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ １日の拘束時間（第２号、第３号） 

日勤勤務者の１日（始業時刻から起算して 24 時間をい

う。以下同じ。）の拘束時間は、「13時間」を超えないもの

とし、当該拘束時間を延長する場合であっても、１日の拘

協定の締結を条件に１箇月について 336 時間(14 時間×

24 日)までの拘束を認めることとしていたが、４号告示

により、336 時間から算定上の１日の拘束時間である 14

時間を減じ 322時間(14時間×23日)以内とすることとし

たものである。  

「車庫待ち等の自動車運転者」とは、旧改善基準(93号

通達により廃止された昭和 54 年 12 月 27 日付け基発第

642号「自動車運転者の労働時間等の改善基準について」

をいう。以下同じ。)における「常態として車庫待ち、駅

待ち等の形態によって就労する自動車運転者」と同様で

ある。したがって、一般的には今回改めて車庫待ち等の

自動車運転者に該当するか否かを判断する必要はなく、

また、従来車庫待ち等の実態にないものとされた事業場

については、就労の実態に特段の変化がないかぎり、本

項第１号括弧書の適用の余地はないものである。  

本項第１号に定める労使協定には、少なくとも①協定

の適用対象者、②１箇月についての拘束時間の限度、③

協定の有効期間を定めるよう指導すること。なお、別紙

５のとおり協定例を作成したので、参考とすること。 

 

ハ １日についての拘束時間  

（イ）１日(始業時刻から起算して 24時間をいう。以下同じ。)

についての拘束時間は、13時間以内を基本とするもので

あるが、必要がある場合には１日 16時間まで拘束するこ
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束時間の限度（以下「最大拘束時間」という。）は「15時間」

としたこと。この場合において、「１日の拘束時間が 14 時

間を超える回数をできるだけ少なくするよう努める」もの

としたこと。 

旧告示において、日勤勤務者の最大拘束時間は「16時間」

とされていたが、自動車運転者の睡眠時間の確保による疲

労回復の観点から、これを１時間短縮し、「15時間」とした

こと。 

また、１日の拘束時間について「13時間」を超えて延長

する場合は、自動車運転者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、

新たに、使用者は、１日の拘束時間が「14 時間」を超える

回数をできるだけ少なくするよう努めるものとした。当該

回数については、１週間に３回以内を目安とすること。こ

の場合において、１日の拘束時間が「14時間」を超える日

が連続することは望ましくないこと。 

第２号ただし書は、車庫待ち等の自動車運転者について

定めたものであること（（３）参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

とができる。この場合においても１箇月についての拘束

時間が本項第１号に定める拘束時間を超えない範囲内に

おいて認められるものであることはいうまでもない。  

なお、１日についての拘束時間の限度(以下「最大拘束

時間」という。) を 16時間としたのは、始業時刻から起

算して 24 時間中に少なくとも継続８時間以上の休息期

間を確保する必要があるためである。 

（ロ）車庫待ち等の自動車運転者については、一定の条件の

下に最大拘束時間の延長を認めているが、これは、車庫

待ち等の自動車運転者は比較的作業密度が薄く、かつ、

営業区域が狭いこと等により、帰庫させ仮眠時間を与え

ることが可能な実態を有するためである。  

この取扱は特例的なものであることから、改善基準第

２条第１項第２号の要件については厳格に適用すること

とし、特に同号ハに定められた一日についての拘束時間

が 18時間を超える場合における仮眠時間に関しては、仮

眠設備において夜間四時間以上の仮眠時間を確実に与え

ることが要請されていることに留意すること。  

最大拘束時間を延長することができる条件はおおむね

旧改善基準と同様であるが、１日の拘束時間が 16時間を

超えることのできる回数については、旧改善基準におい

ては２週間を通じ３回を限度としていたものを、改善基

準告示において拘束時間の規制の単位を１箇月としたこ

とに伴い、１箇月について７回以内に改めたものである。 
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ウ 休息期間（第４号） 

日勤勤務者の休息期間は、勤務終了後、「継続 11 時間以

上与えるよう努めることを基本とし、継続９時間を下回ら

ない」ものとしたこと。 

旧告示において、日勤勤務者の休息期間は、勤務終了後

「継続８時間以上」とされていたが、十分な休息期間の確

保が重要であり、脳・心臓疾患に係る労災認定基準におい

て、長期間の過重業務の判断に当たって「勤務間インター

バル」がおおむね 11時間未満の勤務の有無等について検討

し評価することとされていること等を踏まえ、自動車運転

者の睡眠時間の確保による疲労回復の観点から、休息期間

について「継続 11時間以上」与えるよう努めることが原則

であることを示すとともに、下限を１時間延長し、「９時間」

としたこと。 

労使当事者にあっては、このことを踏まえ、単に休息期

間の下限「９時間」を遵守するにとどまらず、「継続 11 時

間以上」の休息期間が確保されるよう自主的な改善の取組

を行うことが特に要請されるものであること。 

 

（２）隔日勤務者の拘束時間及び休息期間（第２項） 

      タクシー運転者のうち隔日勤務に就く者（以下「隔日勤務

者」という。）の拘束時間及び休息期間については、次のとお

りであること。 

 

ニ 休息期間  

休息期間については、拘束時間と表裏の関係にあること

から、改善基準告示においては「使用者の拘束を受けない

期間」としているが、休息期間についての考え方は、旧改善

基準と全く同様である。すなわち、休息期間とは、勤務と次

の勤務との間にあって、休息期間の直前の拘束時間におけ

る疲労の回復を図るとともに、睡眠時間を含む労働者の生

活時間として、その処分は労働者の全く自由な判断にゆだ

ねられる時間であって、休憩時間や仮眠時間等とは本質的

に異なる性格を有するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）隔日勤務に就く者の拘束時間及び休息期間(第２条第２項関

係)  

隔日勤務制は都市部のタクシー業を中心に広く採用されて

いる勤務形態であるので、２暦日における拘束時間を最大 21
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   なお、隔日勤務とは、始業及び終業の時刻が同一の日に属

さない業務をいう。２労働日の勤務を一勤務にまとめて行う

ものであり、深夜時間帯における公共交通機関としての役割

を果たすタクシー業において、都市部を中心に広く採用され

ている勤務形態であること。 

 

 

 

 

ア １箇月の拘束時間（第１号） 

隔日勤務者の１箇月の拘束時間は、「262 時間」を超えな

いものとすること。 

ただし、地域的事情その他の特別な事情がある場合にお

いて、労使協定があるときは、１年のうち６箇月までは、

１箇月の拘束時間を「270時間」まで延長することができる

こと。 

なお、１箇月の拘束時間を延長する場合の「地域的事情

その他の特別な事情」とは、例えば地方都市における顧客

需要の状況、大都市部における顧客需要の一時的増加等を

いうものであること。 

なお、隔日勤務者の１箇月の拘束時間については、旧告

示からの変更はないこと。 

１箇月の拘束時間を延長する場合の労使協定について

は、別５－１の協定例を参考とすること。労使協定では、１

時間(一日平均 10.5時間)とし、日勤勤務より総拘束時間を短

くするとともに、勤務終了後、継続 20時間以上の休息期間を

与えることを条件として、認めることとしている。  

なお、日勤勤務と隔日勤務を併用して頻繁に勤務態様を変

えることは、労働者の生理的機能への影響にかんがみ認めら

れない。したがって、日勤勤務と隔日勤務を併用する場合に

は、制度的に一定期間ごとに交替させるよう勤務割を編成し

なければならない。 

 

イ 拘束時間  

拘束時間については、４号告示による改善基準告示の改

正により改正がなされたが、その改正の内容は次のとおり

である。  

（イ）隔日勤務については、４号告示による改正前は１箇月

について 270 時間以内とすることとされていたが、４号

告示により、270時間から８時間を減じ 262時間以内と

することとしたものである。この場合においても当該月

の労働日数には直接かかわらず、１箇月における総拘束

時間を 262時間以内としたものである。  

（ロ）地域的事情その他の特別な事情がある場合において、

労使協定があるときは、１年のうち６箇月までは１箇月

の拘束時間を 270 時間まで延長することができることと

したが、これは、一般乗用旅客自動車運送事業をめぐる

諸情勢は非常に厳しいものがあり、かつ先行きが不透明
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年の始期及び終期を定め、当該１年のうち６箇月までの範

囲で１箇月の拘束時間を「270時間」を超えない範囲で延長

する旨を協定することとなるが、その場合の各月の拘束時

間は、例えば次のようになり、全ての協定対象者の各月の

拘束時間は、この範囲内とする必要があること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 

イ ２暦日の拘束時間（第２号） 

隔日勤務者の２暦日の拘束時間は、「22時間」を超えない

ものとし、かつ、「２回の隔日勤務を平均し隔日勤務１回当

たり 21時間を超えない」ものとしたこと。 

旧告示において、２暦日の拘束時間の限度は「21時間」

と定めていたが、当該拘束時間について旧告示と同程度の

水準に抑えつつ、突発的な顧客需要や交通事情等に一層柔

軟に対応する観点から、見直しを行ったものであること。 

また、２回の隔日勤務を平均した１回当たりの拘束時間

な情勢にあること等にかんがみ、隔日勤務に就く者の１

箇月の拘束時間の例外措置として認めることとしたもの

である。  

「地域的事情その他の特別な事情」とは、例えば地方

都市における顧客需要の状況、大都市部における顧客需

要の一時的増加等をいうものである。  

当該延長を労使協定に係らしめることとしたのは、拘

束時間の限度について、予め労働者に周知することを通

じて、適正かつ明確な拘束時間の管理を期すためであり、

当該労使協定には次の事項を定めておく必要がある。  

① 対象者  

② 拘束時間を延長する月及び当該月の拘束時間  

③ 当該協定の始期及び終期  

また、協定に定めることとした事項は、事情の変更に

応じて変更する必要が生じることも考えられるので、そ

の変更により影響を受ける労働者がある程度余裕をもっ

て対応できるよう、一定期間前もって協議する事を明ら

かにする等、協定を変更するための手続きも併せて定め

ておく必要がある。  

なお、別紙六のとおり協定例を作成したので、参考と

すること。  

労使協定では、１年の始期及び終期を定め、当該１年

のうち６箇月までの範囲で１箇月の拘束時間を 270 時間

を超えない範囲で延長する旨を協定することとなるが、

１箇月の拘束時間（タクシー） 
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の計算に当たっては、特定の隔日勤務を起算点として、２

回の隔日勤務に区切り、その２回の隔日勤務の平均とする

ことが望ましいが、特定の隔日勤務の拘束時間が改善基準

告示に違反するか否かは、次により判断するものであるこ

と。 

    

特定の隔日勤務の前の隔日勤務 特定の隔日勤務 特定の隔日勤務の次の隔日勤務 

Ｂ時間 Ａ時間 Ｃ時間 

※次の①②のいずれもが「21時間」を超えた場合に、初めて違反と判断される。①特定の

隔日勤務の拘束時間（Ａ時間）と、特定の隔日勤務の前の隔日勤務の拘束時間（Ｂ時間）

との平均、②Ａ時間と特定の隔日勤務の次の隔日勤務の拘束時間（Ｃ時間）との平均 

 

なお、日勤勤務と隔日勤務を併用して頻繁に勤務態様を

変えることは、労働者の生理的機能への影響に鑑み認めら

れないこと。したがって、日勤勤務と隔日勤務を併用する

場合には、制度的に一定期間ごとに交替させるよう勤務割

を編成しなければならないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

その場合の各月の拘束時間は、例えば次のようになり、

全ての協定対象者の各月の拘束時間は、この範囲内とす

る必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ハ）車庫待ち等の自動車運転者については、夜間４時間以

上の仮眠時間を与えることを条件に、１箇月について労

使協定により定める回数(当該回数が１箇月について７

回を超えるときは、７回)に限り、24時間まで延長するこ

とができることとし、この場合の１箇月の拘束時間は 262

時間又は 270 時間までで労使協定により定めた時間にそ

れぞれ 20 時間を加えた時間を超えないこととしたもの

である。  

具体的には、１箇月の拘束時間を原則どおりとしてい

る場合は車庫待ち等の自動車運転者の１箇月の拘束時間

は 282 時間まで延長でき、労使協定により１箇月の拘束
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時間を 270 時間を超えない範囲で延長した場合には、当

該延長を行った月については、当該延長により定められ

た拘束時間に 20 時間を加えた時間(例えば、ある月の１

箇月の拘束時間を労使協定により 266 時間まで延長した

場合には、車庫待ち等の自動車運転者のその月の拘束時

間は 266＋20 時間で 286 時間)まで延長できることとな

る。  

２暦日についての拘束時間の延長の限度は３時間であ

るから、21時間を超える回数が６回以内の場合には１箇

月の拘束時間は 262 時間又は 270 時間までで労使協定に

より定めた時間にそれぞれ 20 時間を加えた時間に達す

ることはなく、７回の場合には 262 時間又は 270 時間ま

でで労使協定により定めた時間に 20 時間を加えた時間

が限度となるものである。  

１箇月についての拘束時間について通常の隔日勤務の

場合より 20時間の限度で延長を認めることとしたのは、

２暦日についての拘束時間が 21時間を超える場合には、

拘束時間中少なくとも４時間の仮眠時間が含まれている

ことから、月間 20時間の限度で延長を認めても通常の隔

日勤務に比べて過重とはいえないという理由によるもの

である。  

この取扱は特例的なものであることから、改善基準告

示第２条第２項第１号の要件については厳格に適用する

こととし、特に２暦日についての拘束時間が 21時間を超
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ウ 休息期間（第４号） 

隔日勤務者の休息期間は、勤務終了後、「継続 24 時間以

上与えるよう努めることを基本とし、継続 22時間を下回ら

ない」ものとしたこと。 

旧告示において、隔日勤務者の休息期間は、勤務終了後

「継続 20時間以上」とされていたが、上記（１）ウで述べ

た休息期間の重要性に加え、隔日勤務については２労働日

の勤務を一勤務にまとめて行うため自動車運転者の身体的

負担を伴うものであること等を踏まえ、休息期間について

「継続 24時間以上」与えるよう努めることが原則であるこ

とを示すとともに、下限を２時間延長し、「継続 22 時間」

としたものであること。 

労使当事者にあっては、このことを踏まえ、単に休息期

間の下限「22時間」を遵守するにとどまらず、「継続 24時

間以上」の休息期間が確保されるよう自主的な改善の取組

を行うことが特に要請されるものであること。 

 

（３）車庫待ち等の自動車運転者について（第１項、第２項） 

える場合における仮眠時間に関しては、仮眠設備におい

て夜間４時間以上の仮眠時間を確実に与えることが要請

されていることに留意すること。  

なお、別紙７のとおり協定例を作成したので、参考と

すること。  

 

ロ 休息期間  

勤務終了後、継続 20時間以上の休息期間を与えなければ

ならないこととしたのは、連続勤務を禁止する趣旨である

ので、休息期間が確保されない連続勤務が行われないよう

留意すること。  
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ア 定義 

 顧客の需要に応ずるため常態として車庫等において待機

する就労形態（以下「車庫待ち等」という。）の自動車運転

者とは、常態として車庫待ち、駅待ち等の形態によって就労

する自動車運転者であり、比較的作業密度が薄いこと等に

より、帰庫させ仮眠時間を与えることが可能な実態を有す

るため、一定の要件の下に最大拘束時間の延長を認めるも

のである。就労形態について次の要件を満たす場合には、車

庫待ち等の自動車運転者に該当するものとして取り扱って

差し支えないものであること。 

（ア）事業場が人口 30万人以上の都市に所在していないこと。 

（イ）勤務時間のほとんどについて「流し営業」を行っている

実態でないこと。 

（ウ）夜間に４時間以上の仮眠時間が確保される実態である

こと。 

（エ）原則として、事業場内における休憩が確保される実態で

あること。 

なお、新告示の適用の際、現に車庫待ち等の自動車運転者

として取り扱われている者の属する事業場については、

（ア）にかかわらず、当該事業場が人口 30万人以上の都市

に所在している場合であっても、当分の間、当該事業場の自

動車運転者を車庫待ち等の自動車運転者に該当するものと

して取り扱うこと。 
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イ 日勤勤務の車庫待ち等の自動車運転者（第１項第１号、

第２号） 

日勤勤務の車庫待ち等の自動車運転者の拘束時間は、上

記（１）アの日勤勤務者の１箇月の拘束時間と同様、１箇月

について「288時間」を超えないものとし、労使協定により、

１箇月の拘束時間を「300時間」まで延長することができる

こと。また、次に掲げる要件を満たす場合、１日の拘束時間

を「24時間」まで延長することができること。 

（ア）勤務終了後、「継続 20 時間以上」の休息期間を与える

こと。 

（イ）１日の拘束時間が「16 時間」を超える回数が１箇   

月について７回以内であること。 

（ウ）１日の拘束時間が「18時間」を超える場合には、夜間

に「４時間以上」の仮眠時間を与えること。 

旧告示において、日勤勤務の車庫待ち等の自動車運転者

の１箇月の拘束時間は、「322時間」まで延長することがで

きるとされていたが、脳・心臓疾患に係る労災認定基準等

を踏まえ、過労死等の防止の観点から、22時間短縮し、「300

時間」としたこと。 

また、１箇月の拘束時間を延長する場合の労使協定につ

いては、別紙５－１の協定例を参考とすること。なお、上記

（ウ）の運用に当たっては、仮眠設備において夜間「４時間

以上」の仮眠時間を確実に与えることが要請されているこ

とについて、引き続き、留意すること。 
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ウ 隔日勤務の車庫待ち等の自動車運転者（第２項第３号） 

隔日勤務の車庫待ち等の自動車運転者の拘束時間は、上

記（２）アの隔日勤務者の１箇月の拘束時間の原則と同様、

１箇月について「262時間」を超えないものとし、労使協定

により、「270時間」まで延長することができること。また、

次に掲げる要件を満たす場合、１箇月の拘束時間について

は上記の時間（262 時間又は 270 時間）に「10 時間」を加

えた時間まで、２暦日の拘束時間については「24時間」ま

で、それぞれ延長することができること。 

（ア）夜間に「４時間以上」の仮眠時間を与えること。 

（イ）２暦日の拘束時間が 22時間を超える回数及び２回の隔

日勤務を平均し隔日勤務１回当たり 21 時間を超える回

数の合計は、労使協定により、１箇月について７回以内

の範囲で定めること。 

旧告示において、隔日勤務の車庫待ち等の自動車運転者

の拘束時間は、１箇月「270時間」まで延長することができ、

上記（ア）及び（イ）の要件を満たす場合には、「20時間」

を加えた時間まで延長できるとされていたが、脳・心臓疾

患に係る労災認定基準等を踏まえ、過労死等の防止の観点

から、当該要件を満たした場合に延長できる時間を「20時

間」から 10時間短縮し、「10時間」としたものであること。 

また、拘束時間を延長する場合の労使協定については、

別紙５－１の協定例を参考とすること。 
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（４）予期し得ない事象への対応時間の取扱い（第３項） 

ア 趣旨 

  タクシー運転者が、災害や事故等の通常予期し得ない事象

に遭遇し、運行が遅延した場合において、その対応に要した

時間についての拘束時間の例外的な取扱いを新たに定めた

ものであること。 

 

イ 「予期し得ない事象への対応時間」の取扱い 

  １日の拘束時間及び２暦日の拘束時間の規定の適用に当

たっては、予期し得ない事象への対応時間を、これらの拘束

時間から除くことができること。この場合において、予期し

得ない事象への対応時間により、１日の拘束時間が最大拘束

時間を超えた場合、勤務終了後、１日の勤務の場合には「継

続 11 時間以上」、２暦日の勤務の場合には「継続 24 時間以

上」の休息期間を与えること。 

  当該例外的な取扱いは、タクシー運転者については、１日

又は２暦日の拘束時間の規定の適用に限ったものであり、１

箇月の拘束時間等の改善基準告示の他の規定の適用に当

たっては、予期し得ない事象への対応時間を除くことはでき

ないこと。また、予期し得ない事象への対応時間は、休憩に

該当しない限り、労働時間として取り扱う必要があることは

いうまでもないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

29 

 

本通達 旧通達 

ウ 「予期し得ない事象への対応時間」の定義 

  「予期し得ない事象への対応時間」とは、次の（ア）（イ）

の両方の要件を満たす時間をいうこと。 

（ア）通常予期し得ない事象として局長が定めるものにより生

じた運行の遅延に対応するための時間であること。（第１

号） 

「局長が定める」事象とは、次のいずれかの事象をいう

こと。 

  ａ 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと。 

  ｂ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこ

と。 

  ｃ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖された

こと又は道路が渋滞したこと。 

  ｄ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運

行が困難となったこと。 

    当該事象は、「通常予期し得ない」ものである必要があ

り、例えば、平常時の交通状況等から事前に発生を予測す

ることが可能な道路渋滞等は、これに該当しないこと。 

 （イ）客観的な記録により確認できる時間であること。（第２

号） 

   次のａの記録に加え、ｂの記録により、当該事象が発生

した日時等を客観的に確認できる必要があり、ａの記録の

みでは「客観的な記録により確認できる時間」とは認めら

れないこと。 
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  a 運転日報上の記録 

・ 対応を行った場所 

・ 予期し得ない事象に係る具体的事由 

・ 当該事象への対応を開始し、及び終了した時刻や所

要時間数 

    ｂ 予期し得ない事象の発生を特定できる客観的な資料 

    遭遇した事象に応じ、例えば次のような資料が考え

られること。 

（a）修理会社等が発行する故障車両の修理明細書等 

（b）フェリー運航会社等のホームページに掲載された

フェリー欠航情報の写し 

（c）公益財団法人日本道路交通情報センター等のホーム

ページに掲載された道路交通情報の写し（渋滞の日

時・原因を特定できるもの） 

（d）気象庁のホームページ等に掲載された異常気象等に

関する気象情報等の写し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）時間外労働(第２条第３項関係)  

第３項は、法第 36条の協定をする場合において１箇月以外

の一定の期間について協定することを排除するものではない

が、少なくとも１箇月について協定しなければならない。な

お、自動車運転者については「労働基準法第 36条の協定にお

いて定められる一日を超える一定の期間についての延長する

ことができる時間に関する指針」(昭和 57年労働省告示第 69
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（５）休日労働（第４項） 

休日労働の回数は２週間について１回を超えないものと

し、当該休日労働によって、上記（１）から（３）までに定め

る拘束時間の限度を超えないものとすること。また、休日労

働の場合であっても、当該休日における勤務と前後の勤務の

間には、それぞれ所定の休息期間が必要であること。 

隔日勤務の場合の休日労働は２日をまとめて行うものであ

るが、この場合、次のような形の休日労働も「２週間を通じ

１回を限度とする」との休日労働に該当するものであること。 

  

 

 

 

 

 

   なお、これらについては、旧告示からの変更はないこと。 

 

 

３ ハイヤー運転者の時間外労働の上限規制等（第２条第５項、

第３条関係） 

号。以下「指針」という。)に定める目安時間の適用はないが、

法第 36条に基づく協定における時間外労働については、改善

基準告示に定める拘束時間の範囲内とする必要がある。  

 

（４）休日労働(第２条第４項関係)  

休日労働については、回数は２週間に１回を限度とし、１

箇月についての拘束時間の限度内でのみ行わせることができ

る。休日労働の場合であっても、当該休日における勤務と前

後の勤務との間には、それぞれ所定の休息期間が必要である。  

隔日勤務の場合の休日労働は２日をまとめて行うものであ

るが、次のような形の休日労働も「２週間を通じ１回を限度

とする」との基準に該当する休日労働である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）ハイヤーに乗務する自動車運転者についての取扱  

イ 拘束時間及び休息期間等の適用除外(第２条第５項関係)  
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（１）拘束時間、休息期間等の適用除外（第２条第５項） 

第２条第５項で規定するハイヤーの定義（「一般乗用旅客自

動車運送事業の用に供せられる自動車であって、当該自動車

による運送の引受けが営業所のみにおいて行われるものをい

う。」）は、タクシー業務適正化特別措置法（昭和 45年法律第

75号）第２条第２項の規定を参考としているものであるが、

具体的には各地方運輸局長（沖縄総合事務局長を含む。）から

ハイヤー運賃の認可を受けた自動車をいうものであること。

ハイヤー運転者については、その勤務の実態を踏まえ、従前

から、第２条第１項から第４項までの拘束時間、休息期間等

の規定を適用しないこととしており、これらの考え方等につ

いては、旧告示から変更はないこと。 

 

（２）時間外労働の上限規制等（第３条） 

労使当事者は、ハイヤー運転者に係る時間外・休日労働協

定を締結するに当たっては、次の事項を遵守しなければなら

ないものとしたこと。（第１項） 

ア 時間外労働時間については、限度時間を超えない時間に

限ること。 

イ 臨時的な特別の事情がある場合の時間外労働時間を定

めるに当たっては、960 時間を超えない範囲内とされてい

ること。 

また、使用者は、時間外・休日労働協定において、時間外

労働時間を定めるに当たっては当該時間数を、休日の労働を

ハイヤーの定義は、業務適正化臨時措置法(昭和 45 年法律

第 75 号) 第２条第２項の規定を参考としているものであ

るが、具体的には地方運輸局長からハイヤー運賃の認可を

受けた自動車をいうものである。  

ハイヤーに乗務する自動車運転者については、その勤務

の実態から、前項までの拘束時間、休息期間等の規定を適

用しないこととしている。  

なお、勤務の都合上、勤務の終了時刻から次の勤務の始

業時刻までの間隔が短くなる場合においても、当該運転者

の疲労回復を図る観点から、継続４時間以上の睡眠時間を

確保するため少なくとも６時間程度は次の勤務に就かせな

いようにすること。  

 

ロ 時間外労働の目安時間(第３条関係)  

時間外労働の目安時間については、一定期間について、

勤務を踏まえ、１箇月又は３箇月について協定するととも

に、年間の労働時間の短縮を図る観点から一年間について

協定を求めることとし、目安時間について、１箇月 50時間、

３箇月 140時間、１年 450時間としているものである。  

その他の点については、指針第３条と同様の考え方によ

るものである。 
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定めるに当たっては当該休日に労働させる時間数を、それぞ

れできる限り短くするよう努めなければならないものとした

こと。（第２項） 

さらに、使用者は、ハイヤー運転者が疲労回復を図るため

に、必要な睡眠時間を確保できるよう、勤務終了後に一定の

休息期間を与えなければならないものとしたこと。（第３項） 

旧告示において、ハイヤー運転者については、時間外労働

時間を１箇月「50時間」等の目安時間以内とするよう努める

こと等とされていたが、令和６年４月１日から、ハイヤー運

転者についても他の自動車運転者と同様、法に基づく時間外

労働の上限規制や指針の適用対象となることを踏まえ、時間

外・休日労働協定を締結するに当たっての労使当事者又は使

用者の責務を定めたものであること。 

また、第３項は、自動車運転者の睡眠時間の確保による疲

労回復の観点から、勤務終了後に一定の休息期間を与えなけ

ればならないことを新たに規定したこと。ハイヤー運転者は、

タクシー運転者に比べて、一層柔軟に顧客の需要に対応する

必要がある場合があり、休息期間の下限時間を定めることが

困難であることから、「一定の休息期間」としたものであるが、

当該規定に基づき、使用者は、ハイヤー運転者の各々の勤務

の実態に即した適切な時間の休息期間を勤務終了後に与える

必要があること。 

ハイヤー運転者については、拘束時間の基準等の規定は設

けられていないが、時間外労働の削減や過労死等の防止と
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いった観点から、適正に労働時間管理を行うべきことは当然

のことであり、使用者は特にこのことに留意する必要がある

こと。 

なお、第３項の規定が設けられたことに伴い、従前におい

て 143 号通達で示していた「当該運転者の疲労回復を図る観

点から、継続４時間以上の睡眠時間を確保するため少なくと

も６時間程度は次の勤務に就かせないようにする」との取扱

いは廃止すること。 

 

 

４ トラック運転者の拘束時間等（第４条関係） 

第４条第１項から第５項までは、貨物自動車運送事業に従事

する自動車運転者（以下「トラック運転者」という。）の拘束時

間、休息期間等について定めたものであること。 

なお、同条第６項の「旅客自動車運送事業及び貨物自動車運

送事業以外の事業に従事する自動車運転者(主として人を運送

することを目的とする自動車の運転の業務に従事する者を除

く。)」とは、主として物を運送することを目的とする自動車の

運転の業務に従事する者がこれに該当するものであり、例えば、

工場等の製造業における配達部門の運転者については、本条に

よるものであること。 

 

（１）１箇月及び１年の拘束時間（第１項第１号、第２号） 

トラック運転者の拘束時間は、１箇月の拘束時間が「284時

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘束時間等

（第４条関係） 

第４条は、貨物自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘

束時間、休息期間、運転時間等について定めたものである。 

なお、旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送事業以外の事

業に従事する自動車運転者(主として人を運送することを目的

とする自動車の運転の業務に従事する者を除く。)、例えば、販

売業における配達部門の運転者については、本条によることと

している。 

 

 

 

（１）拘束時間 

拘束時間については、４号告示による改善基準告示の改正
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間」を超えず、かつ、１年の総拘束時間が「3,300時間」を超

えないものとしたこと。ただし、労使協定により、１年のうち

６箇月までは、１年の総拘束時間が「3,400時間」を超えない

範囲内において、１箇月の拘束時間を「310時間」まで延長す

ることができること。この場合において、１箇月の拘束時間

が「284時間」を超える月が３箇月を超えて連続しないものと

し、かつ、１箇月の時間外労働及び休日労働の合計時間数が

「100時間未満」となるよう努めるものとしたこと。 

旧告示において、１箇月の拘束時間の限度は「293時間」と

されていたが、脳・心臓疾患に係る労災認定基準等を踏まえ、

過労死等の防止の観点から、月 80時間の時間外労働時間を前

提とした「275時間」の拘束時間に、月１回の休日労働に相当

する 1 日「９時間」の拘束時間を加えた、「284 時間」とした

こと。１年の総拘束時間が「3,300時間」とあるのは、「275時

間」の拘束時間に 12箇月を乗じたものであり、旧告示におけ

る１年の総拘束時間の上限である 293 時間×12 箇月＝3,516

時間から 216時間短縮していること。また、旧告示において、

労使協定があるときは、１年のうち６箇月までは、１年の総

拘束時間が「3,516時間」を超えない範囲内において１箇月の

拘束時間を「320時間」まで延長できると定めていたが、過労

死等の防止の観点を踏まえつつ、業務の繁閑等にも対応でき

るよう、１年の総拘束時間を 116 時間、１箇月の拘束時間を

10 時間短縮し、１年の拘束時間が「3,400 時間」を超えない

範囲内において１箇月の拘束時間を「310時間」まで延長でき

により改正がなされたが、その改正の内容は次のとおりであ

る。 

 

イ ４号告示により、２週間及び４週間の拘束時間に替えて

１箇月の拘束時間を定めることとし、当該１箇月の拘束時

間を 293時間とすることとしたものである。 

１箇月の総拘束時間の計算に当たっては、特定の日を起

算日とし、１箇月ごとに区切って計算すること。 

なお、拘束時間についての考え方は、２の（１）のイのと

おりである。 

 

ロ 労使協定があるときは、１年のうち６箇月までは、１年

についての拘束時間が 3,516 時間を超えない範囲内におい

て、１箇月についての拘束時間を 320 時間まで延長するこ

とができることとしたが、これは、輸送体系の変化、顧客

ニーズの多様化等の貨物自動車運送事業の諸情勢を踏ま

え、事業の繁忙・閑散等を考慮しつつ総労働時間短縮に取

り組むための現段階の措置として認めることとしたもので

ある。 

当該延長を労使協定に係らしめることとしたのは、拘束

時間の限度について、予め労働者に周知することを通じて、

適正かつ明確な拘束時間の管理を期すためであり、当該労

使協定には、次の事項を定めておく必要がある。 

① 対象者 
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ることとしたこと。 

労使協定により拘束時間を延長する場合であっても、１箇

月の拘束時間を全て上限値（284 時間×６箇月かつ 310 時間

×６箇月）とすると１年の総拘束時間は 3,564 時間となるこ

とから、そのようなことはできず、１年で「3,400時間」以内

となるよう１箇月当たりの拘束時間を抑制する必要があるこ

と。 

また、労使協定により拘束時間を延長する場合、拘束時間の

長い勤務が長期間連続して行われることによる疲労の蓄積を

防ぐ観点から、拘束時間が「284時間」を超える月は３箇月を

超えて連続しないこととし、１箇月の時間外・休日労働時間

数が「100時間未満」となるよう努めることとしたこと。 

労使協定により拘束時間を延長する場合、使用者には、過労

死等や過労運転を防止する観点から、トラック運転者の睡眠

時間が十分確保されるよう運行計画を作成すること等が要請

されるものであること。なお、この場合の「１箇月」とは、原

則として暦月をいうものであるが、就業規則、勤務割表等に

おいて特定日を起算日と定めている場合には、当該特定日か

ら起算した１箇月でも差し支えないものであること。また、

拘束時間を延長する場合の労使協定については、別紙５－２

の協定例を参考とすること。また、労使協定により定めた１

年の各月の拘束時間の限度は、例えば次のようになり、全て

の協定対象者の各月の拘束時間は、この範囲内とする必要が

あること。 

② 各月の拘束時間 

③ 当該協定の始期及び終期 

また、協定に定めることとした事項は、事情の変更に応

じて変更する必要が生じることも考えられるので、その変

更により影響を受ける労働者がある程度余裕をもって対応

できるよう、一定期間前もって協議することを明らかにす

る等、協定を変更するための手続きも併せて定めておく必

要がある。 

当該労使協定では、293 時間を超える月数は６箇月以内

となるよう当該１年の全ての月の拘束時間を定め、全ての

月の拘束時間は 320 時間以内で、その合計が 3,516 時間以

内となっている必要がある。 

なお、別紙８のとおり協定例を作成したので、参考とす

ること。 

労使協定により定めた１年の各月の拘束時間の限度は、

例えば次のようになり、全ての協定対象者の各月の拘束時

間は、この範囲内とする必要がある。 
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（２）１日の拘束時間（第１項第３号、第４号） 

１日の拘束時間は、「13時間」を超えないものとし、当該拘

束時間を延長する場合であっても、最大拘束時間は「15時間」

としたこと。ただし、自動車運転者の１週間における運行が

全て長距離貨物運送（一の運行（自動車運転者が所属する事

業場を出発してから当該事業場に帰着するまでをいう。以下

同じ。）の走行距離が 450 ㎞以上の貨物運送をいう。以下同

じ。）であり、かつ、一の運行における休息期間が住所地以外

の場所におけるものである場合（以下「宿泊を伴う長距離貨

物運送の場合」という。）、当該１週間について２回に限り最

大拘束時間を「16時間」とすることができること。 

また、１日の拘束時間を延長する場合（宿泊を伴う長距離

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）最大拘束時間 

１日についての拘束時間の基本は 13時間以内であるが、第

１項第１号により１箇月を平均して計算する場合において

も、最大拘束時間は 16時間を限度とすることとしたものであ

る。 

最大拘束時間を 16時間としたのは、始業時刻から起算して

24時間中に少なくとも継続８時間以上の休息期間を確保する

必要があるためである。「１日についての拘束時間が 15 時間

を超える回数は、１週間について２回以内とする」とは、始業

時刻から起算して 24 時間中に継続した休息期間を９時間未

満とすることのできる日は１週間について２回を限度とする

との意である。 

１箇月及び１年の拘束時間（トラック） 
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貨物運送の場合を含む。）において、「１日の拘束時間が 14時

間を超える回数をできるだけ少なくするよう努める」ものと

したこと。 

旧告示において、最大拘束時間は「16時間」とされていた

が、自動車運転者の睡眠時間の確保による疲労回復の観点か

ら、これを１時間短縮し、「15時間」としたこと。また、宿泊

を伴う長距離貨物運送の場合、車中泊など住所地以外の場所

における休息期間を確保するよりも、運行終了後に住所地で

の休息期間を十分に確保し、トラック運転者の疲労回復を図

る等の観点から、１週間について２回に限り拘束時間を「16

時間」とすることを可能としたものであること。 

１日の拘束時間について「13時間」を超えて延長する場合

は、自動車運転者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、新たに、使

用者は、１日の拘束時間が「14時間」を超える回数をできる

だけ少なくするよう努めるものとした。当該回数について

は、１週間について２回以内を目安とすること。この場合に

おいて、１日の拘束時間が「14時間」を超える日が連続する

ことは望ましくないこと。 

 

（３）休息期間（第１項第５号） 

   休息期間は、勤務終了後、「継続 11 時間以上与えるよう努

めることを基本とし、継続９時間を下回らない」ものとした

こと。ただし、宿泊を伴う長距離貨物運送の場合、当該１週間

について２回に限り、「継続８時間以上」とすることができる

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）休息期間 

休息期間についての考え方は、２の（１）のニのとおりであ

る。 
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こととし、この場合において、一の運行終了後、「継続 12 時

間以上」の休息期間を与えるものとしたこと。 

旧告示において、休息期間は、勤務終了後「継続８時間以

上」とされていたが、十分な休息期間の確保が重要であり、

脳・心臓疾患に係る労災認定基準において、長期間の過重業

務の判断に当たって「勤務間インターバル」がおおむね 11時

間未満の勤務の有無等について検討し評価することとされて

いること等を踏まえ、自動車運転者の睡眠時間の確保による

疲労回復の観点から、休息期間について「継続 11時間以上」

与えるよう努めることが原則であることを示すとともに、下

限を１時間延長し、「９時間」としたこと。労使当事者にあっ

ては、このことを踏まえ、単に休息期間の下限「９時間」を遵

守するにとどまらず、「継続 11 時間以上」の休息期間が確保

されるよう自主的な改善の取組を行うことが特に要請される

ものであること。 

また、上記（２）のとおり、宿泊を伴う長距離貨物運送の場

合、車中泊など住所地以外の場所における休息期間を確保す

るよりも、運行終了後に住所地での休息期間を十分に確保し、

トラック運転者の疲労回復を図る等の観点から、当該運行終

了後に、通常の「継続 11時間」を上回る「継続 12時間以上」

の休息期間を与えるものとしたこと。 

 

（４）運転時間（第１項第６号） 

   運転時間は、２日を平均し１日当たり「９時間」、２週間を

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）運転時間 

運転時間については、４号告示において改正が行われな
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平均し１週間当たり「44時間」を超えないものとすること。 

   ２日を平均し１日当たりの運転時間の算定に当たっては、

特定の日を起算日として２日ごとに区切り、その２日間の平

均とすることが望ましいが、特定日の最大運転時間が改善基

準告示に違反するか否かは、次により判断するものであるこ

と。 

 
 

 

 

 

 

※次の①②のいずれもが「９時間」を超えた場合に、初めて違反と判断される。①特定日の

運転時間（Ａ時間）と特定日の前日の運転時間（Ｂ時間）との平均、②Ａ時間と特定日の

翌日の運転時間（Ｃ時間）との平均 

 

 

 

 

 

 

また、２週間における総運転時間を計算する場合は、特定

の日を起算日として２週間ごとに区切り、その２週間ごとに

計算しなければならないものであること。 

 なお、運転時間については、旧告示からの変更はないこと。 

 

（５）連続運転時間（第１項第７号） 

特定日の前日（Ｎ－１日） 特定日（Ｎ日） 特定日の翌日（Ｎ＋１日） 

Ｂ時間 Ａ時間 Ｃ時間 

かったが、これは運輸体系の変化等の貨物自動車運送業にお

ける実態を考慮したことによるものである。 

 

（５）最大運転時間 

１日の運転時間の計算に当たっては、特定の日を起算日と

して２日ごとに区切り、その２日間の平均とすることが望ま

しいが、特定日の最大運転時間が改善基準に違反するか否か

は、次によって判断すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２週間における総運転時間を計算する場合は、特定の日を

起算日として２週間ごとに区切り、その２週間ごとに計算し

なければならないものである。 

 

 

（６）連続運転時間 
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連続運転時間（１回が「おおむね連続 10分以上」で、かつ、

合計が「30分以上」の運転の中断をすることなく連続して運

転する時間をいう。）は、「４時間以内」とし、当該運転の中断

については原則として休憩を与えるものとしたこと。ただし、

高速道路等のサービスエリア又はパーキングエリア等に駐車

又は停車できないことにより、やむを得ず連続運転時間が「４

時間」を超える場合には、「４時間 30 分」まで延長すること

ができること。 

旧告示における運転の「中断」については、その解釈を特

段示していなかったものであるが、トラック運転者について

は、運転の中断時に荷積み・荷卸し等の作業に従事すること

により、十分な休憩が確保されない実態があるといったこと

を踏まえ、運転の中断については、原則として休憩を与える

ものとしたこと。例えば、運転の中断時に特段の事情なく休

憩が全く確保されないような運行計画を作成することは、

「原則として休憩を与える」ものとは当然認められないもの

であり、中断時に適切に休憩が確保されるような運行計画を

作成することが使用者においては要請されるものであるこ

と。 

また、旧告示においては、運転の中断の下限時間を「連続

10分以上」としていたが、これを「おおむね連続 10分以上」

とした。デジタル式運行記録計により細かな時間管理が可能

になる中で、運転の中断の時間が「10分」にわずかに満たな

いことをもって直ちに改善基準告示違反とするのはトラッ

「１回が連続 10 分以上で、かつ、合計が 30 分以上の運転

の中断」には、１回連続 30分以上の運転の中断も当然含まれ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

42 

 

本通達 旧通達 

ク運転者の勤務実態を踏まえたものではないという観点か

ら見直したものである。「おおむね連続 10分以上」とは、運

転の中断は原則 10分以上とする趣旨であり、例えば 10分未

満の運転の中断が３回以上連続する等の場合は、「おおむね

連続 10分以上」に該当しないものであること。 

ただし書は、サービスエリア又はパーキングエリア等で運

転を中断しようとしたものの、当該サービスエリア等が満車

である等により駐車又は停車できず、やむを得ず連続運転時

間が４時間を超える場合の例外的取扱いを新たに定めたも

のであること。「サービスエリア又はパーキングエリア等」に

は、コンビニエンスストア、ガスステーション及び道の駅も

含まれること。 

 なお、連続運転時間は４時間を超えないことが原則であり、

当該ただし書が設けられたことをもって、連続運転時間が４

時間 30 分に延長されたと解してはならない。使用者におい

てはこのことを踏まえ余裕をもった運行計画を作成する必要

があり、例えば、当該例外的取扱いを前提として、連続運転

時間が４時間となるような運行計画を作成することは、当然

に認められないものであること。 

 

 （６）住所地での休息期間（第２項） 

    自動車運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所

における休息期間より長くなるように努めるものとするこ

と。 
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特に長距離貨物運送の場合、運行の中継地や目的地におい

て休息期間を過ごすことがあるが、休息期間の配分において

はトラック運転者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、当該運転者

の住所地における休息期間が、それ以外の場所における休息

期間よりもより長く確保されるよう、使用者は努めるべきも

のであること。 

なお、第２項については、旧告示からの変更はないこと。 

 

（７）予期し得ない事象への対応時間の取扱い（第３項） 

  ア 趣旨 

  トラック運転者が、災害や事故等の通常予期し得ない事象

に遭遇し、運行が遅延した場合において、その対応に要した

時間についての拘束時間等の例外的な取扱いを新たに定め

たものであること。 

 

イ 「予期し得ない事象への対応時間」の取扱い 

  １日の拘束時間、運転時間（２日平均）及び連続運転時間

の規定の適用に当たっては、予期し得ない事象への対応時間

を、これらの時間から除くことができること。この場合、勤

務終了後、通常どおりの休息期間（継続 11 時間以上与える

よう努めることを基本とし、継続９時間を下回らない）を与

えること。 

  当該例外的な取扱いは、トラック運転者については、１日

の拘束時間、運転時間（２日平均）及び連続運転時間の規定
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の適用に限ったものであり、１箇月の拘束時間等の改善基準

告示の他の規定の適用に当たっては、予期し得ない事象への

対応時間を除くことはできないこと。また、予期し得ない事

象への対応時間は、休憩に該当しない限り、労働時間として

取り扱う必要があることはいうまでもないこと。 

 

ウ 「予期し得ない事象への対応時間」の定義 

  「予期し得ない事象への対応時間」とは、次の（ア）（イ）

の両方の要件を満たす時間をいうこと。 

（ア）通常予期し得ない事象として局長が定めるものにより生

じた運行の遅延に対応するための時間であること。（第１

号） 

「局長が定める」事象とは、次のいずれかの事象をいう

こと。 

ａ 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと。 

ｂ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこ

と。 

ｃ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖された

こと又は道路が渋滞したこと。 

ｄ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運

行が困難となったこと。 

当該事象は、「通常予期し得ない」ものである必要があ

り、例えば、平常時の交通状況等から事前に発生を予測す

ることが可能な道路渋滞等は、これに該当しないこと。 
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 （イ）客観的な記録により確認できる時間であること。（第２

号） 

   次のａの記録に加え、ｂの記録により、当該事象が発生

した日時等を客観的に確認できる必要があり、ａの記録の

みでは「客観的な記録により確認できる時間」とは認めら

れないこと。    

a 運転日報上の記録 

・ 対応を行った場所 

・ 予期し得ない事象に係る具体的事由 

・ 当該事象への対応を開始し、及び終了した時刻や所

要時間数 

    ｂ 予期し得ない事象の発生を特定できる客観的な資料 

    遭遇した事象に応じ、例えば次のような資料が考え

られること。 

（a）修理会社等が発行する故障車両の修理明細書等 

（b）フェリー運航会社等のホームページに掲載された

フェリー欠航情報の写し 

（c）公益財団法人日本道路交通情報センター等のホー

ムページに掲載された道路交通情報の写し（渋滞の

日時・原因を特定できるもの） 

（d）気象庁のホームページ等に掲載された異常気象等

に関する気象情報等の写し 

 

（８）拘束時間及び休息期間の特例（第４項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）拘束時間及び休息期間の特例(第３項関係) 
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第４項の拘束時間及び休息期間の特例の要件等の詳細につ

いては、従前は、特例通達において示していたが、今回、当該

特例の要件等について一部見直しが行われたことを契機に、当

該要件等の主な部分を新告示で規定することとしたこと。 

 

 

 

ア 休息期間の分割の特例（第１号） 

   休息期間は、「継続 11 時間以上与えることを基本とし、

継続９時間を下回らない」ものとする必要があるが、業務

の必要上、勤務終了後、「継続９時間以上」（宿泊を伴う長

距離貨物運送の場合は継続８時間以上）の休息期間を与え

ることが困難な場合、次に掲げる要件を満たすものに限り、

当分の間、一定期間（１箇月程度を限度とする。）における

全勤務回数の２分の１を限度に、休息期間を拘束時間の途

中及び拘束時間の経過直後に分割して与えることができる

こと。 

（ア）分割された休息期間は、１回当たり「継続３時間以上」

とし、２分割又は３分割とすること。 

（イ）１日において、２分割の場合は「合計 10 時間以上」、

３分割の場合は「合計 12時間以上」の休息期間を与えな

ければならないこと。 

（ウ）休息期間を３分割する日が連続しないよう努めること。 

  トラック運転者の睡眠時間の確保による疲労回復の観点

業務の必要上、勤務の終了後継続８時間以上の休息期間を

与えることが困難な場合等についての特例を認めた特例通達

の運用に当たっては、次の事項に留意すること。 

なお、休息期間の分割の特例の適用に当たっては、当分の

間認められた措置であることに留意し、特に、「業務の必要上」

については、厳格に運用すること。 

 

イ 業務の必要上、勤務の終了後継続８時間以上の休息期間

を与えることが困難な場合(特例通達記の１関係) 

休息期間は、原則として始業時刻から起算して 24時間中

に継続８時間以上与えなければならないものであるが、貨

物自動車運送事業等における実態からみると、８時間以上

の継続した休息期間を付与することは困難な場合もあるの

で、業務の必要上やむを得ない場合であって、始業時刻か

ら起算して 24時間中に、１回当たり継続４時間以上、合計

10時間以上の休息期間を与える場合には、休息期間の分割

を認めることとしている。この分割は必ずしも４時間、６

時間、合計 10時間というような２分割に限らず４時間、４

時間、４時間、合計 12 時間というような３分割も認められ

るものである。 

なお、休息期間を分割付与できる勤務は「一定期間にお

ける全勤務回数の２分の１」を限度としているが、休息期

間の分割付与の状態が長期間継続することは好ましくない

ので、「一定期間」については、原則として２週間から４週
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から、継続した休息期間を確保することが重要であり、休

息期間を分割することは本来好ましいものではなく、でき

る限り避けるべきものである。休息期間の分割（分割休息）

の特例は、我が国の貨物自動車運送事業の実態を踏まえ

て、当分の間、業務の必要上やむを得ない場合の特例とし

て設けられたものであるため、「業務の必要上」について

は、厳格に運用する必要がある。このため、使用者におい

て、分割休息を前提とした運行計画を作成することはでき

る限り避けるべきであること。 

特例通達において、分割された休息期間の下限時間は「継

続４時間以上」としていたが、長距離のトラック運転者の

勤務実態等を踏まえ、新告示においてこれを「継続３時間

以上」とした一方、３分割の場合は、１日に「合計 12時間

以上」の休息期間（例えば、３時間＋３時間＋６時間や３

時間＋４時間＋５時間）を与えなければならないものとし

たこと。また、この場合において、分割休息が連続するこ

とによるトラック運転者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、

「休息期間を３分割とする日が連続しないよう努める」も

のとするとともに、「一定期間」については、特例通達にお

いては最大「２箇月程度を限度」としていたところ、新告

示においてこれを「１箇月程度を限度」と短縮したこと。 

 

イ ２人乗務の特例（第２号） 

自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する

間程度とし、業務の必要上やむを得ない場合であっても２

箇月程度を限度とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する

場合(特例通達記の２関係) 
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場合であって、車両内に身体を伸ばして休息することがで

きる設備があるときは、最大拘束時間を「20時間」まで延

長するとともに、休息期間を「４時間」まで短縮すること

ができること。ただし、当該設備が自動車運転者の休息の

ためのベッド又はこれに準ずるものとして局長が定める設

備に該当する場合で、かつ、勤務終了後、継続 11時間以上

の休息期間を与える場合は、最大拘束時間を「24時間」ま

で延長することができること。また、この場合において「８

時間以上」の仮眠時間を与える場合には、当該拘束時間を

「28時間」まで延長することができること。 

「局長が定める設備」とは、次のいずれにも該当する車

両内ベッドをいう。 

（ア）長さ 198cm以上、かつ、幅 80cm以上の連続した平面で

あること 

（イ）クッション材等により走行中の路面等からの衝撃が緩

和されるものであること。 

「これに準ずるもの」については、車両の技術開発の動

向等を踏まえ検討されるものであり、現時点では上記（ア）

（イ）に該当する車両内ベッドのみが、ただし書の特例の

対象となる。 

特例通達においては、２人乗務の場合には、拘束時間を

「20時間」まで延長し、休息期間を「４時間」まで短縮で

きるとされていたが、馬匹輸送（競走馬輸送）におけるト

ラックの運行実態等を踏まえ、トラック運転者の疲労の蓄

「車内に身体を伸ばして休息することのできる設備」には、

バスの場合、身体を伸ばして休息できるリクライニング方

式の座席で、運転者のために専用の座席が少なくとも１座

席以上確保されていれば、これに該当するものである。 
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積を防ぐ等の観点から車両内ベッド等が一定の基準を満た

す場合には、拘束時間を延長できることとしたこと。また、

「20時間」を超えて拘束時間を延長する場合には、一の運

行終了後、「継続 11 時間以上」の休息期間を確保する必要

があるとしたこと。 

なお、車両内ベッドについては、関係法令の趣旨を踏ま

え、安全な乗車を確保できるようにする必要があるところ、

例えば、運転席の上部に車両内ベッドが設けられている場

合、当該車両内ベッドにおいては、安全な乗車が確保でき

ないことから、２人乗務において使用することは当然に認

められない。 

 

ウ 隔日勤務の特例（第３号） 

業務の必要上やむを得ない場合には、当分の間、２暦日の

拘束時間が「21時間」を超えず、かつ、勤務終了後、「継続

20時間以上」の休息期間を与える場合に限り、自動車運転

者を隔日勤務に就かせることができること。ただし、局長

が定める施設において、夜間に「４時間以上」の仮眠を与

える場合には、２週間について３回を限度に、この２暦日

における拘束時間を「24時間」まで延長することができる

こと。この場合においても、２週間における総拘束時間は

「126時間」（21時間×６勤務）を超えることができないも

のとする。 

「局長が定める施設」とは、事業場内仮眠施設又は使用者
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が確保した同種の施設をいうこと。 

なお、隔日勤務の特例の要件等については、特例通達から

変更はないこと。 

 

エ フェリーに乗船する場合の特例（第４号） 

自動車運転者が勤務の中途においてフェリーに乗船する

場合、フェリーに乗船している時間は、原則として、休息期

間として取り扱うものであること。その場合、休息期間とさ

れた時間を与えるべき休息期間の時間から減ずること。た

だし、減算後の休息期間は、２人乗務の場合を除き、フェ

リー下船時刻から勤務終了時刻までの間の時間の２分の１

を下回ってはならないものとする。なお、フェリーの乗船時

間が「８時間（※）」を超える場合には、原則としてフェリー

下船時刻から次の勤務が開始されるものであること。 

なお、フェリーに乗船する場合の特例の要件等について

は、特例通達から変更はないこと。 

（※）２人乗務の場合には「４時間」、隔日勤務の場合には「20

時間」 

 

 

 

 

 

（９）休日労働（第５項） 

 

 

 

 

ハ 自動車運転者がフェリーに乗船する場合(特例通達記の

４関係) 

勤務の中途においてフェリーに乗船した場合について

は、乗船時間は、原則として、休息期間として取り扱うこと

としている。 

フェリーの乗船時間が８時間(２人乗務の場合には４時

間、隔日勤務の場合には 20 時間)を超える場合には、原則

として、フェリー下船時刻から次の勤務が開始されたこと

となる。 

 

 

 

 

 

（８）時間外労働(第４項関係) 

自動車運転者については指針に定める目安時間の適用はな

いが、法第 36 条に基づく協定における時間外労働について

は、改善基準に定める拘束時間の範囲内とする必要がある。 

 

（９）休日労働(第５項関係) 
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   休日労働の回数は２週間について１回を超えないものと

し、当該休日労働によって、上記（１）及び（２）に定める拘

束時間の限度を超えないものとすること。また、休日労働の

場合であっても、当該休日における勤務と前後の勤務の間に

は、それぞれ所定の休息期間が必要であること。 

   なお、第５項については、旧告示からの変更はないこと。 

 

 

５ バス運転者の拘束時間等（第５条関係） 

第５条は、一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運

送事業に従事する自動車運転者（以下「バス運転者」という。）

の拘束時間、休息期間等について定めたものであること。なお、

旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送事業以外の事業に従事

する自動車運転者であって、主として人を運送することを目的

とする自動車の運転の業務に従事するもの、例えば、旅館の送迎

用バスの運転者や、スクールバスの運転者等についても、本条に

よるものであること。 

  

 

 

 

 

 

 

休日労働の場合であっても、当該休日における勤務と前後

の勤務との間には、それぞれ所定の休息期間が必要である。 

 

 

 

 

 

 

４ 一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業に従

事する自動車運転者の拘束時間等(第５条関係)  

第５条は、一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運

送事業に従事する自動車運転者、いわゆるバス運転者の拘束時

間、休息期間及び運転時間等について定めたものである。  

なお、旅客自動車運送事業及び貨物自動車運送事業以外の事

業に従事する自動車運転者であって、主として人を運送するこ

とを目的とする自動車の運転の業務に従事するもの、例えば、

旅館の送迎用バスの運転者については、本条によることとした。 

（１）第４条の準用規定をやめ、新たに一般乗用旅客自動車運送

事業以外の旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者の拘

束時間、休息期間及び運転時間等について定めることとした。  

４号告示による改正前は、一般乗用旅客自動車運送事業以

外の旅客自動車運送事業に従事する自動車運転者、いわゆる

バス運転者の拘束時間、休息期間及び運転時間等については、

４号告示による改正前の告示第四条を準用していたが、４号
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（１）１箇月及び１年又は４週平均１週及び 52週の拘束時間（第

１項第１号、第２号） 

拘束時間について、次のア（１箇月及び１年の基準）又は

イ（４週間を平均し１週間当たり及び 52週の基準）のいずれ

かの基準によることとしたこと。 

 

      ア １箇月及び１年の拘束時間 

１箇月及び１年の基準による場合は、１箇月の拘束時間

が「281時間」を超えず、かつ、１年の拘束時間が「3,300

時間」を超えないものとしたこと。ただし、貸切バスを運行

する営業所において運転の業務に従事する者、乗合バスに

乗務する者（一時的な需要に応じて追加的に自動車の運行

を行う営業所において運転の業務に従事する者に限る。）、

高速バスに乗務する者及び貸切バスに乗務する者（以下「貸

切バス等乗務者」という。）については、労使協定により、

１年のうち６箇月までは、１年の総拘束時間が「3,400 時

間」を超えない範囲内において、１箇月の拘束時間を「294

時間」まで延長することができること。この場合において、

１箇月の拘束時間が「281時間」を超える月が４箇月を超え

告示においては、第４条の準用規定をやめ、新たに別条を設

け、一般乗用旅客自動車運送事業以外の旅客自動車運送事業

に従事する自動車運転者の拘束時間、休息期間及び運転時間

等について定めることとしたものである。 

 

（２）拘束時間 

拘束時間については、４号告示による改善基準告示の改正

により改正がなされたが、その改正の内容は次のとおりであ

る。 
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て連続しないこと。 

    旧告示においては、４週間を平均し１週間当たり（以下

「４週平均１週」という。）の拘束時間の基準のみを定めて

きたものであるが、賃金等の労務管理を１箇月単位で実施

する企業も多いことから、事業場ごとの労務管理等の実態

に応じて、１箇月及び１年の基準又は４週平均１週及び 52

週の基準のいずれかを選択することができるよう見直しを

行ったものであること。 

１箇月の拘束時間の限度である「281時間」は、現行の４

週平均１週の拘束時間の限度である「65時間」と同水準（65

時間×52週÷12箇月＝281.66≒281時間）であり、１年の

総拘束時間が「3,300時間」とあるのは、過労死等の防止の

観点から、月 80 時間の時間外労働時間を前提とした「275

時間」の拘束時間に 12箇月を乗じたものであること。 

また、１箇月の拘束時間を延長することができる対象は、

旧告示においては「貸切バスを運行する営業所において運

転の業務に従事する者、貸切バスに乗務する者及び特定運

転者（高速バスの運転者）」とされていたが、これに加え、

「乗合バスに乗務する者（一時的な需要に応じて追加的に

自動車の運行を行う営業所において運転業務に従事する者

に限る。）」についても、季節的な業務の繁忙に対応する必

要があることから、拘束時間を延長することができる対象

として新たに追加したものであること。なお、このことは、

４週平均１週の拘束時間を延長することができる対象につ
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いても同様であること。 

延長した拘束時間の限度は、脳・心臓疾患に係る労災認

定基準等を踏まえ、過労死等の防止の観点から、現行の４

週平均１週の拘束時間の限度（71.5時間）を１箇月当たり

に換算した「309時間」（71.5時間×52週÷12箇月＝309.83

≒309時間）から 15時間短縮し、「294時間」としつつ、延

長する場合であっても年間を通じた拘束時間の抑制を図る

観点から、延長する場合の１年の上限時間（3,400時間）を

設けたものであること。 

労使協定により拘束時間を延長する場合、拘束時間の長

い勤務が長期間連続して行われることによる疲労の蓄積を

防ぐ観点から、拘束時間が「281時間」を超える月は４箇月

を超えて連続しないこととしたこと。 

労使協定により拘束時間を延長する場合、使用者には、

過労死等や過労運転を防止する観点から、バス運転者の睡

眠時間が十分確保されるよう運行計画を作成すること等が

要請されるものであること。なお、この場合の「１箇月」と

は、原則として暦月をいうものであるが、就業規則、勤務割

表等において特定日を起算日と定めている場合には、当該

特定日から起算した１箇月でも差し支えないものであるこ

と。 

 

イ ４週平均１週及び 52週の拘束時間 

４週平均１週及び 52週の拘束時間の基準による場合は、

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ ４号告示による改正前は、２週間を平均し１週間当たり
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４週平均１週の拘束時間が「65時間」を超えず、かつ、52

週の拘束時間が「3,300時間」を超えないものとすること。

ただし、貸切バス等乗務者については、労使協定により、52

週間のうち 24週間までは、52週間の総拘束時間が「3,400

時間」を超えない範囲内において、４週平均１週「68時間」

（294 時間×12 箇月÷52 週＝67.84≒68 時間）まで延長す

ることができること。この場合において、４週平均１週の

拘束時間が「65時間」を超える週が 16週間を超えて連続し

ないこと。 

４週平均１週の拘束時間の見直しの趣旨・水準について

は上記アの１箇月の拘束時間と同様であること。なお、「４

週平均１週の拘束時間が 65時間を超えない」とは、拘束時

間について４週間の範囲内で各労働日又は各週の拘束時間

に長短をつけることができるが、その場合、できる限り各

労働日又は各週の拘束時間を平準化し、１週間当たり「65

時間」（13 時間×20 日÷４週）となるようにすることが望

ましいとの意である。当該基本的な考え方については、旧

告示と同様であること。 

なお、この場合の４週間における総拘束時間の計算に当

たっては、特定の日を起算日とし、４週間ごとに区切って

計算すること。 

 

ウ 拘束時間を延長する場合の労使協定 

拘束時間を延長する場合の労使協定については、別紙５

71.5時間を超えないものとしていたが、４号告示により、

２週間の拘束時間に替えて４週間の拘束時間を定めるこ

ととし、４週間を平均し１週間当たり 65 時間を超えない

ものとした。「４週間を平均し１週間当たり 65時間を超え

ない」とは、４号告示による改正前における考え方と同様

に、総拘束時間は、できる限り各労働日又は各週の拘束時

間を平準化することが望ましいとの意であり、65時間は 13

時間×20日÷４という計算によるものである。 

４週間における総拘束時間の計算に当たっては、特定の

日を起算日とし、４週間ごとに区切って計算すること。 

なお、拘束時間についての考え方は、２の（１）のイのと

おりである。 

 

ロ 貸切バスを運行する営業所において運転の業務に従事す

る者、貸切バスに乗務する者及び特定運転者（高速バスの

運転者）については、労使協定があるときは、52週間のう

ち 16 週間までは、４週間を平均し１週間当たり 71.5 時間

まで延長することができることとしたが、これは、バス事

業をめぐる諸情勢は非常に厳しいものがあり、かつ、先行

き不透明な情勢にあること等を踏まえつつ労働時間の短縮

に取り組むための現段階の措置として認めることとしたも

のである。 

当該延長の対象となる運転者の範囲は、貸切バスを運行

する営業所において運転の業務に従事する者、貸切バスに
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－３の協定例を参考とすること。また、労使協定により定

めた１年の各月の拘束時間の限度は、例えば次のようにな

り、全ての協定対象者の各月の拘束時間は、この範囲内と

する必要があること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

乗務する者及び特定運転者であり、これらの運転者に範囲

を限定した趣旨は、これら以外の者については、季節的繁

忙等がなく、上記延長を認める必要がないためである。 

当該延長を労使協定に係らしめることとしたのは、拘束

時間の限度について、予め労働者に周知することを通じて、

適正かつ明確な拘束時間の管理を期すためであり、当該労

使協定においては、次の事項を定めておく必要がある。 

① 対象者 

② 拘束時間を延長する４週間及び当該４週間の拘束時間 

③ 当該協定の始期及び終期 

また、労使協定に定めることとした事項は、事情の変更

に応じて変更する必要が生じることも考えられるので、そ

の変更により影響を受ける労働者がある程度余裕をもって

対応できるよう、一定期間前もって協議することを明らか

にする等、協定を変更するための手続きも併せて定めてお

く必要がある。 

なお、別紙九のとおり協定例を作成したので、参考とす

ること。 

 

 

 

 

 

 

１箇月及び１年の拘束時間（バス） 
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４週平均１週の拘束時間を延長する場合は、労使協定に

より、協定の対象となる期間の始期から４週間ごとに区切

り(そのそれぞれの期間を以下「スパン」という。52週間の

スパンの数は計 13（52 週間÷４週間＝13）となる。)、当

該 13に区切られたスパンのうち６つのスパンについて、４

週平均１週 68時間まで延長できることとなること（４つの

スパンは基本的には協定の対象となる始期から４週間ごと

に区切った各スパンと一致するものであること）。当該延長

されたスパンの総拘束時間の限度は 272 時間となるが、こ

の場合においても、１週間当たり「68時間」となるよう、

なるべく週ごとの拘束時間を平準化することが望ましいも

のであること。 

また、この場合、労使協定の協定期間は、52週間となる

ことが基本であるため、年間総暦日数との関係で最初に締

結した労使協定の始期と次の労使協定の始期とがずれてく

ることとなるが（例えば、令和６年４月１日を始期として

労使協定を締結した場合、次の労使協定の始期は令和７年

３月 31 日、その次の労使協定の初日は令和８年３月 30 日

となる。）、労使協定の始期を同一日に合わせることにより

生ずる１スパン未満の期間（以下「端数期間」という。）の

総拘束時間は、按分比例によって清算し、（端数期間）÷

28×260 時間より大きくならないようにする必要があるこ

と。 

 

協定の対象となる期間の始期から４週間ごとに区切り

（そのそれぞれの期間を以下「スパン」という。52週間の

スパンの数は計 13（52 週間÷４週間＝13)となる。）、当該

13に区切られたスパンのうち４つのスパンについて、４週

間を平均し１週間当たり 71.5 時間まで延長できることと

なる（この４つのスパンは基本的には協定の対象となる始

期から４週間ごとに区切った各スパンと一致するものであ

る。）。当該延長されたスパンの総拘束時間の限度は 286 時

間となるが、この場合においても、１週間当たり 71.5時間

となるようになるべく週ごとの拘束時間を平準化すること

が望ましいものである。 

拘束時間の延長に関する協定について、その協定期間は、

総拘束時間の定めに合わせ、拘束時間の延長も４週間ごと

としたことから、52週間となることが基本である。 

このため、年間総暦日数との関係で最初に締結した労使

協定の始期と次の労使協定の始期とがずれてくることとな

るが(例えば、平成９年４月１日を始期として労使協定を締

結した場合は、次の労使協定の始期は平成 10年３月 31日、

その次の労使協定の初日は平成 11年３月 30日となる。)、

端数となる日数を調整の上、労使協定の始期を同一日に合

わせる場合は、それによって１スパン未満の期間(以下「端

数期間」という。)が生ずるが、当該端数期間の総拘束時間

については按分比例によって清算し、(端数期間)÷28×260

時間より大きくならないようにする必要がある。 
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（２）１日の拘束時間（第１項第３号） 

１日の拘束時間は、「13時間」を超えないものとし、当該拘

束時間を延長する場合であっても、最大拘束時間は「15時間」

労使協定により 52 週間のうち 16 週間まで、４週間を平

均し１週間当たり 71.5 時間まで延長した場合の各月の拘

束時間の限度は、例えば次のようになり、全ての協定対象

労働者の拘束時間は、この範囲内とする必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

なお、各スパンと拘束時間を延長する４週間が一致しな

い場合も考えられるが、この場合の端数期間の総拘束時間

についても、先に述べたと同様に按分比例によって清算し、

（端数期間）÷28×260 時間より大きくならないようにす

る必要がある。 

 

（３）最大拘束時間 

１日についての拘束時間の基本は 13時間以内であるが、第

１項第２号により４週間を平均して計算する場合において
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としたこと。この場合において、「１日の拘束時間が 14 時間

を超える回数をできるだけ少なくするよう努める」ものとし

たこと。 

旧告示において、最大拘束時間は「16時間」とされていた

が、自動車運転者の睡眠時間の確保による疲労回復の観点か

ら、これを１時間短縮し、「15時間」としたこと。 

また、１日の拘束時間について「13時間」を超えて延長す

る場合は、自動車運転者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、新た

に、使用者は、１日の拘束時間が「14時間」を超える回数を

できるだけ少なくするよう努めるものとした。当該回数につ

いては、１週間について３回以内を目安とすること。この場

合において、１日の拘束時間が「14時間」を超える日が連続

することは望ましくないこと。 

 

（３）休息期間（第１項第４号） 

   休息期間は、勤務終了後、「継続 11 時間以上与えるよう努

めることを基本とし、継続９時間を下回らない」ものとした

こと。 

旧告示において、休息期間は、勤務終了後「継続８時間以

上」とされていたが、十分な休息期間の確保が重要であり、

脳・心臓疾患に係る労災認定基準において、長期間の過重業

務の判断に当たって「勤務間インターバル」がおおむね 11時

間未満の勤務の有無等について検討し評価することとされて

いること等を踏まえ、自動車運転者の睡眠時間の確保による

も、最大拘束時間は 16時間を限度とすることとしたものであ

る。 

その他については３の（２）のとおりである。 
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疲労回復の観点から、休息期間について「継続 11時間以上」

与えるよう努めることが原則であることを示すとともに、下

限を１時間延長し、「９時間」としたこと。 

労使当事者にあっては、このことを踏まえ、単に休息期間

の下限「９時間」を遵守するにとどまらず、「継続 11 時間以

上」の休息期間が確保されるよう自主的な改善の取組を行う

ことが特に要請されるものであること 

 

（４）運転時間（第１項第５号） 

運転時間は、２日を平均し１日当たり「９時間」、４週平均

１週「40時間」を超えないものとすること。ただし、貸切バ

ス等乗務者については、労使協定により、52週間における総

運転時間が「2,080 時間」を超えない範囲内において、52 週

間のうち 16週間まで、４週平均１週「44時間」まで延長する

ことができること。 

新告示において、（１）アと同様、運転時間を延長すること

ができる対象に、「乗合バスに乗務する者（一時的な需要に応

じて追加的に自動車の運行を行う営業所において運転業務に

従事する者に限る。）」を追加したものであること。なお、運

転時間を延長する場合の労使協定については、別紙５－３の

協定例を参考とすること。 

     ２日を平均し１日当たりの運転時間の算定に当たっては、

特定の日を起算日として２日ごとに区切り、その２日間の平

均とすることが望ましいが、特定日の最大運転時間が改善基

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）運転時間 

運転時間については、４号告示による改善基準告示の改正

により改正がなされたが、その改正の内容は次のとおりであ

る。 

イ 運転時間については、４号告示による改正前は、２日(始

業時刻から起算して 48 時間をいう。)を平均し１日当たり

９時間、２週間を平均し 1 週間当たり 44 時間としていた

が、４号告示により、２週間の運転時間に替えて４週間の

運転時間を定めることとし、４週間を平均して１週間当た

り 40時間を超えないものとした。 

なお、今回の見直しによっても運転時間の概念そのもの

については何ら変更が加えられるものではない。 

ロ 貸切バスを運行する営業所において運転の業務に従事す

る者、貸切バスに乗務する者及び特定運転者（高速バスの

運転者）については、労使協定があるときは、52週間につ

いての運転時間が 2,080 時間を超えない範囲内において、
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準告示に違反するか否かは、次により判断するものであるこ

と。 

 

特定日の前日（Ｎ－１日） 特定日（Ｎ日） 特定日の翌日（Ｎ＋１日） 

Ｂ時間 Ａ時間 Ｃ時間 

※次の①②のいずれもが「９時間」を超えた場合に、初めて違反と判断される。①特定日の

運転時間（Ａ時間）と特定日の前日の運転時間（Ｂ時間）との平均、②Ａ時間と特定日の

翌日の運転時間（Ｃ時間）との平均 

 

なお、４週間における総運転時間を計算する場合は、特定

の日を起算日として４週間ごとに区切り、その４週間ごとに

計算しなければならないものであること。この場合、労使協

定では 52週間の始期及び終期を定め、当該 52週間のうち 16

週間までは、４週平均１週「44時間」まで延長する旨協定す

ることとなるが、その場合の各スパンの拘束時間の限度は、

例えば、下図のようになり、全ての協定対象者の各スパンの

運転時間はこの範囲内とする必要があること。 

また、最初に締結した労使協定の始期と次の労使協定の始

期を同一日に合わせることにより生ずる端数期間の処理につ

いては、上記（１）ウと同様であること。 

 

 

 

 

 

52 週間のうち 16 週間までは、４週間を平均し１週間当た

り 44時間まで延長することができることとした。その趣旨

並びに運転時間を４週間を平均し１週間当たり 44 時間ま

で延長することができる運転者の範囲を限定した趣旨及び

対象となる運転者の範囲は（２）のロと同様である。 

当該延長を労使協定にかからしめることとしたのは、運

転時間の限度について、予め労働者に周知することを通じ

て、適正かつ明確な運転時間の管理を期すためであり、当  

該労使協定においては、次の事項を定めておく必要がある。 

① 対象者 

② 運転時間を延長する４週間並びに当該４週間の運転時

間 

③ 当該協定の始期及び終期 

また、労使協定に定めることとした事項は、事情の変更

に応じて変更する必要が生じることも考えられるので、そ

の変更により影響を受ける労働者がある程度余裕をもって

対応できるよう、一定期間前もって協議することを明らか

にする等、協定を変更するための手続きも併せて定めてお

く必要がある。 

なお、別紙 10のとおり協定例を作成したので、参考とす

ること。 

労使協定では 52 週間の始期及び終期を定め、当該 52 週

間のうち 16 週間までは、４週間を平均し１週間当たり 44

時間まで延長する旨協定することとなるが、その場合の各
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スパンの運転時間の限度は、例えば、下図のようになり、全

ての協定対象者の各スパンの運転時間はこの範囲内とする

必要がある。 

また、全ての運転者について 52週間を通じての運転時間

は 2,080 時間に収まっていなければならないため、１週間

当たりの運転時間が 40時間を上回るスパンがあれば、当然

40時間を下回るスパンもなければならないこととなる。 

実際の個別の自動車運転者の運転時間の動きを例示した

のが下図の折れ線である。運転手Ａについては、第４、第

５、第８スパンについて 1週間当たり 40時間を上回り、こ

れら以外のスパンについて 40時間を下回ることによって、

年間を通しての総運転時間が 2,080 時間以内となってお

り、運転手Ｂについては、第 4、第 5、第 7、第 8スパンに

ついて１週間当たり 40時間を上回り、これら以外のスパン

について 40時間を下回ることによって、年間を通しての総

運転時間が 2,080時間以内となっているものである。 

このように１年を通した運転時間の上限が定められたこ

とから、従前にも増して運転時間についての記録を整備す

る等の適切な運転時間管理を行う必要がある。 

 

 

 

 

 

運転時間（バス） 
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（５）連続運転時間（第１項第６号、第７号） 

  ア 連続運転時間（第６号） 

   連続運転時間（１回が「連続 10分以上」で、かつ、合計

が「30分以上」の運転の中断をすることなく連続して運転

する時間をいう。）は、「４時間」を超えないものとするこ

と。ただし、特定運転者（高速バスの運転者）及び貸切バス

に乗務する者が高速道路等を運行する場合は、一の連続運

転時間についての高速道路等における連続運転時間（夜間

において長距離の運行を行う貸切バスについては、高速道

路等以外の区間における運転時間を含む。）は「おおむね２

時間」までとするよう努めるものとしたこと。 

連続運転時間については、「高速乗合バス及び貸切バスの

交替運転者の配置基準」（平成 14年 1月 30日付け国自総第

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）休息期間、最大運転時間、連続運転時間、時間外労働又は休

日労働についての基準並びに拘束時間及び休息期間の特例に

ついては、３と同様である。 
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446 号・国自旅第 161 号・国自整第 149 号）の内容を踏ま

え、新たに新告示においても、高速バスの運転者及び貸切

バスに乗務する者が高速道路等を運行する場合における連

続運転時間は「おおむね２時間」までとするよう努めるこ

ととしたこと。また、貸切バスが、夜間に長距離の運行を行

う場合は、高速道路以外の区間における運転時間も含めて

「おおむね２時間まで」とするよう努めることとなるので

留意すること。なお、第６号において「運行」とあるのは、

実車運行区間（旅客の乗車の有無にかかわらず、旅客の乗

車が可能として設定した区間）における運行をいうもので

あり、回送運行は含まれないこと。 

 

イ 軽微な移動を行う必要が生じた場合の取扱い（第７号） 

交通の円滑を図るため、駐車又は停車した自動車を予定

された場所から移動させる必要が生じたことにより運転し

た時間を、当該必要が生じたことに関する記録がある場合

に限り、一の連続運転時間当たり「30分」を上限として、

連続運転時間から除くことができること。 

第７号については、バスの運行に当たっては、消防車、救

急車等の緊急通行車両の通行に伴い、又は他の車両の通行

の妨げを回避するため、駐車又は停車した自動車をその位

置から移動させる必要が生じる等、軽微な移動を行う必要

が生じる場合があるところ、そのような場合の例外的取扱

いを新たに定めたものであること。当該取扱いは、当該軽
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微な移動のために運転した時間(以下「移動時間」という。)

を、30分を上限に連続運転時間から除くことができること

としたものであり、拘束時間や運転時間からは当該移動時

間を除くことはできないこと。また、当該移動時間につい

て、労働時間として取り扱う必要があることはいうまでも

ないこと。 

上記のほか、運用に当たっては、特に次の点にも留意す

ること。 

（ア）当該取扱いは、第６号の一の連続運転時間を単位とし

て適用されることから、「合計 30 分以上」の運転中断後

に、新たな連続運転時間が開始される場合は、上記の移

動時間も、当該開始時点から新たに算定が開始されるこ

ととなること。 

また、一の連続運転時間中、上記の移動時間が複数回

発生した場合であって、これらの時間の合計が「30分」

を超えないときは、当該合計した時間を連続運転時間か

ら除くことができる一方、移動時間の合計が「30分」を

超えるときは、当該「30分」を超える時間について連続

運転時間に含めて取り扱う必要があること。 

 

旧告示 連続運転４時間 中断 20分 連続運転 10分（違反） 中断 10分 

改正後 連続運転４時間 中断 20分 軽微な移動 10分 中断 10分 

 

（イ）第７号の「当該必要が生じたことに関する記録がある
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場合」とは、①移動前後の場所、②移動が必要となった理

由、③移動に要したおおむねの時間数等の当該移動の事

実を、運転日報上の記録等により確認できる場合が該当

するものであること。 

 

（６）住所地での休息期間（第２項） 

    自動車運転者の住所地における休息期間がそれ以外の場所

における休息期間より長くなるように努めるものとするこ

と。 

特に貸切バスに乗務する者の場合、運行の中継地や目的地

において休息期間を過ごすことがあるが、休息期間の配分に

おいては貸切バスに乗務する者の疲労の蓄積を防ぐ観点か

ら、当該者の住所地における休息期間が、それ以外の場所に

おける休息期間よりもより長く確保されるよう、使用者は努

めるべきものであること。 

なお、第２項については、旧告示からの変更はないこと。 

 

（７）予期し得ない事象への対応時間の取扱い（第３項） 

  ア 趣旨 

  バス運転者が、災害や事故等の通常予期し得ない事象に遭

遇し、運行が遅延した場合において、その対応に要した時間

についての拘束時間等の例外的な取扱いを新たに定めたも

のであること。 
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イ 「予期し得ない事象への対応時間」の取扱い 

  １日の拘束時間、運転時間（２日平均）及び連続運転時間

の規定の適用に当たっては、予期し得ない事象への対応時間

を、これらの時間から除くことができること。この場合、勤

務終了後、通常どおりの休息期間（継続 11 時間以上与える

よう努めることを基本とし、継続９時間を下回らない）を与

えること。 

  当該例外的な取扱いは、バス運転者については、１日の拘

束時間、運転時間（２日平均）及び連続運転時間の規定の適

用に限ったものであり、１箇月の拘束時間等の改善基準告示

の他の規定の適用に当たっては、予期し得ない事象への対応

時間を除くことはできないこと。また、予期し得ない事象へ

の対応時間は、休憩に該当しない限り、労働時間として取り

扱う必要があることはいうまでもないこと。 

 

ウ 「予期し得ない事象への対応時間」の定義 

  「予期し得ない事象への対応時間」とは、次の（ア）（イ）

の両方の要件を満たす時間をいうこと。 

（ア）通常予期し得ない事象として局長が定めるものにより生

じた運行の遅延に対応するための時間であること。（第１

号） 

「局長が定める」事象とは、次のいずれかの事象をいう

こと。 

ａ 運転中に乗務している車両が予期せず故障したこと。 
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ｂ 運転中に予期せず乗船予定のフェリーが欠航したこ

と。 

ｃ 運転中に災害や事故の発生に伴い、道路が封鎖された

こと又は道路が渋滞したこと。 

ｄ 異常気象（警報発表時）に遭遇し、運転中に正常な運

行が困難となったこと。 

当該事象は、「通常予期し得ない」ものである必要があ

り、例えば、平常時の交通状況等から事前に発生を予測す

ることが可能な道路渋滞等は、これに該当しないこと。 

 （イ）客観的な記録により確認できる時間であること。（第２

号） 

   次のａの記録に加え、ｂの記録により、当該事象が発生

した日時等を客観的に確認できる必要があり、ａの記録の

みでは「客観的な記録により確認できる時間」とは認めら

れないこと。    

a 運転日報上の記録 

・ 対応を行った場所 

・ 予期し得ない事象に係る具体的事由 

・ 当該事象への対応を開始し、及び終了した時刻や所

要時間数 

    ｂ 予期し得ない事象の発生を特定できる客観的な資料 

    遭遇した事象に応じ、例えば次のような資料が考え

られること。 

（a）修理会社等が発行する故障車両の修理明細書等 
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（b）フェリー運航会社等のホームページに掲載された

フェリー欠航情報の写し 

（c）公益財団法人日本道路交通情報センター等のホー

ムページに掲載された道路交通情報の写し（渋滞の

日時・原因を特定できるもの） 

（d）気象庁のホームページ等に掲載された異常気象等

に関する気象情報等の写し 

 

（８）拘束時間及び休息期間の特例（第４項） 

第４項の拘束時間及び休息期間の特例の要件等の詳細につ

いては、従前は、特例通達において示していたが、今回、当該

特例の要件等について一部見直しが行われたことを契機に、

当該要件等の主な部分を新告示で規定することとしたこと。 

 

ア 休息期間の分割の特例 

 休息期間は、「継続 11 時間を与えることを基本とし、継

続９時間を下回らない」ものとする必要があるものである

が、業務の必要上、勤務終了後、「継続９時間以上」の休息

期間を与えることが困難な場合、当分の間、一定期間（１

箇月を限度とする。）における全勤務回数の２分の１を限度

に、休息期間を拘束時間の途中及び拘束時間の経過直後に

分割して与えることができること。この場合において、分

割された休息期間は、１日において 1 回当たり「継続４時

間以上」、「合計 11時間以上」とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）拘束時間及び休息期間の特例  
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 バス運転者の睡眠時間の確保による疲労回復の観点か

ら、継続した休息期間を確保することが重要であり、休息

期間を分割することは本来好ましいものではなく、できる

限り避けるべきものである。休息期間の分割（分割休息）

の特例は、我が国のバス事業の実態を踏まえて、当分の間、

業務の必要上やむを得ない場合の特例として設けたもので

あるため、「業務の必要上」については、厳格に運用する必

要がある。このため、使用者において、分割休息を前提と

した運行計画を作成することはできる限り避けるべきであ

ること。 

特例通達において、分割された休息期間は１日において

「合計 10時間以上」としていたが、バス運転者の休息期間

の確保の観点から、新告示においてこれを「合計 11時間以

上」としたこと。また、この場合において、分割休息が連続

することによるバス運転者の疲労の蓄積を防ぐ観点から、

「一定期間」については、特例通達においては最大「２箇

月程度を限度」としていたところ、新告示において「１箇

月を限度」と短縮したこと。さらに、分割休息は本来好ま

しくないという観点から、特例通達においては３分割が認

められていたところ、新告示においては２分割のみとし、

３分割以上の分割は認められないものとしたこと。 

 

イ ２人乗務の特例 

  自動車運転者が同時に１台の自動車に２人以上乗務する
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場合であって、車両内に身体を伸ばして休息することがで

きる設備がある場合は、次に掲げるところにより、最大拘

束時間を延長し、休息期間を短縮することができること。 

（ア）当該設備がバス運転者等の専用の座席であり、かつ、

局長が定める要件を満たす場合は、最大拘束時間を「19

時間」まで延長し、休息期間を「５時間」まで短縮するこ

とができること。 

「局長が定める要件」とは、当該専用の座席として、

身体を伸ばして休息できるリクライニング方式の座席が

少なくとも一座席以上確保されていることをいう。 

（イ）当該設備としてベッドが設けられている場合その他バ

ス運転者等の休息のための措置として局長が定める措置

が講じられている場合、最大拘束時間を「20 時間」まで

延長し、休息期間を「４時間」まで短縮することができ

ること。 

   「局長が定める措置」とは、上記（ア）の要件を満たす

専用の座席を設けた上で、当該座席についてカーテン等

により他の乗客からの視線を遮断する措置をいう。 

特例通達においては、２人乗務の場合には、拘束時間

「20時間」まで延長し、休息期間を「４時間」まで短縮

できるとされていたが、新告示において、新たに、当該

特例の要件である「車両内に身体を延ばして休息するこ

とができる設備」の内容を上記（ア）のとおり明確化す

るとともに、延長できる拘束時間を１時間短縮したこと。
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また、上記（イ）のとおり、車両内ベッドが設けられてい

ること等を要件として、最大拘束時間を「20 時間」まで

延長できるものとしたこと。 

 

ウ 隔日勤務の特例 

業務の必要上やむを得ない場合には、当分の間、２暦日の

拘束時間が「21時間」を超えず、かつ、勤務終了後、「継続

20 時間以上」の休息期間を与える場合に限り、自動車運転

者を隔日勤務に就かせることができること。ただし、局長が

定める施設において、夜間に「４時間以上」の仮眠を与える

場合には、２週間について３回を限度に、この２暦日におけ

る拘束時間を「24 時間」まで延長することができること。

この場合においても、２週間における総拘束時間は「126時

間」（21時間×６勤務）を超えることができないものとする。 

「局長が定める施設」とは、事業場内仮眠施設又は使用者

が確保した同種の施設をいうこと。 

なお、隔日勤務の特例の要件等については、特例通達から

変更はないこと。 

 

エ フェリーに乗船する場合の特例 

自動車運転者が勤務の中途においてフェリーに乗船する

場合、フェリーに乗船している時間は、原則として、休息期

間として取り扱うものであること。その場合、休息期間と

された時間を与えるべき休息期間の時間から減ずることが

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

勤務の中途においてフェリーに乗船した場合については、

乗船中の２時間を拘束時間として取り扱い、それ以外の時間

は休息期間として取り扱うこととしている。  

フェリーの乗船時間が十時間（ただし、２人乗務の場合に

は６時間、隔日勤務の場合には 22時間）を超え、８時間（２



 

73 

 

本通達 旧通達 

できるが、減算後の休息期間は、２人乗務の場合を除き、

フェリー下船時刻から勤務終了時刻までの間の時間の２分

の１を下回ってはならないものしたこと。なお、フェリー

の乗船時間が「９時間（※）」を超える場合には、原則として

フェリー下船時刻から次の勤務が開始されるものであるこ

と。 

（※）２人乗務の場合には「５時間」（車両内ベッドが設けら

れている場合や、カーテン等により他の乗客からの視線

を遮断する等の措置が講じられている場合には４時

間）」、隔日勤務の場合には「20時間」 

 

特例通達においては、トラック運転者と異なり、バス運

転者がフェリーに乗船している時間のうち２時間は拘束時

間とし、その他の時間は休息期間としていたが、新告示に

おいてはトラック運転者と同様、バス運転者についても、

フェリーに乗船している時間は、原則として休息期間とし

て取り扱うよう見直したものであること。 

 

（９）休日労働（第５項） 

休日労働の回数は２週間について１回を超えないものと

し、当該休日労働によって、上記（１）及び（２）に定める拘

束時間の限度を超えないものとすること。また、休日労働の

場合であっても、当該休日における勤務と前後の勤務の間に

は、それぞれ所定の休息期間が必要であること。 

人乗務の場合には４時間、隔日勤務の場合には 20時間）の休

息期間が与えられた場合にはフェリー下船時刻から次の勤務

が開始されたこととなる。この場合において、フェリー乗船

中の２時間の拘束時間は、フェリー乗船前の勤務の拘束時間

として取り扱うこと。 
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なお、第５項については、旧告示からの変更はないこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５ 労働時間短縮推進委員会の決議に関する取扱  

時間外及び休日の労働に係る労働時間の短縮の促進に関する

臨時措置法(平成４年法律第 90 号)第７条に規定する労働時間

短縮推進委員会の決議についても、法第 36条に基づく協定と同

様に取り扱うこと。  

 

 

６ モデル 36協定  

別紙 11～13 のとおりモデル 36 協定を作成したので、指導に

当たって活用すること。  

  

 

第３ 重点対象  

改善基準告示及び 93 号通達の記の第３に定める基準は、自動

車運転者を使用する全事業場に適用されるものであり、運送を業

とすると否とは問わないが、当面、次に掲げる事業を重点対象と

すること。  

 

１ 道路運送法(昭和 26 年法律第 183 号)第２条に規定する旅客

自動車運送事業及び貨物自動車運送事業法(平成元年法律第 83

号)第２条に規定する貨物自動車運送事業のうち、次に掲げる事
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業  

（１）一般乗合旅客自動車運送事業  

（２）一般貸切旅客自動車運送事業  

（３）一般乗用旅客自動車運送事業  

（４）一般貨物自動車運送事業  

（５）特定貨物自動車運送事業  

 

２ 次に掲げる物品を運搬する貨物自動車を使用する事業  

（１）土砂・砂利  

（２）危険物  

（３）生コンクリート  

（４）木材、紙又はパルプ  

（５）鉄鋼材又は建設用鉄骨・鉄筋  

（６）鮮魚  

（７）農産物  

（８）常態として長距離貨物運送(「一の運行」の運転時間が９時

間以上又は「一の運行」の走行距離が 450 キロメートル以上

の貨物輸送をいう。)を行う貨物自動車を使用する事業  

 

 

第４ 通達の整理  

本通達の適用をもって、特例通達の本文中、「及び平成４年労

働省告示第 99号」を「、平成４年労働省告示第 99及び平成９年

労働省告示第４号」に、「に該当する場合(第４条第６項又は第５
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６ 適用除外業務 

改善基準告示第１条第１項に基づき局長が定める業務（以下

「適用除外業務」という。）及びその留意点は、次のとおりで

あること。 

 

 

 

 

 

 

条により準用する場合を含む。)」を「(第４条第６項により準用

する場合を含む。)及び第５条第３項各号に該当する場合」に改

め、記の２中「第４条第１項第２号前段」の次に「及び第５条第

１項第２号前段」を、「第４条第１項第３号」の次に「及び第５

条第１項第３号」を加え、記の３中「第３号」の次に「及び第５

条第１項第１号から第３号」を加え、記の４の(２)中「第４条第

１項第３号」の次に「及び第５条第１項第３号」を加えるととも

に、93 号通達中記の第２及び第５を削り、165 号通達を廃止す

る。   

 

別紙１～４ 略 

 

 

【平成９年３月 26日付け基発第 201号「自動車運転者の労働時間等

の改善のための基準に係る適用除外業務について」】 

自動車運転者の労働時間等の改善のための基準(平成元年労働省

告示第７号。以下「改善基準」という。)第１条第１項に基づき労働

省労働基準局長が定める業務及びその留意点については下記のとお

りとするので、了知の上その適切な運用を図られたい。 

 

【平成９年３月 26 日付け労働省労働基準局賃金時間部企画室

長事務連絡「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準に

係る適用除外業務について」（以下「企画室長事務連絡」とい

う。）】 
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（１）適用除外業務 

   適用除外業務は、次のアからウまでに掲げる業務とするこ

と。 

 

標記については、平成９年３月 26 日付け基発第 201 号(以下

「通達」という。)をもって通知したところであるが、通達記の

１の（１）の緊急輸送の業務については、地震等の大規模災害の

発生時に必要とされる緊急物資等の輪送が災害対策基本法等に

よる被災地の復興等のための諸対策の一環をなす特殊かつ緊急

の性格を有するものであることから自動車運転者の労働時間等

の改善に関する基準(以下「改善基準」という。)の適用除外業務

としたものである。通達記の１の（２）から（５）に掲げる危険

物の運送の業務については、危険物の安全かつ迅速な運送を確

保するという観点から関係法令により運送に関する計画の届

出、長距離運送の場合の交替運転手の確保等の特別の規制が設

けられており、改善基準の運転時間に関する規制はおおむね担

保されていると考えられる。一方、運送中は危険物の監視の義

務が課されていることから、改善基準の拘束時間(休息期間)の

規制により、長距離の運送中に運転手が交替で休息を取る必要

が生じ、かえって拘束時間が長くなっている。このため、これら

の危険物の運送を改善基準の適用除外業務としたものである。 

なお、これらの業務の具体的範囲等は下記のとおりであるの

で了知の上その適切な運用に努められたい。 

 

１ 適用除外対象業務 

貨物自動車運送事業における次の業務とする。 
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ア 災害対策基本法等に基づく緊急輸送の業務 

    災害対策基本法（昭和 36年法律第 223号）、大規模地震

対策特別措置法（昭和 53 年法律第 73 号）、原子力災害対

策特別措置法（平成 11年法律第 156号）及び武力攻撃事態

等における国民の保護のための措置に関する法律（平成 16

年法律第 112 号）に基づき、都道府県公安委員会から緊急

通行車両であることの確認、標章及び証明書の交付を受け

て行う緊急輸送の業務に係る運転の業務。 

これらの業務は、大規模災害等発生時の応急対策の一環

として、人命救助や災害拡大防止等のために行われる業務

であり、公益性が高く、かつ緊急の性格を有することから、

改善基準告示の適用除外業務とするものであること。 

 

 

 

イ 上記アに掲げるもののほか、人命又は公益を保護するた

めに、法令の規定又は国若しくは地方公共団体の要請等に

基づき行う運転の業務。 

次に掲げる業務がこれに該当すること。 

（ア）新型インフルエンザ等対策特別措置法（平成 24年法律

第 31 号）第 54 条に基づき新型インフルエンザ等緊急事

態措置の実施に必要な緊急物資を運送する業務又は医薬

品等を配送する業務 

（イ）家畜伝染病予防法（昭和 26年法律第 166号）に基づく

（１）災害対策基本法及び大規模地震特別措置法に基づき、都道府

県公安委員会から緊急通行車両であることの確認、標章及び証

明書の交付を受けて行う緊急輸送の業務 

 

 【企画室長事務連絡】 

１ 通達記の１の（１）の業務について 

災害対策基本法第 76 条第１項及び災害対策基本法施行令

第 32 条第１項並びに大規模地震特別措置法第 24 条及び大規

模地震特別措置法施行令第 11 条第１項に基づき緊急通行車

両以外の車両の通行が禁止又は制限された道路の区間におい

て災害対策基本法施行令第 33 条第１項又は大規模地震特別

措置法施行令第 12 条第１項により都道府県知事又は都道府

県公安委員会から緊急通行車両であることの確認及び標章等

の交付を受けて行う緊急輸送の業務をいうものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

79 

 

本通達 旧通達 

家畜伝染病のまん延の防止のために、次に掲げるものを

運搬する業務 

（a）同法第 21条第１項に規定する家畜の死体 

（b）同法第 23 条第１項に規定する家畜伝染病の病原体

により汚染し又は汚染したおそれがある物品 

（c）同法第 16条第１項若しくは第３項に基づくと殺、第

17条の２第５項若しくは第６項に基づく殺処分、第 21

条第１項若しくは第４項に基づく焼却若しくは埋却、

第 23条第１項若しくは第３項に基づく焼却、埋却若し

くは消毒又は第 25 条第１項若しくは第３項に基づく

消毒を実施するために必要な人員、防疫資材等（第 25

条第１項又は第３項に基づく消毒に必要な人員、防疫

資材等については、初回の消毒に必要なものに限る。） 

 

ウ 消防法等に基づく危険物の運搬の業務 

次に掲げる業務であって、貨物自動車運送事業に係るも

の。 

これらの業務については、危険物の迅速かつ安全な運行

を確保する観点から、関係法令により別途、長距離運送の

場合の交替運転手の確保といった規制が担保されているこ

とに加え、運転中の危険物の監視義務など特別の規制が設

けられる等、特殊な性格を有することから、改善基準告示

の適用除外業務とするものであること。 

（ア）消防法（昭和 23 年法律第 186 号）第 16 条の２第２項

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）消防法に基づき、関係消防機関に移送計画を届け出て行うア

ルキルアルミニウム、アルキルリチウム及びこれらの含有物の

タンクローリーによる運送の業務 

 

【企画室長事務連絡】 

２ 通達記の１の（２）の業務について 

消防法第 16 条及び危険物の規制に関する政令第 30 条の２

第５号に基づき消防関係機関へ移送計画を届出の上行うアル

キルアルミニウム、アルキルリチウム及びその化合物を移動

タンク貯蔵所(タンクローリー)により運送する業務をいうも
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及び危険物の規制に関する政令（昭和 34 年政令第 306

号）第 30条の２第５号に基づき、移送の経路その他必要

な事項を記載した書面を関係消防機関に送付の上行う、

アルキルアルミニウム若しくはアルキルリチウム又はこ

れらのいずれかを含有するものを移動タンク貯蔵所（タ

ンクローリー）により移送する業務 

（イ）高圧ガス保安法（昭和 26 年法律第 204 号）第 23 条に

基づき、一般高圧ガス保安規則（昭和 41 年通商産業省

令第 53号）第 49条第１項の保安上必要な措置を講じる

とともに同項の技術上の基準に従い行う、表１の高圧ガ

スを車両に固定した容器（タンクローリー）により移動

する業務  

 

表１ 一般高圧ガス保安規則第 49条第１項第 17号に規定する高圧ガス 

１ 圧縮ガスのうち次

に掲げるもの（３に掲

げるものを除く。） 

（１）容積 300立方メートル以上の可燃性ガス及び酸素 

（２）容積 100立方メートル以上の毒性ガス 

２ 液化ガスのうち次

に掲げるもの（３に掲

げるものを除く。） 

（１）質量 3,000キログラム以上の可燃性ガス及び酸素 

（２）質量 1,000キログラム以上の毒性ガス 

（３）一般高圧ガス保安規則第７条の３第２項、第７条の

４第２項、第 11 条第１項第５号（第７条の３第２項

の基準を準用する場合に限る。）及び第 12 条の２第

２項の圧縮水素スタンド並びにコンビナート等保安

のであること。 

 

 

 

 

 

（３）高圧ガス保安法に基づき、事業所の所在地を管轄する通商産

業局長に移動計画書を届け出、その確認を受けて行う可燃ガス、

酸素、毒性ガス等の高圧ガスのタンクローリーによる運送の業

務 

 

【企画室長事務連絡】 

３ 通達記の１の（３）の業務について 

高圧ガス保安法第 23 条及び一般高圧ガス保安規則第 71 条

の２第１項第２号に基づき高圧ガスの移動に関する計画書を

事業所の所在地を管轄する通商産業局長に提出し、その確認

を受けた上で行う可燃性ガス、毒性ガス、酸素及び特殊高圧ガ

スの車両に固定した容器(タンクローリー)による運送の業務

をいうものであること。 

なお、具体的には、圧縮ガスの場合は容積 300 立方メート

ル以上の可燃性ガス及び酸素並びに容積 100 立方メートル以

上の毒性ガスが、液化ガスの場合は質量 3,000 キログラム以

上の可燃性ガス及び酸素並びに質量 1,000 キログラム以上の

毒性ガスが当該規制の対象になるものであること。 
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（ウ）火薬類取締法（昭和 25年法律第 149号）第 19条に基

づき、都道府県公安委員会に届け出て、運搬証明書の交

付を受けた上で行う火薬類（表２の数量以下の火薬類を

除く。）の運搬の業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

規則第７条の３第２項の圧縮水素スタンドの液化水

素の貯槽に充塡する液化水素 

３ 特殊高圧ガス 

 

 

 

 

 

 

（４）火薬類取締法に基づき、都道府県公安委員会に運搬に関する

計画を届け出、運搬証明書の交付を受けて行う火薬、爆薬等の火

薬類の運送の業務 

 

【企画室長事務連絡】 

４ 通達記の１の（４）の業務について 

火薬類取締法第 19 条により荷送人が運搬計画を都道府県

公安委員会に届出の上、交付された運搬証明書に基づき行わ

れる火薬類の運送の業務をいうものであり、当該火薬類には

次が該当するものであること。 

（１）火薬 

黒色火薬その他硝酸塩を主とする火薬、無煙火薬その他

硝酸エステルを主とする火薬、過塩素酸塩を主とする火薬、

酸化鉛又は過酸化バリウムを主とする火薬及びクロム酸鉛

を主とする火薬 

（２）爆薬 

雷こう、アジ化飴その他の起爆薬、硝安爆薬、塩素酸カリ

爆薬、カーリットその他硝酸塩、塩素酸塩又は過塩素酸塩

を主とする爆薬、ニトログリセリン、ニトログリコール及
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び爆発の用途に供せられるその他の硝酸エステル、ダイナ

マイトその他の硝酸エステルを主とする爆薬、爆発の用途

に供せられるトリニトロベンゼン、トリニトロトルエン、

ビクリン酸、トジニトロクロルベンゼン、テトリル、トリニ

トロアニソール、ヘキサニトロジフェニルアミン、トリメ

チレントリニトロアミン、ニトロ基を 3 以上含むその他の

ニトロ化合物及びこれらを主とする爆薬、液体酸素爆薬そ

の他の液体爆薬、爆薬の周途に供される硝酸尿素及びこれ

を主とする爆薬、ジアゾジニトロフェノールを含み、かつ、

無水けい酸を 75パーセント以上含む爆薬、亜塩素酸ナトリ

ウムを主とする爆薬 

（３）火口品 

工業雷管、電気雷管、銃用雷管及び信号雷管、実包及び空

砲、信管及び火管、導爆線、導火線及び電気導火線、信号炎

管及び信号火せん、煙火その他上記の火薬又は爆薬を使用

した火口品 

なお、運搬の計画の届出を要しない火薬類の数量は別紙

１のとおりである。 
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表２ 火薬類の運搬に関する内閣府令（昭和 35年総理府令第 65号）別

表第１に規定する数量 

区       分 数       量 

火 薬 薬 量 200 キログラム 

爆 薬 薬 量 100 キログラム 

火 
 
 
 
 
 
 

 

工 
 
 
 

 
 
 
 

品 

工業雷管・電気雷管・信号雷管 4      万個 

導 火 管 付 き 雷 管 1      万個 

銃 用 雷 管 40      万個 

捕 鯨 用 信 管 ・ 捕 鯨 用 火 管 12      万個 

実包 

空包 

１個当たりの装薬量 0.5 グ 
ラム以下のもの 

40      万個 

１個当たりの装薬量 0.5 グ 
ラムを超えるもの 

20      万個 

導 爆 線 6  キロメートル 

制 御 発 破 用 コ ー ド 1.2  キロメートル 

爆 発 せ ん 孔 器 2,000        個 

コ ン ク リ ー ト 破 砕 器 2      万個 

煙火 

がん具煙火（クラッカー 
ボールを除く。） 

薬 量 2 トン 

クラッカーボール・引き玉 薬 量 200 キログラム 

上記以外の煙火 薬 量 600 キログラム 

上 記 以 外 の 火 工 品 薬 量 100 キログラム 

備考 

本表で定める区分の異なる火薬類を同時に運搬する場合の数量は、各区分ごと

の火薬類の運搬しようとする数量をそれぞれ当該区分に定める数量で除し、それ

らの商を加えた和が１となる数量とする。 

（注）表２に掲げる数量以下の火薬類を運搬する場合は、火薬類取締法第 19 条

第１項に規定する届出及び運搬証明書の交付は要しない。 
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（エ）核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律

（昭和 32年法律第 166号）第 59条第２項に基づき国土交

通大臣の確認を受け、かつ、同条第５項に基づき都道府県

公安委員会に届け出て運搬証明書の交付を受けた上で行

う、核燃料物質等（ＢＭ型輸送物、ＢＵ型輸送物、核分裂

性輸送物）の運搬の業務 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（オ）放射性同位元素等の規制に関する法律（昭和 32 年法律

（５）核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律及び

放射性 同位元素等による放射線障害の防止に関する法律に基

づき、運輸大臣の確認を受け、かつ、都道府県公安委員会に運

送計画を届け出て行う核燃料物質等及び放射性同位元素等の運

送の業務 

   

【企画室長事務連絡】 

５ 通達記の１の（５）の業務について 

核原料物質、核燃料物質及び原予炉の規制に関する法律第

59 条の２第２項に基づき核然料物質又は核燃料物質により汚

染された物の運搬に関し運輸大臣の確認を受け、同第 59条の

２第５項に基づき都道府県公安委員会に運搬計画の届出を行

い、同委員会から運搬証明書の交付を受けて行う核燃料物質

等の運送の業務及び放射線同位元素等による放射線障害の防

止に関する法律第 18条の２第２項に基づき放射線同位元素又

は放射線同位元素によって汚染された物の運搬に関し運輸大

臣の確認を受け、同第 18条の２第５項に基づき都道府県公安

委員会に運搬する旨の届出の上行う放射性同位元素等の運送

の業務をいうものである。なお、具体的には、核燃料物質等で

はＢＭ型輸送物、ＢＵ型輸送物及び核分裂性輸送物が、放射性

同位元素等ではＢＭ型輸送物及びＢＵ型輸送物が当該規制の

対象となるものである。 
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第 167 号）第 18 条第２項に基づき国土交通大臣の確認を

受け、かつ、同条第５項に基づき都道府県公安委員会に届

け出て行う、放射性同位元素等（ＢＭ型輸送物、ＢＵ型輸

送物）の運搬の業務 

 

（２）適用除外業務に従事しない期間がある場合の拘束時間等の

上限 

適用除外業務に従事する期間を含む１箇月等の一定期間に

おける、当該業務に従事しない期間に関しては、改善基準告

示が適用されるものであること。この場合の一定期間におけ

る、適用除外業務に従事しない期間の拘束時間等は、次のと

おり、当該一定期間及び適用除外業務に従事しない期間の日

数の比率により、改善基準告示で規定する拘束時間等の上限

時間を按分した時間を超えないものとすること。 

 

表３ 適用除外業務に従事しない期間がある場合の拘束時間等の上限 

タクシー運転者の拘束時間 

１
箇
月
の
拘
束
時
間 

日
勤
勤
務
者 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数） 

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）× 288時間（※）  

隔
日
勤
務
者 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数） 

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）× 262時間（※）  

 

 

 

 

 

２ 上記１の業務に従事する期間を含む１箇月の拘束時間及び２週

間の運転時間の上限 

上記１の業務に従事しない期間については改善基準が適用され

るが、この業務に従事する期間を含む１箇月の拘束時間及び休息

期間の上限は次のとおりである。 

 

（１）１箇月の拘束時間については、次の式により計算した時間を

超えないものとすること。 

[(上記 1の業務に従事した月の日数)-(上記 1の業務に従事した

日数)]÷(上記 1 の業務に従事した月の日数)×(上記 1 の業務

に従事した月の拘束時間) 

（２）２週間の運転時間の上限は、次の式により計算した時間を超

えないものとすること。 

[14-(上記１の業務に従事した日数)]÷14×88 
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※ 改善基準告示の拘束時間の上限時間。なお、労使協定により、改善基準告示で規定

する時間を超えない範囲で延長する場合は、当該延長した時間とする。 

 

トラック運転者の拘束時間等 

１
箇
月
の 

拘
束
時
間 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数） 

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）×284 時間（※１） 

１
年
の 

拘
束
時
間 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１年間の日数） 

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む１年間の日数）×3,300 時間（※１）  

２
週
間
の 

運
転
時
間 

［14日－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷ 14日 × 88時間（※２） 

※１ 改善基準告示の拘束時間の上限時間。なお、労使協定により、改善基準告示で規

定する時間を超えない範囲で延長する場合は、当該延長した時間とする。 

※２ 改善基準告示の運転時間の上限時間。 

 

バス運転者の拘束時間等 

１
箇
月
の 

拘
束
時
間 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数） 

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む１箇月の日数）× 281 時間（※１）  
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（３）適用除外業務に関する書類の備付け等 

上記（１）の業務を行うに当たっては、適用除外業務に該当

することが明らかとなる関係法令に基づく各種行政機関への

届出書や、物資等の運搬に関する地方公共団体の要請文書等

の写の事業場への備付け及び自動車運転者ごとの当該業務に

従事した期間が明らかとなる記録の整備が必要であること。 

１
年
の 

拘
束
時
間 

［（適用除外業務に従事した期間を含む１年間の日数） 

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む 1 年間の日数）×3,300 時間（※１）  

４
週
間
の 

拘
束
時
間 ［28日－（適用除外業務に従事した日数）］÷28日×260時間（※１） 

52
週
間
の 

拘
束
時
間 

［（適用除外業務に従事した期間を含む 52週間の日数） 

－（適用除外業務に従事した日数）］ 

÷（適用除外業務に従事した期間を含む 52 週間の日数）×3,300 時間（※１）  

４
週
間
の 

運
転
時
間 ［28日－（適用除外業務に従事した日数）］÷28日×160時間（※２） 

※１ 改善基準告示の拘束時間の上限時間。なお、労使協定により、改善基準告示で規

定する時間を超えない範囲で延長する場合は当該延長した時間とする。 

※２ 改善基準告示の運転時間の上限時間。なお、労使協定により、改善基準告示で規

定する時間を超えない範囲で延長する場合は当該延長した時間とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３  届出書又はその写の備え付け等 

上記 1 の業務を行うに当たっては、適用除外業務に該当するこ

とが明らかとなる関係法令に基づく各種行政機関への届出書又は

その写を事業場への備え付け及び自動車運転者ごとの下記の業務

に従事した期間が明らかとなる記録の整備が必要である。 

また、上記１の業務に従事する期間の直前において改善基準に定
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（４）休息期間の確保 

適用除外業務に従事する期間の直前において改善基準告示に

定める休息期間を与えなくてはならないことはもとより、当該

業務に従事する期間の直後の休息期間についても、継続 11時間

以上与えるよう努めることを基本とすることが特に要請される

ものであること。 

 

 

 

第３ 自動車運転者の労働時間等の取扱い及び賃金制度等の取扱  

い 

１ 労働時間等の取扱い 

（１）労働時間の取扱い 

労働時間は、拘束時間から休憩時間を差し引いたものとす

ること。この場合において、事業場外における仮眠時間を除く

休憩時間は３時間を超えてはならないものとすること。ただ

し、業務の必要上やむを得ない場合であって、あらかじめ運行

計画により３時間を超える休憩時間が定められている場合、

又は運行記録計等により３時間を超えて休憩がとられたこと

が客観的に明らかな場合には、この限りでないものとするこ

める休息期間を与えなくてはならないことはもとより、当該業務

に従事する期間の直後においても継続 8 時間以上の休息期間を与

えることが要請されるものである。 

 

 

 

 

 

  

 

 

【平成元年３月１日付け基発第 93号「自動車運転者の労働時間等の

改善のための基準について」】 

第３ 労働時間等の取扱い及び賃金制度等に関する基準 

１ 内容 

（１）労働時間等の取扱い 

イ 労働時間の取扱い 

労働時間は、拘束時間から休憩時間（仮眠時間を含む。）

を差し引いたものとすること。この場合において、事業場

外における仮眠時間を除く休憩時間は３時間を超えてはな

らないものとすること。ただし、業務の必要上やむを得な

い場合であって、あらかじめ運行計画により３時間を超え

る休憩時間が定められている場合、又は運行記録計等によ

り３時間を超えて休憩がとられたことが客観的に明らかな
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と。 

自動車運転者の業務は事業場外において行われるものでは

あるが、通常は走行キロ数、運転日報等からも労働時間を算定

し得るものであり、法第38条の２の「労働時間を算定し難いと

き」という要件には該当しないこと。 

事業場外における休憩時間については、就業規則等に定め

た所定の休憩時間を休憩したものとして取り扱うこととした

が、休憩時間が不当に長い場合は歩合給等の賃金体系との関

連から休憩時間中も働く可能性があるので、事業場外での休

憩時間は、仮眠時間を除き、原則として３時間を超えてはなら

ないものとしたこと。なお、手待時間が労働時間に含まれるこ

とはいうまでもないこと。 

法の遵守に当たっては、使用者には労働時間の管理を行う

責務があり、労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべ

き措置に関するガイドライン（平成29年１月20日付け基発

0120第３号別添）により、始業・終業時刻の確認及び記録を含

め適正な労働時間管理を行う必要があること。また、自動車運

転者の労働時間管理を適正に行うためには、運転日報等の記

録を適正に管理するほか、運行記録計による記録を自動車運

転者個人ごとに管理し、労働時間を把握することも有効な方

法であること。したがって、貨物自動車運送事業輸送安全規則

（平成２年運輸省令第22号）第９条や旅客自動車運送事業運

輸規則（昭和31年運輸省令第44号）第26条に基づき、運行記録

計を装着している車両を保有する使用者においては、運行記

場合には、この限りでないものとすること。 
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録計の活用による適正な労働時間管理を行うこと。また、運行

記録計を装着している車両を保有しない使用者においては、

車両に運行記録計を装着する等により適正な労働時間管理を

行うこと。 

 

（２）休日の取扱い 

休日は、休息期間に24時間を加算して得た、連続した時間

とすること。ただし、いかなる場合であっても、その時間が30

時間を下回ってはならないものとすること。 

法第35条に規定する休日は原則として暦日を単位として付

与されるべきものであるが、自動車運転者については、その業

務の特殊性から暦日を単位として休日を付与することが困難

であるため、休息期間に24時間を加算して得た労働義務のな

い時間を休日として取り扱うものであること。このため、休日

については、通常勤務の場合は継続33時間（９時間＋24時間）、

隔日勤務の場合は継続46時間（22時間＋24時間）※を下回るこ

とのないようにする必要があること。 

※トラック運転者及びバス運転者については継続44時間（20

時間＋24時間） 

また、休息期間を分割して付与した場合、２人乗務の場合

及びフェリーに乗船した場合には、休息期間に24時間を加算

しても30時間に満たない場合があるが、この場合については、

休息期間に24時間を加算して得た時間ではなく、連続した30

時間の労働義務のない時間を休日として取り扱うこと。なお、

 

 

 

 

 

ロ 休日の取扱い 

休日は、休息期間に24時間を加算して得た、連続した時

間とすること。ただし、いかなる場合であっても、その時間

が30時間を下回ってはならないものとすること。 
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休日が暦日を単位として付与されている場合であっても、当

該時間が上記所定の時間に満たない場合は、要件を満たさな

いものであること。 

 

 

２ 賃金制度等の取扱い 

自動車運転者の賃金制度等は、次により改善を図るものとす

ること。 

 

（１）賃金制度等 

ア 保障給 

歩合給制度が採用されている場合には、労働時間に応じ、

固定的給与と併せて通常の賃金の６割以上の賃金が保障さ

れるよう保障給を定めるものとすること。 

歩合給制度を採用している場合には、労働者ごとに労働

時間に応じ各人の通常賃金の６割以上の賃金が保障される

ようにすることを意図したものであって、６割以上の固定

的給与を設けなければならないという趣旨ではないこと。 

「通常の賃金」とは、原則として、労働者が各人の標準的

能率で歩合給の算定期間における通常の労働時間（勤務割

に組み込まれた時間外労働及び休日労働の時間を含む。）

を満勤した場合に得られると想定される賃金額（上記の時

間外労働及び休日労働に対する手当を含み、臨時に支払わ

れる賃金及び賞与を除く。）をいい、「一時間当たりの保障

 

 

 

 

 

（２）賃金制度等 

自動車運転者の賃金制度等は、次により改善を図るものと

すること。 

 

 

イ 保障給 

歩合給制度が採用されている場合には、労働時間に応じ、

固定的給与と併せて通常の賃金の六割以上の賃金が保障さ

れるよう保障給を定めるものとすること。 
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給」の下限は次の算式により算定すること。 

 

 

 

 

なお、「一時間当たりの保障給」の実際の算定に当たって

は、特段の事情のない限り、各人ごとに過去３箇月程度の

期間において支払われた賃金の総額（全ての時間外労働及

び休日労働に対する手当を含み、臨時に支払われた賃金及

び賞与を除く。）を当該期間の総労働時間数で除して得た

金額の100分の60以上の金額をもって充てることとして差

し支えなく、また、毎年１回等定期的にあらかじめ定めて

おく場合には、特段の事情のない限り、当該企業の歩合給

制労働者に対し過去３箇月程度の期間に支払われた賃金の

総額（全ての時間外労働及び休日労働に対する手当を含み、

臨時に支払われた賃金及び賞与を除く。）を当該期間の延

総労働時間数で除して得た金額の100分の60以上の金額を

もって保障給として差し支えないこと。 

 

イ 累進歩合制度 

賃金制度は、本来、労使が自主的に決定すべきものであ

るが、自動車運転者に係る賃金制度のうち、累進歩合制度に

ついては、自動車運転者の長時間労働やスピード違反を極

端に誘発するおそれがあり、交通事故の発生も懸念される

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ロ 累進歩合制度 

歩合給制度のうち累進歩合制度は廃止するものとするこ

と。 
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ことから、廃止すべきであること。 

累進歩合制度には、水揚高、運搬量等に応じて歩合給が

定められている場合にその歩合給の額が非連続的に増減す

るいわゆる「累進歩合給」（図１）のほか、水揚高等の最も

高い者又はごく一部の労働者しか達成し得ない高い水揚高

等を達成した者のみに支給するいわゆる「トップ賞」、水揚

高等を数段階に区分し、その水揚高の区分の額に達するご

とに一定額の加算を行ういわゆる「奨励加給」（図２）が該

当するものであること。これらの制度は、いずれも廃止す

べき累進歩合制度に該当するため、認められないものであ

ること。 
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累進歩合制度の廃止については、特定地域における一般

乗用旅客自動車運送事業の適性化及び活性化に関する特別

措置法等の一部を改正する法律（平成25年法律第83号）の

国会附帯決議（衆議院国土交通委員会（平成25年11月８日）

及び参議院国土交通委員会（同月19日））においても、労使

双方にその趣旨を踏まえ、真摯な対応を行うよう促すこと

が求められていることから、労使当事者にあっては自主的

な改善を行うことが要請されること。 

なお、累進歩合制度の廃止に関する周知及び指導につい

ては、平成26年１月24日付け基発0124第１号によること。 

 

ウ 年次有給休暇の不利益取扱いの是正 

法附則第136条の規定に従い、年次有給休暇を取得した労

働者に対して賃金の減額その他不利益な取扱いをしないよ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ハ 年次有給休暇の不利益取扱いの是正 

法附則第一三四条の規定に従い、年次有給休暇を取得し

たとき、不当に賃金額を減少させないものとすること。 



 

95 

 

本通達 旧通達 

うにすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 留意事項 

（１）労働時間等の取扱いに関する留意事項 

イ 労働時間の取扱いについて 

（イ）自動車運転者の業務は事業場外において行われるもの

ではあるが、通常は走行キロ数、運転日報等からも労働

時間を算定し得るものであり、一般に法第38条の２の「労

働時間を算定し難いとき」という要件には該当しないこ

と。 

事業場外における休憩時間については、就業規則等に

定めた所定の休憩時間を休憩したものとして取り扱うこ

ととしたが、休憩時間が不当に長い場合は歩合給等の賃

金体系との関連から休憩時間中も働く可能性があるの

で、事業場外での休憩時間は、仮眠時間を除き、原則とし

て３時間を超えてはならないものとしたこと。 

なお、手待時間が労働時間に含まれることはいうまで

もないこと。 

（ロ）自動車運転者の労働時間管理を適正に行うためには、

運転日報等の記録の適正な管理によることのほか、運行

記録計による記録を自動車運転者個人ごとに管理し、労

働時間を把握することも有効な方法であること。 

したがって、労働時間管理が不十分な事業場のうち、
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車両に運行記録計を装着している事業場に対しては、運

行記録計の活用による適正な労働時間管理を行うよう指

導するとともに、車両に運行記録計を装着していない事

業場に対しては、運行記録計を装着する等により適正な

労働時間管理を行うよう指導すること。 

また、昭和六三年一〇月七日の中央労働基準審議会の

中間報告においては、「自動車運転者の労働時間管理を

適正に行うため、自動車運転者個人ごとの労働時間等を

容易に把握し得る計器の活用が図られることが適当であ

る。また、いわゆる流し営業を主体とするタクシーにつ

いては、現在運行記録計の装着を義務付けられていない

車両についても、上記のような計器の活用が図られるべ

きである。」とされているので、留意すること。 

 

ロ 休日の取扱いについて 

法第35条に規定する休日は原則として暦日を単位として

付与されるべきものであるが、自動車運転者については、

その業務の特殊性から暦日を単位として休日を付与するこ

とが困難であるため、休息期間に24時間を加算して得た労

働義務のない時間、すなわち通常勤務の場合には連続した

労働義務のない32時間を、隔日勤務の場合には連続した労

働義務のない44時間を休日として取り扱うこととしたこ

と。 

また、休息期間を分割して付与した場合、２人乗務の場
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合及びフェリーに乗船した場合には、休息期間に24時間を

加算しても30時間に満たない場合があるが、この場合につ

いては、休息期間に24時間を加算して得た時間ではなく、

連続した30時間の労働義務のない時間を休日として取り扱

うこととしたこと。 

なお、休日が暦日を単位として付与されている場合で

あっても、当該時間が上記所定の時間に満たない場合は、

上記１の（１）のロの要件を満たさないものであること。 

 

（２）賃金制度等に関する留意事項 

イ 保障給について 

上記１の（２）のイの趣旨は歩合給制度を採用している

場合には、労働者ごとに労働時間に応じ各人の通常賃金の

６割以上の賃金が保障されるようにすることを意図したも

のであって、６割以上の固定的給与を設けなければならな

いという趣旨ではないこと。 

「通常の賃金」とは、原則として、労働者が各人の標準的

能率で歩合給の算定期間における通常の労働時間（勤務割

に組み込まれた時間外労働及び休日労働の時間を含む。）

を満勤した場合に得られると想定される賃金額（上記の時

間外労働及び休日労働に対する手当を含み、臨時に支払わ

れる賃金及び賞与を除く。）をいい、「１時間当たりの保障

給」の下限は次の算式により算定すること。 
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なお、「１時間当たりの保障給」の実際の算定に当たって

は、特段の事情のない限り、各人ごとに過去３箇月程度の

期間において支払われた賃金の総額（全ての時間外労働及

び休日労働に対する手当を含み、臨時に支払われた賃金及

び賞与を除く。）を当該期間の総労働時間数で除して得た

金額の100分の60以上の金額をもって充てることとして差

し支えなく、また、毎年１回等定期的にあらかじめ定めて

おく場合には、特段の事情のない限り、当該企業の歩合給

制労働者に対し過去３箇月程度の期間に支払われた賃金の

総額（全ての時間外労働及び休日労働に対する手当を含み、

臨時に支払われた賃金及び賞与を除く。）を当該期間の延

総労働時間数で除して得た金額の100分の60以上の金額を

もって保障給として差し支えないこと。 

 

ロ 累進歩合制度について 

賃金制度は、本来、労使が自主的に決定すべきものであ

るが、上記１の（２）のロでは、歩合給制度のうち累進歩合

制度を特に廃止すべきこととしたこと。 

累進歩合制度には、水揚高、運搬量等に応じて歩合給が

定められている場合にその歩合給の額が非連続的に増減す

るいわゆる「累進歩合給」（参考１）、水揚高等の最も高い
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者又はごく一部の労働者しか達成し得ない高い水揚高等を

達成した者のみに支給するいわゆる「トップ賞」、水揚高等

を数段階に区分し、その水揚高の区分の額に達するごとに

一定額の加算を行ういわゆる「奨励加給」（参考２）が該当

するものであること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

100 

 

本通達 旧通達 

３ 法定基準等の確保 

改善基準告示及び上記内容は、自動車運転者の労働の実態に

かんがみ、自動車運転者の労働時間等の労働条件の改善を図る

ため、法に定める事項のほかに必要な事項を定めているもので

あるが、割増賃金の適正かつ確実な支払い、実態に即した就業規

則の整備、賃金台帳の適正な記録、仮眠施設の設置、健康診断の

実施等、法及び労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）に定めら

れた事項を遵守すべきことはいうまでもないこと。 

 

 

 

 

第４ 発注者等 

 令和４年報告においては、改善基準告示の履行確保を徹底す

る観点から、荷主（発荷主及び着荷主）やいわゆる元請運送事

業者、貸切バス利用者等の発注者、貨物自動車利用運送事業者

等（以下「発注者等」という。）に対し、幅広く周知することが

適当等とされている。（令和４年報告４（１）） 

このことを踏まえ、次の事項に留意すること。 

 

 １ 発注担当者等に対する周知 

改善基準告示の履行確保を徹底するため、発注者等において

は、改善基準告示の内容をその発注担当者等に周知することが

要請されること。 

第４ 法定基準の確保 

改善基準及び上記第３に定める基準は、自動車運転者の労働

の実態にかんがみ、自動車運転者の労働時間等の労働条件の改

善を図るため、法に定める事項のほかに必要な事項を定めてい

るものであるが、割増賃金の適正かつ確実な支払い、実態に即

した就業規則の整備、賃金台帳の適正な記録、仮眠施設の設置、

健康診断の実施等法及び労働安全衛生法に定められた事項を遵

守すべきことはいうまでもなく、特に割増賃金の支払について

不適正な事例がみられるので、更に徹底させるよう監督指導を

行うこと。 
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本通達 旧通達 

 

２ トラック運転者に係る長時間の恒常的な荷待ちの改善等 

道路貨物運送業は、他の業種に比べて長時間労働の実態にあ

り、過労死等のうち脳・心臓疾患の労災支給決定件数が最も多

い業種であることから、自動車運転者の長時間労働の是正等の

働き方改革を一層積極的に進める必要がある一方、道路貨物運

送業の長時間労働の要因の中には、取引慣行など個々の事業主

の努力だけでは見直すことが困難なものがあり、その改善のた

めには、発荷主及び着荷主並びに道路貨物運送業の元請事業者

（以下「発着荷主等」という。）の協力が必要不可欠である。 

    このことを踏まえ、発着荷主等においては、次の事項を実施

することが要請されること。 

 

（１）発着荷主等の荷主都合による長時間の恒常的な荷待ちは、

自動車運転者の長時間労働の要因となることから、これを発

生させないよう努めること。  

（２）運送業務の発注担当者に、改善基準告示を周知し、自動車運

転者が改善基準告示を遵守できるような着時刻や荷待ち時間

等を設定すること。 

（３）改善基準告示を遵守できず安全な走行が確保できないおそ

れのある発注を貨物自動車運送事業者に対して行わないこ

と。 
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本通達 旧通達 

 

 

 

別紙１～６ 略 

 

第５ 重点対象（削除） 

 

 

 



令和４年 12 月 23 日 

 

改善基準告示改正に係る周知リーフレットの送付について 

～改善基準告示が改正されます！～ 

 

 自動車運転者の労働時間等の労働条件については、「自動車運転者の労働時

間等の改善のための基準」（平成元年労働省告示第７号。以下「改善基準告

示」という。）等において、その改善を図ってきたところですが、本日付けで

改善基準告示が改正されました。この度、その内容を運送事業者、自動車運転

者、発注者等（発荷主、着荷主、元請事業者等）に幅広く周知するため、周知

用のリーフレットを作成しました。このことを踏まえ、運送事業者が改善基準

告示を遵守するためには、運送事業者だけでなく、運送事業者と取引を行う事

業者にも、こうした規制があることをご理解いただく必要があり、関係審議会

の取りまとめ（参考）においても、「幅広く周知することが適当」とされてい

ます。 

 別添のとおり、リーフレットを送付しますので、所管の団体等に周知いただ

くようお願いいたします。 

  

 

 

 

 

 

 

 

【内容物】 

・リーフレット 

（トラック運転者の改善基準告示が改正されます！ Ａ４両面） 

・リーフレット 

 （ＳＴＯＰ！長時間の荷待ち Ａ３二つ折り） 

・リーフレット 

 （トラック運転者の長時間労働改善特別相談センター Ａ４両面） 

以上 

 

問合せ先 

             厚生労働省労働基準局監督課過重労働特別対策室         

                  多賀谷、前田（内線 5134） 

                                              TEL 03-5253-1111 

 

 

（参考）令和４年９月 27 日付 労働政策審議会労働条件分科会自動車運転者労働時間等専門委員会

報告 抜粋 

４ その他 

（１）荷主等の関係者に対する周知について 

   改善基準告示の改正に当たっては、その履行確保を徹底する観点から、改正後速やかに、使用

者や自動車運転者のみならず、荷主やいわゆる元請運送事業者、貸切バス利用者等の発注者、貨

物自動車利用運送事業者に対し、関係省庁と連携し幅広く周知することが適当である。 







厚生労働省・都道府県労働局・労働基準監督署

● 長時間の恒常的な荷待ちは、

自動車運転者の長時間労働の要因

となります。

● 物流を支える自動車運転者の健康のためにも

長時間の荷待ちの改善に向けて

ご理解とご協力をお願いします。

● トラック運送事業者とも相談し、

ぜひ前向きに検討をお願いします。

荷主・元請運送事業者の皆さまへ



しかし、長時間労働の要因には

昔からの取引慣行など事業主の努力だけでは

見直しが困難なものもあります

このままでは国民生活や経済活動を支える社会インフラの維持が困難！

担い手不足の深刻化や荷待ち時間の非効率の

発生などにより危機的状況との指摘もあります

国民生活や経済活動に不可欠な

社会インフラである「物流」

44.6%

12.4%

12.4%

9.1%

8.3%

2.5%
10.7%

長時間の荷待ち

依頼になかった附帯業務

過積載

拘束時間超過

無理な配送依頼

異常気象

その他

国土交通省による「働きかけ」等における

違反原因行為の割合（R4.11.30時点）

他の業種に比べて長時間労働、過労死等の労災支給決定件数が最多！

「働きかけ」の中で

荷主都合による長時間の荷待ちが

約半数を占めています

国土交通省は

違反原因行為※が疑われる荷主に

「働きかけ」等を行っています

※ 貨物自動車運送事業法等の違反の原因となるおそれのある行為

このような状況もあって、改善基準告示※が定められており

道路貨物運送業はこれを遵守しなければなりません

※自動車運転者の労働時間等の改善のための基準（平成元年労働省告示第７号）
トラック運転者の拘束時間などを定めたもの。

月末１週間の就業時間が60時間以上の雇用者

の割合※（上位業種）
※ 雇用者のうち、休業者を除いた者の総数に占める割合

総務省「労働力調査」をもとに厚生労働省において作成

脳・心臓疾患の支給決定件数（上位業種）

厚生労働省「令和３年度『過労死等の労災補償状況』」より引用

道路貨物運送業の実態

社会インフラである「物流」の現状

5.0%

12.5%

7.6% 7.5%
5.7% 5.0%

0.0%

2.0%

4.0%

6.0%

8.0%

10.0%

12.0%

14.0%

道路貨物運送業は、

他の業種に比べて

長時間労働の実態にあります
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過労死等の労災支給決定件数も

最も多い業種です



構内のリフトマンや
荷受け作業員の作業の平準化

につながりました。おかげで、
ミスも減りました。

発荷主・着荷主・元請運送事業者の皆さまへのお願い

トラック運転者の長時間労働や過労の要因となるため、

長時間の荷待ちを発生させないよう努めましょう。

発注担当者にも改善基準告示を知ってもらい、

トラック運転者が告示を守れる着時刻などを設定しましょう。

また、改善基準告示に違反して安全な運転を確保できない

ような発注を行うことはやめましょう。

トラック運転者に事前通知なく荷役作業を行わせてはいけません。

労働災害防止のため、トラック運転者に荷役作業をお願いする

場合でも、事前によく相談して決めましょう。

注文からお届けまでの
期間に余裕を持たせることで、

安定した物流サービスを
受けることができますね。

改善基準告示の内容は、最寄りの労働基準監督署や

裏面の労働時間管理適正化指導員へお問い合わせください。

「陸上貨物運送事業における荷役作業の安全対策ガイドライン」

荷待ち時間解消のため
出荷順に合わせた荷置きを行ったら
ピッキング作業などが減り、自社の

積込み時間が削減できました。

１ 長時間の恒常的な荷待ちを改善しましょう

２ 改善基準告示を発注担当者へ周知しましょう

３ 事前通知のない荷役作業の依頼はやめましょう

改善した現場の声

取り組み例
・納品時間の指定を柔軟にする

・納品を特定の曜日・時間帯に集中させない

・積込場所を分散し１か所当たりの車両台数を減らす

・パレットを用いるなどで荷役作業の時間を短縮する

・注文からお届けまでの期間に余裕をもたせる

「荷主と運送事業者の協力による取引環境と
長時間労働の改善に向けたガイドライン」
（厚生労働省・国土交通省・公益社団法人

全日本トラック協会（2019/08）

荷待ち車両がいなくなって、
敷地が有効活用できるようになり、

近隣住民の方からの苦情も
なくなりました。



荷待ち時間の見直しに当たっては、
都道府県労働局労働基準部監督課の「労働時間管理適正化指導員」にご相談ください。
ご希望があれば、個別に訪問して、取組事例やメリットなどをご説明いたします。

大きい会社のことかな。

うちは小さいから関係

ないはずね。

当社は商品を受け取る

だけなので

関係ないですね。

いえいえ。

荷主というのは、

荷物の出し手である発荷主だけではなく、

荷物の受け取り手である着荷主も該当します。

また、会社の規模なども関係ありません。

皆さんの行動も、トラックドライバーの方の

長時間労働の削減のためにとても大切です。

労働局 電話番号 労働局 電話番号 労働局 電話番号

北海道 011-709-2057 石川 076-265-4423 岡山 086-225-2015

青森 017-734-4112 福井 0776-22-2652 広島 082-221-9242

岩手 019-604-3006 山梨 055-225-2853 山口 083-995-0370

宮城 022-299-8838 長野 026-223-0553 徳島 088-652-9163

秋田 018-862-6682 岐阜 058-245-8102 香川 087-811-8918

山形 023-624-8222 静岡 054-254-6352 愛媛 089-935-5203

福島 024-536-4602 愛知 052-972-0253 高知 088-885-6022

茨城 029-224-6214 三重 059-226-2106 福岡 092-411-4862

栃木 028-634-9115 滋賀 077-522-6649 佐賀 0952-32-7169

群馬 027-896-4735 京都 075-241-3214 長崎 095-801-0030

埼玉 048-600-6204 大阪 06-6949-6490 熊本 096-355-3181

千葉 043-221-2304 兵庫 078-367-9151 大分 097-536-3212

東京 03-3512-1612 奈良 0742-32-0204 宮崎 0985-38-8834

神奈川 045-211-7351 和歌山 073-488-1150 鹿児島 099-223-8277

新潟 025-288-3503 鳥取 0857-29-1703 沖縄 098-868-4303

富山 076-432-2730 島根 0852-31-1156
（2022.12）

荷物の受け取り先 中小企業

お問い合わせ

「荷主」って誰のこと？







（参考） 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）

▸ 「自動車運転者の労働時間等の改善のための基準」（改善基準告示）は、トラックなどの自動車運転者について、労働時間等

の労働条件の向上を図るため、その業務の特性を踏まえ、すべての産業に適用される労働基準法では規制が難しい拘束時間

（始業から終業までの時間（休憩時間を含む））、休息期間（勤務と勤務の間の自由な時間）、運転時間等の基準を定めたもの。

※制定以降、法定労働時間が段階的に短縮し、週40時間制へ移行するに伴い、
内容の見直しが行われ現在に至っている。

・長時間労働、交通事故の増加
・路面運送における労働時間及び休息期間に関するＩＬＯ条約採択

拘束時間、休息期間等の基準を定めた局長通達の策定（昭和54年）

中央労働基準審議会での関係労使の議論

通達を大臣告示とすることで労使が合意し、
「改善基準告示」を策定（平成元年）

労働時間等の改善を定めた局長通達の策定（昭和42年）

（中身を伴う改正：平成９年改正が最後）

制定の経緯

【参考】拘束時間と休息期間

▸ 拘束時間とは、労働時間、休憩時間その他の使用者に

拘束されている時間をいう。

▸ 休息期間とは、使用者の拘束を受けない期間をいう。 労働時間

休憩時間

24:00

08:00 21:00

00:00

拘束時間

作業時間（運転・整備等）

拘束時間休息期間 休息期間
手待ち時間（荷待ち等）

▸ １か月の拘束時間：293時間以内、１日の拘束時間：原則１日13時間以内（最大16時間）、１日の休息期間：継続８時間以上 等

主な内容 (トラック )

1



（参考）自動車運転者の上限規制と改善基準告示の見直し

▸ 自動車運転者の上限規制は、令和６年３月まで適用猶予。

▸ 令和６年４月以降も、時間外労働の上限は年９６０時間のみ。

自動車運転者の時間外労働の上限規制について（働き方改革関連法）

▸ 自動車運転者については、働き方改革関連法により、令和６年４月から罰則付の時間外労働の上限規制（年960時間）が適用

されること等から、公労使三者構成の労働政策審議会の下に専門委員会を設置し、改善基準告示見直しの議論を進めてきた。

▸ 令和４年９月27日の専門委員会においてとりまとめを行い、令和４年12月23日に改善基準告示を改正（令和６年４月～適用）。

令和元年11月 ： 労働政策審議会労働条件分科会の下に、「自動車運転者労働時間等専門委員会」を設置

令和３年４月 ： 同専門委員会の下に、 「業態別（トラック、バス、タクシー）作業部会」を設置

令和４年９月27日 ： 第９回専門委員会 （全体とりまとめ：トラック、バス、ハイヤー・タクシー）

令和４年12月23日 ： 改善基準告示 改正

令和６年４月 ： 年９６０時間の上限規制、改善基準告示 適用

・ 作業部会を複数回開催
・ 令和４年３月：タクシー、バスとりまとめ

荷主への「要請」、関係者への「周知」を実施

法律による上限
（原則）
月４５時間
年３６０時間

・年７２０時間

・単月100時間未満
（休日労働含む）

・複数月平均80時間
（休日労働含む）

・法律による上限
（原則）を超えられ
るのは年６か月まで

・年９６０時間
のみ

一般労働者 自動車運転者

法律による上限
（例外）

法定労働時間
１日８時間
週４０時間

改善基準告示の見直しの経緯

実態調査、疲労度調査、海外調査を実施

→ 11月29日 労働条件分科会 ： 諮問答申

2


